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はしがき 

 
本報告書は，OPMAC 株式会社が，平成 27 年度に外務省から実施を委託された「ODA に

おけるPDCAサイクルの評価」について，その結果をとりまとめたものです。 
 
日本の政府開発援助（ODA）は，1954 年の開始以来，途上国の開発及び時代とともに変化

する国際社会の課題を解決することに寄与しており，今日，国内的にも国際的にも，より良い

質の高い，効果的かつ効率的な援助の実施が求められています。外務省は，ODA の管理改

善と国民への説明責任の確保という二つの目的から，主に政策レベルを中心としたODA評価

を毎年実施しており，その透明性と客観性を図るとの観点から，外部に委託した第三者評価を

実施しています。 
 
本件評価調査の目的は以下の二点です。第一に，日本の援助政策の策定，実施段階へ評価

情報をフィードバックするサイクル（いわゆる「PDCA サイクル」）のうち，C【評価】を切り口とし

て，ODA 評価制度の現状，役割，問題点などを分析すること，第二に，この分析に基づき，日

本政府の開発協力において政策レベルのフィードバック機能を改善し，今後の援助政策の立

案及び効果的・効率的な実施の参考にする教訓を得ることです。この二点によって，国民に対

する説明責任を，より充実できる方法を模索できるのではないかと考えています。 
 
本評価実施にあたっては，日本貿易振興機構アジア経済研究所の佐藤寛上席主席研究員

に評価主任をお願いして，評価作業全体を監督していただき，また，NPO法人PCM東京の大

迫正弘理事にアドバイザーとして，さらに，同志社大学政策学部の山谷清志教授に外部有識

者として，調査開始から報告書作成に至るまで，多大な協力を賜りました。また，国内調査の

際には，外務省，独立行政法人国際協力機構（JICA）など，多くの関係者からもご協力を頂き

ました。ここに心から謝意を表します。 
 
最後に，本報告書に記載した見解は，本件評価チームによるものであり，日本政府の見解

や立場を反映したものではないことを付記します。 
 

平成28年3月 
OPMAC株式会社 
 





 

 

本報告書の概要 

評価者（評価チーム） 
・ 評価主任 佐藤 寛 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 研究企画部  

 上席主任調査研究員 
・ アドバイザー 大迫 正弘 NPO法人 PCM Tokyo 理事 
・ 外部有識者 山谷清志 同志社大学政策学部教授 
・ コンサルタント OPMAC株式会社 
評価実施期間：2015年11月～2016年3月 

評価の背景・目的・対象 
 外務省では，1981 年から政策レベルの ODA 評価を開始し，30 年以上にわたり ODA 大綱

などの上位政策に基づいて実施される政策や施策などについての評価を実施してきた。政策

レベルの ODA 評価の目的である，ODA の管理改善及び国民への説明責任（アカウンタビリ

ティ）の強化のために，評価結果を政策の策定・実施へフィードバックする，PDCA サイクルの

確立が重要であるとされている。本評価は，C（評価）を切り口として，日本のODAの政策レベ

ルのPDCAサイクルの改善に貢献するべく提言を行うことを目的として，実施した。 

評価結果のまとめ（総括） 
 政策レベルのPDCAサイクルにおいて，ODA評価は説明責任の観点からはおおむね適正

に実施されていると判断されるが，政策へのフィードバックに資する評価結果・提言を導き出

すという観点では，定量的な分析が不十分であったり，評価分析の根拠が十分示されていな

いといった課題が見られた。また，実施中の政策と次期政策形成に対する複層的なフィード

バックが求められている。政策レベルの ODA 評価においてどのような課題を重点的に分析

し，活用するのか，評価の位置づけ・役割について再定義を行った上で，ODA 評価の実施す

べきタイミングや評価の範囲，分析手法，フィードバック体制について改善の余地がある。 

● ODAにおけるPDCAサイクルの評価 
(1) PDCAサイクルにおけるODA評価制度の適切性 
 政策レベルの ODA 評価は，外部の第三者により実施され，説明責任の観点から適切である

とともに，自己評価では得られない分析や提言が得られることから有益であるが，外交の視点

からの分析は，公表情報に基づく分析となり，限られた範囲での評価にならざるを得ない。評価

の枠組み・デザインは，「ODA 評価ガイドライン」に規定されており，一定の標準化と質の確保

が図られ，わかりやすい評価結果のとりまとめへの取組が行われているが，評価分析・結果に

関する評価チームと外務省の見解が異なる場合の措置についての言及がなされていない。 

(2) PDCAサイクルにおける政策レベルのODA評価の適切性 
 政策レベルのODA評価は，「開発の視点からの評価」（「政策の妥当性」，「結果の有効性」，

「プロセスの適切性」）及び「外交の視点からの評価」の観点で行われているが，評価の内容及

び質についてはばらつきが見られ，改善の余地がある。 



 

 

(3) 政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクルの連携の適切性 
 日本の ODA では，政策レベルの D（実施）と事業レベルの P（事業の計画）において密接に

つながっており，外務省とJICAは緊密に連携しており，特に，現地ODAタスクフォースを通じ

て，効果的な連携を行える体制がとられている。一方で，政策の実施やその効果を得るのに

長時間を要することから，個別事業の PDCA サイクルと政策レベルの C（評価）及び A（改善）

とタイミングをあわせることは難しい。 

(4) 政策レベルのPDCAサイクルにおける評価結果のフィードバックの適切性 
 政策レベルの ODA 評価による提言は，国際協力局関係課などにより対応策がとられ，対応

策とその結果について公表されているが，中長期に対応すべき提言については活用状況が

フォローアップできる体制とはなっていない。 

提言 
(1) 第三者評価としての政策レベルのODA評価の目的の重点化と中期的な評価計画 
 「ODA 政策形成へのフィードバック」を重点とし，評価範囲・視点の絞り込みと質を向上させ，

その結果として説明責任の更なる向上を目指すアプローチへの移行が求められる。評価結果

の活用を国際協力局関係各課で意識づけし，より良いタイミングで評価を実施するため，中期

的な評価計画を策定することは有効である。 

(2) 「目標体系図」の活用強化による評価可能性及び説明責任の更なる向上 
 政策形成段階で「目標体系図」が作成され，評価者がその「目標体系図」に基づいて実績を

検証することで，評価可能性を高めるとともに，計画に対する実績の説明責任の強化を図り，

政策へのフィードバックに資する評価結果・提言の向上につながることが期待される。 

(3) JICA による事業評価との連携と評価結果の効果的な活用による協力プログラムレベル

での検証の充実 
 政策レベルのODA評価の「結果の有効性」の評価可能性及び評価の精度を向上するため，

重点的な評価対象となる分野において，JICA で実施し，蓄積された案件別事後評価の結果を

効果的に活用し，協力プログラムレベルでの検証を充実させることが求められる。 

(4) ODA評価ガイドラインのへの提言 
 ODA評価ガイドラインにおいて，評価範囲・項目の絞り込み，第三者評価の評価者の位置づ

け・資質の明確化，政策形成段階で作成される「目標体系図」に基づく結果の有効性の分析の

強化，定量的な分析の標準化，外交の視点からの評価の向上，情報源の多様化による評価の

質の向上，についてより具体的なポイントを示すことが求められる。 

(5) 政策レベルのODA評価による提言のフィードバック及び活用の強化 
 評価結果の活用の強化のため，利便性の高い執務参考資料として ODA 評価の横断的な分

析結果を留意点などとして取りまとめるとともに，評価結果のフィードバックセミナーによる関

係者との評価結果の共有の促進が求められる。 
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第1章 評価調査業務の実施方針 

1－1 業務実施の基本方針 

1－1－1 本調査の背景と目的 

外務省では，政府開発援助（ODA）の政策レベルの評価を通じ，日本の国際貢献の主要な

柱であるODAの効果的かつ効率的な実施に努めている。 
 
外務省では，1981年から政策レベルのODA評価を開始し，これまでに30年以上にわたり

ODA 大綱などの上位政策に基づいて実施される政策や施策などについての評価（第三者評

価）を実施しており，評価の実施結果として，これまで様々な提言・教訓が得られている。また，

政策レベルのODA評価の目的であるODAの管理改善及び国民への説明責任（アカウンタビ

リティ）を強化するためにも，評価結果をODA政策の策定・実施双方へフィードバックするサイ

クル，いわゆる PDCA サイクル（Plan（政策決定）→Do（実施）→Check（評価）→Act（改善））

を確立することが重要であることから，評価結果から得られた提言・教訓については，対応策

を検討して，開発協力の政策立案・実施へ反映するよう努めている。 
 

PDCA サイクルについては，2015 年 2 月に閣議決定された新たな開発協力大綱において

は，評価について，政策や事業レベルでの評価を行い，評価結果を政策決定過程や事業実施

に適切にフィードバックする旨言及されており，また，2015年6月の参議院政府開発援助等に

関する特別委員会による「開発協力大綱の下での我が国政府開発援助等のあり方に関する決

議」では，より精緻な PDCA サイクルを実施し，その上で，国民への説明責任を果たす取組を

強化すべきである旨述べられている。 
 
このような状況を踏まえ，今回の評価では，PDCA サイクルのうち，C（評価）を切り口として

現在のODA評価制度の現状，役割，問題点などを分析し，日本の開発協力における政策レベ

ルのPDCAサイクルの改善に貢献するべく評価，提言を行うことを目的としている。 
 
 
1－1－2 評価対象 

外務省ODA評価室が実施する政策レベルのODA評価制度を対象とする。ここでいう「政策」

とは，従前の ODA 大綱及び現行の開発協力大綱に基づいて実施される，国別援助方針，重

点課題別政策，分野別開発政策，スキーム別の重点方針・戦略など，ODA に関する各種政

策・施策を指す。本評価においては，2010 年度から 2014 年度に実施された ODA 評価案件

42件を対象に分析を行った。外務省が実施するODA関連の評価としては，大臣官房考査・政
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策評価官室が実施する政策評価1があるが，ODA評価室のODA評価ガイドラインにおいても

明確に区別がされていることから，これを扱わない。 
 
 

1－1－3 実施方法 

(1) 調査方法 

外務省の政策レベルの ODA 評価制度に関し，特に，各評価から導出された教訓・提言とそ

のフォローアップの状況を中心にフィードバックメカニズムの現状分析を行い，PDCA サイク

ルを円滑に機能させるにあたっての問題の所在を分析し，ODA の管理改善と国民への説明

責任の強化に役立つユーザーフレンドリーな評価とするための提言を導くことを目的として，

具体的には，以下の方法で実施した。 
 
(ア) 国内調査 
効率的に本評価調査を実施し，かつ，実効性の高い提言を提示するため，評価デザインの

段階で，想定される課題（仮説）と提言（改善案）を設定し，国内調査により検証を行うアプロー

チとした。 
 
 外務省の現行の政策レベルのODA評価制度，ODAに関連する各種政策文書，各種

政策を対象として実施された外務省のODA評価報告書を中心としたその他関連文書

の分析を中心とした机上調査 

 外務省ODA評価室，国際協力局関係課（政策課，開発協力総括課，国別開発協力第

1～3課，など），国際協力機構（JICA）（評価部）の関係者へのインタビュー調査 
 
(イ) 検討会 
多角的，多面的な現状分析と包括的な改善案の検討を行うため，評価主任，アドバイザー

及びコンサルタントによる評価チームと外務省 ODA 評価室，外部有識者，その他関係者によ

る検討会を開催し，評価調査の内容，結果等について議論及び意見交換を行った。 
 
 

                                            
1 政策評価法に基づく評価の対象は，政策，施策，事業であり，外務省では，経済協力全般を含む外交政策を対象
として政策評価を実施している。経済協力に関して，経済協力の政策全般のモニタリング・事後評価，事前評価（プ
ロジェクト関連の交換公文（E/N）供与限度額 10 億円以上の無償案件及び交換公文（E/N）供与限度が 150 億円以
上の円借款案件），事後評価（政府開発援助にかかる 5 年未着手・10年未了案件）を実施し，「行政機関の長は，少
なくとも毎年一回，当該行政機関における政策評価の結果の政策への反映状況について，総務大臣に通知すると
ともに，公表しなければならない」（同法第11条）に基づき，結果を公表している（自己評価）。 
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1－1－4 分析方法・視点 

本評価調査業務を進めるにあたっては，建設的に議論を進めるため，関係者間でPDCAサ

イクル及び政策レベルの ODA 評価に関する概念・用語について共通の理解を持つことが不

可欠であった。そのため，基本的には，外務省大臣官房 ODA 評価室が作成する「ODA 評価

ガイドライン第9版」（2015年5月）（以下，ODA評価ガイドライン）に示される概念及び定義に

基づいて，分析・議論を進めた。同ガイドラインは，経済協力開発機構開発援助委員会

（OECD-DAC）の「開発援助の評価原則」等の文書を参考としていることから，ODA 評価にお

いて国際的標準として使用されているOECD-DACの定義も参照した。 
 

ODA評価ガイドラインで示されるODA評価の目的は，①ODAの管理改善（ODA政策への

フィードバック），②国民への説明責任の確保，であることを踏まえ，以下の 4つの主な分析の

視点・方法に基づいて，本評価調査業務を進めた。 
 
 ODA評価制度に関するPDCAサイクル上のフィードバックメカニズムの現状 

 政策レベルのPDCAサイクルを円滑に機能させるにあたっての問題の所在 

 政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクルとの比較，相違点の 
把握 

 他ドナー（二国間援助機関，国際機関を含む）の政策レベルのODA評価の位置づけと

フィードバックメカニズムとの比較 
 
(1) ODA評価制度に関するフィードバックメカニズム（C から A，そして Pへのつながり）の

現状分析 

以下の分析の視点を踏まえて，過去各評価から導出された教訓・提言とフォローアップ状況

の現状分析を行い，PDCA サイクルにおける ODA 評価のフィードバックメカニズムの課題の

把握を行った。 
 
 現行の外務省の ODA 評価制度・体制及び政策レベルの PDCA サイクルにおける課

題の把握（政策レベルのODA評価の対象とすべき政策の定義の確認を含む） 

 各評価報告書の提言・教訓の質（ODA の管理改善及び説明責任の確保に資する具体

的で有用性の高い提言・教訓であるか）の検証 

 ODA 評価の結果として提示された提言・教訓の活用・フォローアップ及び活用結果の

検証 

 提言のフィードバックメカニズム（フィードバック先，フィードバックすべき情報・内容， 
タイミング，フィードバック方法，フォローアップ）における課題の把握 



 

4 

図 1：想定されるODA評価のフィードバックメカニズム上の課題（仮説） 

 
 
なお，本評価においては，評価対象となるのは国別援助方針や分野別・重点課題別政策／

イニシアティブなどを対象とする政策レベルのODA評価である。外務省のODA評価では，国

別援助方針及び分野別・重点課題別政策／イニシアティブの評価を「政策レベル」，セクター

（特定国の特定セクターを対象）及び ODA スキームの評価を「プログラムレベル」としている。

しかしながら，政策評価の理論2では，政策目標の達成に向けて政策を具体化するものが，プ

ログラムと位置づけられる。ODAに関する最上位の政策である「開発協力大綱」が政策であり，

これを具体化するのが国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イニシアティブであるところ，

政策評価の理論3に基づけば，国別援助方針や分野別・重点課題政策／イニシアティブは，

「政策プログラム」とみなされる。したがって，本評価においては，外務省が ODA の評価の対

象とする施策を「政策プログラム」とし，「政策レベル」及び「プログラムレベル」と区別せず，全

体を「政策レベルの評価」の対象として扱うものとする。 
一方で，ODA において日本も含めたドナーが一般に使用している「プログラム」は，「特定

の目的の達成に向かって実施される複数のプロジェクトのパッケージ」として認識されている。

これは，事業展開計画に示される，国別援助方針などの具体的な目標ごとの複数事業（プロ

ジェクト）を協力プログラムとして提示されているものと同義とみなすことができる。政策評価

の理論において，政策評価の根幹をなすのは「プログラム評価」である4とされているが，現行

の政策レベルの ODA 評価において，事業展開計画とそれに含まれる ODA 事業のパッケー

ジを「協力プログラム」とした場合に，どのように位置づけられ評価が行われているか，検証を

行う。また，協力プログラムの実施状況とその結果の分析により，政策実施の結果として目標

                                            
2 「補論：日本の ODA における政策レベル評価」。詳細は，山谷清志，（2012）「政策評価」（第 7 章 政策評価にお
けるプログラム概念）を参照ありたい。 
3 山谷，2012。 
4 「補論：日本のODAにおける政策レベル評価」。山谷，2012。 
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達成度を検証が可能か，評価可能性についても検討する。 
 

(2) 政策レベルのPDCAサイクルを円滑に機能させるにあたっての問題の所在の分析 

政策レベルにおける PDCA サイクルを機能させるにあたっての現行の体制のレビューを行

い，ODA評価及びフィードバック上の問題点並びに課題の把握を行った。 
 
 PDCAサイクル確立に向けての実施体制上の課題の把握 
 政策レベルにおけるPDCAの定義と実施体制 
 政策のD（実施）のモニタリング体制の課題 
 フィードバック上の課題 

 現行の政策レベルの評価の適切性・有効性の検証 

 評価結果として導き出されている提言・教訓の質（有用性，実施可能性）の検証。提言・

教訓が活用されていない場合，その理由・要因。 

 政策レベルのODA評価で求められる「外交の視点からの評価」における課題の把握 
 
(3) 政策レベルの PDCA サイクルと事業レベルの PDCA サイクルとの比較分析による評

価・フィードバック体制の課題の把握 

ODA評価のフィードバックメカニズムを機能させるため，政策レベルのPDCAサイクルと事

業レベルのPDCAサイクルを比較・検証し，効果的な連携を図るための課題を把握した。 
 

 政策レベル及び事業レベルのPDCAサイクルの連関性の検証 

 特に，政策レベルの D（実施）と事業レベルの P（計画），事業レベルの A（フィードバッ

ク）と政策レベルのPとの連関についての分析 

 PDCAサイクルの改善に資するODA評価体制及びフィードバック上の課題の把握（評

価のタイミング，評価内容の共通化，評価結果の相互活用など，JICA の事業評価と外

務省の政策レベルの評価との連携上の課題，提言・教訓のフィードバック上の課題） 
 

(4) 他ドナー（二国間援助機関，多国間援助機関を含む）のフィードバックメカニズムとの比

較 

PDCA サイクルにおけるフィードバックメカニズムの改善に参考となるポイントを整理し，提

言を策定する際の参考とするため，他ドナーの評価体制及びフィードバックメカニズムについ

て，比較分析を行った。ODA の評価体制は，それぞれのドナーの組織としてのミッション，二

国援助機関の場合，国の政策におけるODAの位置づけの影響を受けることから，各ドナーの

背景情報にも留意した。 
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 評価体制 

 評価目的・位置づけ，評価の種類，評価のタイミング 

 評価の実施状況 

 評価結果のフィードバックメカニズムとフィードバックの現状 
 
なお，本評価調査業務においては，評価政策・方針，評価結果をウェブサイト上で広く公表し

ている，ドナーを対象とした。特に，評価結果のフィードバックについては，ウェブサイトなどで

確認できる既存情報は限定的であることから，ODA 評価室のネットワークを活用し，可能な範

囲で，メールなどを活用したアンケート調査や，米国ワシントンDCにてコンタクト可能なドナー

に対するインタビュー調査を実施した。 
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1－1－5 本評価の枠組み 

評価対象：外務省ODA評価室が実施する政策レベルのODA評価 
評価対象時期：現行のODA評価体制（総合評価落札方式）となった 2010年度（平成22年度）以降 

評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 
開発の視点からの評価 
ODA 評価制度

の現状分析 
ODA評価制度の 
適切性 

・外務省の ODA 評価体制の現状と適切性（有益な提

言・教訓を導き出す体制となっているか？） 
・外務省の ODA 評価ガイドラインの適切性（有益な提

言・教訓を導き出す評価の視点などを明示している

か？） 
・JICA の ODA 評価体制の現状と適切性（外務省の

ODA評価体制との一貫性・連関はあるか？） 
・JICA の事業評価ガイドラインの適切性（外務省の

ODA評価ガイドラインとの一貫性・連関はあるか？） 

・2010 年度以降に適用されている外務省の ODA 評価

ガイドライン 
・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価報

告書 
・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・JICA事業評価ガイドライン（第2版） 
・2010年度以降に公表されたJICA評価年次報告書 
・他ドナーによるODA評価制度・体制・評価方針 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・JICAウェブサイト 
・JICA評価部 
・主なドナーのウェブサ

イト 
 

評価結果としての

提言・教訓の適切

性 

・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価

による提言・教訓の論理性（評価分析に基づく提言・

教訓か？） 
・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価

による提言・教訓の有用性・具体性（アクションを取る

べき主体，どのように何を実施すべきか，明確か？） 

・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価報

告書 
・平成26年度外務省ODA評価「過去のODA評価案件

のレビュー」 
・提言・教訓のユーザーの意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・外務省国際協力局担

当各課 
・JICA評価部 

問題の所在の

分析 
PDCAにおける 
ODA政策評価の 
位置づけ 

・政策レベルのPDCAサイクルにおいてODA政策評

価は，C（チェック）としての機能を果たしているか？ 
・政策目標の具体的な指標による分析は行われてい

るか？行うことは可能か？ 
・外交の視点による評価のアプローチは適切か？ 

・2010 年度以降に適用されている外務省の ODA 評価

ガイドライン 
・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価報

告書 
・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・2010 年度以降の外務省の各ODA 評価報告書の提言

が反映されたODA関連政策文書 
・2010年度以降の JICA評価年次報告書 
・ODA政策立案及び実施担当者の意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・外務省国際協力局各

課 
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評価項目 評価内容・指標 情報源 情報収集先 
問題の所在の

分析 
外務省によるODA
政策評価とJICA事

業評価との関連性

と連携 

・外務省によるODA政策評価とJICA事業評価の連携

（例えば，同一対象に対する評価の実施）はある

か？ 
・外務省による ODA 政策評価の評価結果は JICA 事

業評価に反映されているか？ 
・JICA 事業評価の結果は外務省による ODA 政策評

価に反映されているか？ 

・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価報

告書 
・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・2010年度以降の JICA評価年次報告書 
・外務省及び JICAの評価担当者の意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・JICA及び評価部 

政策レベルの

PDCAサイクルと

事業レベルの

PDCAサイクルの

関連性と連携 

・政策レベルのPDCAサイクルのD（実施）及びC（評
価），A（フィードバック）は，事業レベルのPDCAサイ

クルのP（計画）にどのように連携しているか？ 
・事業レベルの PDCA サイクルの C（評価）及び A
（フィードバック）は，政策レベルのPDCAサイクルの

P及びDとの連携はあるか？ 

・2010 年度以降に実施された外務省の各 ODA 評価報

告書 
・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・2010年度以降の JICA評価年次報告書 
・外務省ODA政策立案・実施及び評価担当者の意見 
・JICA各種事業方針作成及び評価担当者の意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・外務省国際協力局各

課 
・JICA評価部 

提言を導き出す

ための検討 
外務省による現行

のODA政策評価

のフィードバック体

制 

・現行の ODA 政策評価の提言・教訓は関係者に適切

にフィードバックされているか？（フィードバック先，

フィードバック方法，フィードバックの内容，など） 

・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・2010年度以降の JICA評価年次報告書 
・外務省ODA政策立案・実施及び評価担当者の意見 
・JICA各種事業方針作成及び評価担当者の意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・外務省国際協力局各

課 
・JICA評価部 

外務省による現行

のODA政策評価

の提言・教訓の活

用状況 

・外務省による現行の ODA 政策評価の結果から得ら

れた提言・教訓は活用されているか？（政策レベル

のPDCAサイクルは機能しているのか？） 
・活用の結果，日本の ODA の改善につながっている

か？ 

・2010 年度以降に公表された外務省の ODA 評価年次

報告書 
・2010年度以降の JICA評価年次報告書 
・外務省ODA政策立案・実施及び評価担当者の意見 
・JICA各種事業方針作成及び評価担当者の意見 

・外務省ウェブサイト 
・外務省ODA評価室 
・外務省国際協力局各

課 
・JICA評価部 
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1－1－6 本評価調査の実施体制 

本評価調査業務は，以下の評価チームにより実施した。 
 

担当 氏名 所属・役職 
評価主任 佐藤 寛 日本貿易振興機構 アジア経済研究所 研究企画部  

上席主任調査研究員 
アドバイザー 大迫 正弘 NPO法人 PCM Tokyo 理事 
コンサルタント 
（ODA評価/PDCAサイクル） 

中村 桐美 OPMAC株式会社 事業部 上席コンサルタント 

コンサルタント（ODA政策評価） 種田 博 OPMAC株式会社 代表取締役 
コンサルタント（ODA評価手法） 持田 智男 OPMAC株式会社 常務取締役 
コンサルタント（ODA評価体制） 三島 光恵 OPMAC株式会社 事業部 上席コンサルタント 
コンサルタント（他ドナー評価制度） 飯田 利久 OPMAC株式会社 事業部 上席コンサルタント 
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第2章 日本の政策レベルの ODA評価制度と 
PDCAサイクル 

2－1 開発協力政策の枠組み 

1992 年に閣議決定され，2003 年に改定された ODA 大綱は日本の ODA 政策の根幹を規

定する文書として，重要な役割を果たしてきた。改定後10年以上が経過し，日本がODAを開

始して 60 周年を迎える中，日本及び国際社会は大きく変化し，また，ODA に求められる役割

も変化する中で，ODA 大綱の見直しが行われ，2015 年に開発協力大綱が閣議決定された。

日本の開発協力政策は，ODA 大綱及び新たに定められた開発協力大綱を頂点とし，国別援

助方針，分野別開発政策，年度ごとに策定される開発協力重点方針，国別援助方針の下に作

成される事業展開計画（重点分野，開発課題，協力プログラム）が一貫した開発協力政策とし

て実施されている。具体的な開発協力政策の枠組みは，下図のとおりである。 
 

図 2：日本の開発協力政策の枠組み 

 
出所：外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/seisaku/wakugumi.html（2016 年3 月現

在）に基づき，評価チームが独自に作成 
 
 

ODA大綱／開発協力大綱

日本政府の開発援助の

理念・原則

国別援助方針

被援助国ごとの日本の援助重

点分野・方向性（5年をめど）

分野別開発政策

個別分野・課題における日本の

援助の基本方針・具体的取組

事業展開計画

被援助国の援助重点分野、開発課題、協力プログラムで分類した

ODA案件の一覧

開発協力重点方針

年度毎の外交政策や新たに発生した開発課題等に迅速に

対応するための重点事項

大方針

中期の方針

個別課題

案件
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2－2 日本におけるODA評価 

1970 年ごろに，OECD-DAC において開発援助の評価の必要性が議論され始めた。日本

の ODA 評価は，1975 年に当時の海外経済協力基金（OECF）5が，個別事業（有償資金協力

事業）の事後評価を実施したことに始まる。1981年には，外務省及びJICAがそれぞれ開発援

助についての事後評価を開始し，旧 ODA 大綱では，「今後の協力にも資するよう第三者によ

る評価及び他の国との合同評価を含めた評価活動を充実する」，「政府開発援助の総合評価

等を推進する」という，評価活動の充実と推進が明記された。 
 
また，2000 年には国連において「ミレニアム開発目標（MDG）」が採択され，国際社会によ

る開発課題への取組が示される一方，援助の効果をさらに高めるため，事業評価（個別プロ

ジェクトの評価）に加え，分野（セクター）や国全体を対象とした包括的な援助アプローチが重

視されるようになり，ODA評価においても，セクター別，国別，課題別援助を対象とした評価が

求められるようになった。国内においても，行政全般を対象とする評価の重要性が認識される

ようになり，2002 年に「行政機関が行う政策の評価に関する法律」で，各省庁が所管する政策

について自己評価を行うことが義務付けられた。 
 
こうした中，2003 年 8 月の旧 ODA 大綱の改定で，「評価の充実」が明記され，事前から中

間，事後と一貫した評価，政策，プログラム，事業（プロジェクト）を対象とした評価の実施，

ODA の成果を測定分析し，客観的に判断するための専門知識を有する第三者による評価の

充実，政策評価法に基づく行政機関による評価が挙げられ，現在の外務省による政策レベル

の ODA 評価の実施に至っている。具体的には，外務省が実施する政策レベルの ODA 評価

（第三者評価）は外務省組織令に基づき実施され，国別評価，重点課題別評価，スキーム別評

価，セクター別評価及びその他の評価として類別される。事業レベルのODA 評価については，

JICAにより実施されている。現行の日本のODA評価体制・枠組みは以下のとおり。 
 

表 1：日本のODA評価の体制及び枠組み 

評価の種類 評価の対象 評価の実施者 評価のタイミング 
政策レベルの 
ODA評価 
 

国別評価 国別援助方針 外務省 中間・事後 
重点課題別評価 分野別開発政策 外務省 中間・事後 
スキーム別評価 ODAスキーム 外務省 事後 
セクター別評価 ある国の特定セクター 外務省 事後 

事業レベルの 
ODA評価 

テーマ別評価 セクター・課題， 
協力プログラム 

JICA 事後 

事業評価 各プロジェクト JICA 事前，事後 
出所：評価チーム作成 

                                            
5 1999年にOECF 及び日本輸出入銀行が国際協力銀行（JBIC）に統合され，2008年に JBICの海外経済協力部
門が JICAに統合された。 
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2－3 ODA 政策の PDCA サイクル及び外務省による ODA 評価の結果のフィードバック

の現状 

2003 年 8 月の旧ODA 大綱の改訂では，評価の充実とともに，評価結果をその後の ODA
政策の立案及び効率的・効果的な実施に反映させること，すなわちフィードバックが明記され

た。さらに，2005 年に閣議決定された「骨太の方針 2005」では，「ODA プロジェクトの成果に

ついて，費用対効果を含め第三者による客観的評価を行い，その結果を公表するとともに，

ODA 政策の企画・立案に反映させるサイクル（PDCA6サイクル）」を確立することが盛り込ま

れ，PDCA サイクルの確立により，ODA 評価体制の充実と政策への反映が図られた。これに

より，PDCAサイクルにおける評価の位置づけを明確化し，評価結果をODA政策の策定及び

実施にフィードバックする体制を強化し，評価結果から導き出される教訓及び提言を ODA 政

策の策定及び実施において活用するようになった。 
 

図 3：ODA政策のPDCAサイクルにおけるODA評価の位置づけとフォローアップの流れ 

 
出所：外務省ホームページ http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/kaikaku/hyoka/pdca.html（2016 年 2 月現在）

を基に評価チーム作成 

                                            
6 PDCAとともにPDS（Plan-Do-See）も使用される。PDSでは，PDCAのA（反映・改善）のプロセスが，P（政策決
定）に包含されていると捉えることも可能である。 

 
Act 
改善 
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2－3－1 政策レベルのPDCAサイクル 

(1) P：政策の立案・改訂 

ODA 政策の P（計画）は，最上位の政策として「ODA 大綱／開発協力大綱」の策定・改訂が

あり，各国への支援方針を定める「国別援助方針」及び分野別・重点課題別の開発協力政策と

しての分野別・重点課題別政策／イニシアティブの策定・改訂がこれにあたる。ODA政策の策

定・改訂には外務省省内協議，ODA 実施機関である JICA との協議・調整，関連する各省協

議・調整，パブリック・コメントの聴取・反映などのプロセスがある。このプロセスには，最低で

も 1年以上を要することから，各政策の期限が終了する 2年前ぐらいから，策定準備が開始さ

れる。 
 

 ODA大綱／開発協力大綱：10年を目途に改訂。国際協力局が主管する。パブリックコ

メントなどのプロセスを経て，確定される。 

 国別援助方針：2011 年から原則として全ての援助対象国について策定され，5 年を目

途に改訂される。国際協力局が主管する。被援助国の政治・経済・社会情勢を踏まえ，

当該国の開発計画，開発上の課題などを勘案して作成される。援助対象国との政策対

話などを経て，在外公館及び JICA事務所を中心とする現地ODAタスクフォースが第

一案を作成し，国際協力局において決裁が行われる。外務省内関係各課及び JICA と

の協議を行い，その後，関係省庁のコメント及びパブリックコメントの聴取を行う。 

 分野別・重点課題別政策／イニシアティブ：それぞれの政策／イニシアティブにより 5
～10 年ごとに策定・改訂されることが多い。国際協力局が主管している。なお，政策に

よっては内閣総理大臣を本部長とする総理官邸内の分野別戦略推進本部などの主導

で策定されるものもあり，他の関係省庁とともに，外務省の主管課は政府全体としての

政策・戦略の一部を担うことになる。 
 

(2) D：政策の実施 

ODA 政策の実施（D）をどのように定義づけするかについては，外務省関係者間で明確な

共通認識は必ずしも確立されていない。一般に企業の生産管理及びプロジェクトマネジメント

での定義では，「人員やリソースの調整を行い，適切な人材，リソースの割り当て，業務の期

限の設定，手順により計画を実行するプロセス」とされていることから，本評価調査において

は，「各種政策に基づき各年度の具体的な ODA 案件の実施に関わる予算配分・執行を行うこ

と」，すなわち，「各種ODA政策からJICAによる具体的なODA案件の実施をつなぐプロセス」

を「政策の実施（D）」として，整理した。政策の実施期間は，政策の類別や内容によって異なる

が，おおむね 5～10 年という長期にわたる。また，ODA においては，政策の実現手段である

ODA 事業の実施に係る時間も長期に渡り，有償資金協力による大型のインフラ整備事業など

では，建設開始から完了まで 5年以上かかり，政策の実施は長期間を要する。 
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(ア) 国別援助方針 
国別援助方針に基づき，開発課題，協力プログラムなどを設定した事業展開計画を策定し，

毎年改訂している。これを踏まえて，援助対象国における案件形成に関する要望調査を実施

している。事業展開計画は，現地ODAタスクフォースが改定案を作成し，国際協力局における

決裁後，外務省内関係各課及び JICA との協議を行い，その後関係省庁からコメントの聴取を

行う。また，事業展開計画を通じて，当該国に対する支援の予見性を高め，今後の支援に関す

る検討に活用している。なお，個別の ODA 事業については，国際協力局長の下，「開発協力

適正会議」7（2 か月に 1 回開催）において，有償資金協力及び無償資金協力事業を対象として，

各案件の協力準備調査について事業の妥当性の確認が行われている。 
 
(イ) 重点課題別・分野別開発協力政策 
年度毎に，外交政策の進展や新たに発生した開発課題などに迅速に対応するために重点

事項を明確にするものとして，ODA予算確定後の 4月時点で開発協力重点方針が作成され，

二国間ODAの案件の計画・検討に反映される。予算要求・執行及び具体的なODA案件の計

画は，国際協力局が所管する。 
 
(ウ) ODAスキーム 

ODA 実施上の課題を踏まえて，有償資金協力，無償資金協力，技術協力などに関わる

ODA スキームの実施状況や課題についての検証が行われ，制度設計の変更などの改善が

適宜図られる。主管は，国際協力局である。 
 

(3) C：政策の評価 

外務省大臣官房 ODA 評価室が主管する，政策レベルの ODA 評価は，ODA の管理改善

（ODA政策へのフィードバック）及び国民への説明責任の確保を目的とし，ODA政策について，

「開発の視点からの評価」（政策の妥当性，結果の有効性，プロセスの適切性）及び「外交の視

点による評価」の観点から分析を行い，評価結果に基づく提言をとりまとめている。政策レベ

ルの ODA 評価の実施のタイミングとしては，評価結果を国別援助方針や分野別・重点課題別

政策／イニシアティブにタイムリーに反映する場合には，上述のとおり，政策の策定プロセス

に係る時間を勘案し，当該ODA政策が終了する 2年前前後に実施するよう配慮している。 
政策レベルのODA評価は，大きく以下の 4つに類別される。 

 
 国別評価：評価対象となる国に対する国別援助方針とそれに基づく ODA の実施状況

を，「開発の視点からの評価」（政策の妥当性，結果の有効性，プロセスの適切性）及

び「外交の視点からの評価」（外交上の重要性，外交的波及効果など）の評価項目に基

づいてを検証する。 

                                            
7 関係分野の知見を有する独立した委員と意見交換を行うことを通じて，事業の妥当性を確認するとともに，ODA
の質と透明性の向上を図ることを目的として開催される。 
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 重点課題別評価：分野別・重点課題別の開発協力に関する政策／イニシアティブとそ

れに対する ODA の実施状況を，「開発の視点からの評価」（政策の妥当性，結果の有

効性，プロセスの適切性）及び「外交の視点からの評価」（外交上の重要性，外交的波

及効果など）の評価項目に基づいて検証する。検証にあたっては，ケーススタディ国を

対象とする分析も行われる。 

 セクター別評価：特定国の特定分野における日本のODA方針及びそれに基づくODA
の実施状況を，「開発の視点からの評価」（政策の妥当性，結果の有効性，プロセスの

適切性）及び「外交の視点からの評価」（外交上の重要性，外交的波及効果など）の評

価項目に基づいて検証する。 

 スキーム別評価：行政レビューなどを通じて把握された ODA スキーム上の課題につ

いて管理改善を図るため，当該スキームの制度，実施状況などについて分析・検証を

行う。 
 
なお，政策レベルの ODA 評価のタイミングは，評価結果を効果的に政策に反映させること

を重視すると，政策の対象期間が終了する前の段階で，かつ政策形成のプロセスが開始され

る前に評価が完了している必要があり，その場合，政策の結果を全て検証することはできない。

例えば，国別援助方針や重点課題・分野別政策の改訂のタイミングに合わせる場合，国別援

助方針や重点課題・分野別政策の実施中に評価を行うことになり，結果の有効性やプロセス

の適切性については，政策の実施途中段階での検証となる。すなわち，説明責任の確保とい

う観点から見ると，政策形成へのフィードバックを重視したタイミングでの評価は，評価対象と

なる政策が完了していない段階で行われることになる。特に，評価項目の一つである，「結果

の有効性」では，「協力プログラム」の実施自体が完了していないことに加えて，通常，ODAの

効果の発現は事業完了後，数年の経過を要することから，「政策の結果の一部の有効性を検

証する」ことにとどまらざるを得ない。したがって，政策レベルのODA評価を行う際には，評価

のタイミングによる特性及び制約を明記した上で評価結果を示すことが不可欠となっている。 
 

(4) A:評価結果のフィードバック 

外務省ODA評価ガイドライン（P.14）では，「提言」とは，評価から導き出された結果を基に，

主に対象案件の関係機関や関係者に対して行う提案を意味する。一方，「教訓」とは，評価調

査の過程，及び評価結果から抽出された，より広範に適用される留意事項などを意味する。

「教訓」は，他国や他の課題に対するODA政策立案や実施過程においても将来役に立つと思

われる事項を示す。JICA でも同様に，「提言」は，評価対象案件について実施機関や JICA が

提言を受けて具体的アクションをとることを想定している一方で，「教訓」は，評価対象案件で

はなく今後の類似案件へ適用を想定しており，一般的かつ汎用性ある形でまとめることとなっ

ている。いずれも，PDCA の改善（A），すなわち，政策形成及び実施にフィードバックされる対

象として捉えることができる。 
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政策レベルのODA評価の結果は，後述するように，ODA評価報告書として取りまとめられ，

外務省ホームページ上で広く一般に公開される。また，英文（及び案件によっては対象国の公

用語）で概要が作成されており，被援助国関係者や他ドナーなど海外の関係者と共有できる体

制となっている。また，ODA評価報告書は，外務省国際協力局各課及び JICAをはじめとする

関係者に配布されている。 
 
実施された政策レベルの ODA 評価の結果に基づき取りまとめられた提言について，国際

協力局主管課を中心に対応策を検討する。主管課により検討された対応策は，7月のフォロー

アップ会議で確定され，主管課が実施する。提言の内容によっては，ODA 事業の実施機関で

ある JICA にもフィードバックされる。対応策は，ODA 評価終了後の翌年度の ODA 評価年次

報告書に掲載され，さらに，対応策の実施状況は ODA 評価室によってフォローが行われ，

ODA 評価終了後の翌翌年度の ODA 評価年次報告書に掲載される。ODA 評価室によって公

式にフォローされるのはODA評価終了後2年間となる。それ以降も重要な提言については主

管課が中長期的な取組を行う場合もあるが，提言についてのそれ以降のフォローアップ体制

は整備されていない。なお，国別評価については，次に実施される際に前回の国別評価での

提言の実施状況の検証を行うこととしている。 
 
国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イニシアティブの改訂のタイミングと政策レベル

の ODA 評価の結果が取りまとめられるタイミングがうまく合えば，評価の結果として示された

提言の内容が作成・改訂される政策に反映される。しかしながら，前述のとおり，政策の作成・

改訂のプロセスには 1 年以上に及ぶことが多いため，政策へのフィードバックをタイムリーに

行うのであれば，政策形成のプロセスを踏まえて評価のタイミングを選ぶことが求められる。

具体的には，現行で行われているODA評価案件の選定にあたり，政策の改訂のタイミングが

反映されるよう，国際協力局各課より向こう数年分（例えば 5年分）の要望（今後5年以内に改

訂が行われる政策など）をODA評価室でとりまとめ，リスト化した上で，中期的なODA評価計

画を策定しておくなどの対応が考えられる。既に ODA 評価室ではそうしたリスト作りに向けた

取組を開始している。 
 
一方，前述のとおり，政策レベルの ODA 評価は，ODA の管理改善あるいは説明責任の確

保といった評価の目的で実施されているが，これらの評価目的のうち，どちらを優先するかに

よって評価を実施すべきタイミングや，求められる提言の内容，提言をフィードバックする先も

異なってくる。 
 

その他の評価結果の活用・フィードバックとしては，ODA 政策の実施過程において，国別援

助方針の事業展開計画などへの反映や，開発協力適正会議における報告，個別のODA事業

の検討を行う際の参照が行われている。 
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2－3－2 事業レベルのPDCAサイクル 

(1) P：ODA事業の案件形成・計画 

各スキームを担当する JICA事業部により，国別援助方針に掲げられる重点分野に沿って，

先方政府の要請，ODA 事業の採択に基づき，具体的な ODA 事業の計画，案件形成・準備が

行われる。当該国や分野，事業の特性，過去の支援実績，スキームにより，案件形成に関わ

る調査内容や期間，案件準備・計画のプロセスには違いがあるが，案件形成・準備にはおお

むね 1年以上を要する。案件形成・準備は，一般的には以下のプロセスで進められる。 
 

 要望調査 

 協力準備調査（フィージビリティ調査を含む） 

 概略設計調査／詳細計画策定調査 

 事前評価／審査 
 

JICA による案件形成・計画のプロセスは，政策レベルの PDCA サイクルの P（政策決定）

及びD（実施）と連動しており，外務省国際協力局国別開発協力各課や現地ODAタスクフォー

スと情報共有や連携しながら，進められている。なお，情報共有やコミュニケーションの頻度

は，対象国の状況や外務省及び JICA の関係部署，在外公館及び JICA 事務所の体制などに

より相違がある。 
 

(2) D：ODA事業の実施 

ODA事業の採択後，外務省及びJICAにより，事業が実施される。ODA事業の実施主体は，

スキームにより異なり，資金協力の場合は被援助国実施機関，技術協力プロジェクトの場合は

日本人専門家及び被援助国のカウンターパート機関の合同で行われ，草の根技術協力など

の場合は日本のNGO，大学，地方自治体及び公益法人などとなる場合もある。事業の内容に

より，事業開始から完了までに要する期間は異なるが，最短でも 1 年以上，大規模インフラ整

備事業などでは完了までに 7年以上の長期にわたる場合も見られる。 
 
事業の実施中には，各スキームにより体制は異なるものの，モニタリングが行われ，事業

の進捗状況などにつき，JICA 主管部及び在外事務所への報告が行われ，必要に応じて事業

実施の改善が図られる。 
 
国際約束後の ODA 事業の実施に関する横断的な事項は，外務省国際協力局事業管理室

が所管している。 
 
事業実施中の情報については，JICA と外務省国際協力局国別開発協力各課でも共有され，
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案件形成の際の留意事項としてフィードバックされている。 
 

(3) C：ODA事業の評価 

JICAにより，ODA事業についての案件別事業評価及びテーマ別評価が実施される。 
 
事業実施中に行われるモニタリング及び事業実施後の事後評価により，各案件の進捗状況，

目標達成状況とその要因などについての検証が行われる。また，事後評価では，事業完了後

3 年を目途に，案件の妥当性，有効性，効率性，インパクト，持続性の評価が行われるが，特

に事業実施の効果とその持続性を中心に検証される。事業評価の結果，当該案件の改善に向

けた提言が作成されるとともに，類似案件に反映すべく教訓（グッドプラクティス及び失敗例）

が抽出される。なお，案件の特性により，事業効果の発現には時間を要する場合もあり，事後

評価の実施のタイミングへの配慮が行われている。事業による波及効果などの間接的なイン

パクトの発現は，中長期的に検証することが必要となるが，現行の案件別事後評価の体制で

は，事後評価時点で確認できるインパクトのみの検証にとどまっている。 
 
また，分野・課題別，国・地域，マネジメント上の教訓を抽出するため，テーマ別評価も実施

されており，複数の案件を対象とした，横断的な視点からの評価が行われている。 
 

(4) A：評価結果のフィードバック 

案件別事後評価の結果は評価報告書として取りまとめられ，JICA ホームページ上で公開さ

れている。和文に加えて，英文，場合によっては現地語でも作成され，国内外の関係者と評価

結果が共有されている。 
 
前述のとおり，被援助国側に対する当該案件の改善に向けて，評価結果として提言がフィー

ドバックされる。提言のフィードバックは，現地調査時に評価者から関係機関に対して直接行

われ，提言内容について協議されることが一般的である。 
 
JICA に対しては，ODA 案件の質の向上に向けて，類似案件への適用や JICA の事業マネ

ジメントの改善を求める教訓が抽出される。JICA では，教訓の活用・フィードバックの改善の

ため，2014 年度に評価部がテーマ別評価として，「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教

訓活用マネジメントの強化策の検討」を実施し，教訓活用・フィードバック体制の強化が図られ

ている。具体的には，それまで評価報告書の回覧のみであったところ，2014 年以降，案件別

事後評価結果について，「事業評価結果の説明会」という形で，評価部が JICA の関係部署に

対するフィードバックを開始した。また，教訓の活用を促進することを目的とし，抽出された教

訓に基づき，「プロジェクト教訓シート」を作成し，一元的に管理し活用を図っている。加えて，

過去の評価結果から導かれた教訓を分野別にレビューし，ナレッジ化を図り，教訓の適用可能

性を高めている。 
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外務省 ODA 評価室では，JICA による事業評価の結果を国別援助方針や事業展開計画な

どに反映するために，毎年 JICA 事業評価結果を外務省国際協力局にフィードバックする機会

を設けている。また，政策の実施（D）へのフィードバックや政策レベルのODA評価（国別評価

など）における結果の有効性の検証のベースとして事業評価の結果が参照されるなど，JICA
による事業評価結果は間接的にも活用されている。 
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第3章 ODAにおける PDCAサイクルの評価 

3－1 PDCAサイクルにおけるODA評価制度の適切性 

3－1－1 外務省のODA評価体制（政策レベル）の適切性 

(1) ODA評価（政策レベル）の実施体制 

外務省の ODA 評価体制は，政策レベルの ODA 評価の透明性，公平性，独立性確保の観

点から，評価部門の組織的位置づけと評価業務の実施方法において強化がなされている。 
 
外務省のODA評価部門は，2010年6月の「ODAのあり方に関する検討」の結果を反映し，

2011 年度から ODA 評価部門が国際協力局から分離され，大臣官房 ODA 評価室として，

ODA 評価の独立性の強化が図られた。また，ODA 評価室長は，公募により外部の評価専門

家が登用されている。 
 
2010 年度から試行的に，2011 年度からは全 ODA 評価案件について，一般競争入札を導

入し，援助の供与側と受益側の双方から独立した第三者を評価チーム（有識者である評価主

任，アドバイザーとコンサルタントから構成される）として公正に選定して，ODA 評価案件を実

施している。ただし，現行では，一般競争入札（総合評価落札方式）により，評価チームが決定

されており，企画書の内容・質だけでなく，入札価格も加味されることから，企画書が最も優れ

た評価チームが選定されるとは限らない。2010 年度以降に，ODA 評価室による政策レベル

のODA評価案件の実施件数は以下のとおりである。 
 

表 2：外務省ODA評価案件（政策レベル）実施状況 

評価の種類 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 
政策レベルの 
評価 

国別評価 5 3 4 3 3 
重点課題別評価 1 1 2 1 3 

プログラムレベル

の評価 
スキーム別評価 1 3 1 1 2 
セクター別評価 - 1 1 1 - 

その他テーマ 1 - - 2 1 
合計 8 8 8 8 9 

出所：外務省「ODA評価年次報告書」2011年～2015年版 
 
ODA 評価は，外部の第三者により実施されていることから，説明責任の面から適切である

といえる。また，援助政策・方針を含む ODA の管理改善（ODA 政策へのフィードバック）の面

では，ODA政策立案を担当する国際協力局各課の関係者によると，自己評価では得られない

分析や提言が得られるとしており，第三者による評価が有益であることが裏付けられている。

一方，第三者評価では，外交の視点からの評価・分析については，外部の第三者である評価
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チームが入手可能な情報は，公表されている資料・情報となるため，限られた範囲における分

析・評価にならざるを得ない。説明責任の確保を含む，ODA 評価の独立性，透明性及び公平

性を重視した評価体制を前提とする場合，第三者による評価の特性と制約を踏まえて，政策レ

ベルのODA評価の目的，評価範囲の重点をより明確にすることが求められる。 
 

(2) 評価対象の選定，デザイン，マネジメント 

政策レベルのODA評価案件の対象選定は，ODA評価室と国際協力局との協議により行わ

れている。対象の選定の流れは下図に示すとおりである。ODA 評価室は，翌年度の ODA 評

価対象案件について，国際協力局に要望調査を行い，要望があった案件に加えて，ODA評価

室で対象候補のリストアップを行った上で，前年度の2月に国際協力局審議官の出席の下，関

係主管課と選定会議を行い，確定している。国別評価については，国別援助方針作成の有無，

近年の援助実績，過去の評価実施実績，現地調査の実施可能性（治安状況など）を考慮し，候

補国をリストアップし，重点課題別評価については，政策の期限が近付いている案件をリスト

アップしている。また，行政事業レビューの結果などを踏まえ，スキーム別評価の案件も対象

とされている。（例：平成 26 年度「草の根技術協力に関する評価」，「相対的に所得水準の高い

国に対する無償資金協力に関する評価」など）。なお，分野別・重点課題別評価やスキーム別

評価では，ケーススタディ対象国を設定し，現地調査を実施しているが，現地調査の実施可能

性については，在外公館及び JICAに照会を行っている。 
 

図 4：外務省のODA評価対象案件の選定プロセス 

 
出所：関係課へのヒアリング結果より評価チーム作成  

 
以上の選定プロセスにより，過去 5 年間（2010～2014 年度）に実施された評価案件は下表

のとおりである。国別評価，重点課題別評価，スキーム別評価は毎年実施されているが，セク

ター別やその他テーマは，毎年実施されていない。 

 
 

・政策期限 
・行政レビュー結果，など 

 
・国別援助方針の有無 

・援助実績 
・評価実績，など 

関係主管課と 
選定会議 

対象国の現地

調査実施 
可能性の検討 

対象案件決定 
ODA評価対象 

候補案件 
リストアップ 

国別評価 

分野別・重点課題 
スキーム別評価 
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表 3：外務省ODA評価案件リスト（2010～2014年度） 

評価の種類 評価案件名 年度 

政
策
レ
ベ
ル 

国別評価 パキスタン国別評価 
ケニア国別評価 
メコン地域のODA案件に係る日本の取組評価 

2014年度 

コロンビア国別評価 
ラオス国別評価 
スリランカ国別評価" 

2013年度 

ネパール国別評価 
マラウイ国別評価 
パレスチナ自治区に対する支援の評価 
キューバ国別評価 

2012年度 

ペルー国別評価 
タイ国別評価 
中央アジア 3か国に対する市場経済化支援の評価 

2011年度 

エジプト国別評価 
フィリピン国別評価 
ウガンダ国別評価 
マレーシア国別評価 
ボリビア国別評価， 

2010年度 

重点課題別評価 法制度整備支援の評価 
緊急事態における人道支援の評価 
保健関連ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた日本の取組の評価 

2014年度 

防災協力イニシアティブの評価 2013年度 
ジェンダー平等政策・制度支援の評価 
三角協力の評価 2012年度 

「貿易」のための援助」の評価 2011年度 
平和構築のための支援の評価 2010年度 

プ
ロ
グ
ラ
ム
レ
ベ
ル 

スキーム別評価 草の根技術協力に関する評価 
相対的に所得水準の高い国に対する無償資金協力の評価 2014年度 

貧困削減戦略支援無償の評価 2013年度 
国際緊急援助の評価 2012年度 
研修員受入事業の評価 
食糧援助（KR）の評価， 
水産無償資金協力に関する評価 

2011年度 

日本NGO連携無償資金協力の評価 2010年度 
セクター別評価 ベトナム都市交通セクターへの支援の評価 2013年度 

カンボジア保健・医療分野支援の評価 2012年度 
セネガルにおける教育分野協力（職業訓練分野）の評価 2011年度 

その他テーマ 過去のODA評価案件（2003～2013年度）のレビュー 2014年度 
アフリカン・ミレニアム・ビレッジ・イニシアティブへの支援の評価 2013年度 
開発人材育成及び開発教育支援の評価 2013年度 
パリ宣言実施状況：ドナー本部評価―日本のケーススタディ 2010年度 

出所：外務省「ODA評価年次報告書」2011年～2015年版 
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ODA 評価室が主管する，政策レベルの ODA 評価の枠組み・デザインは，「ODA 評価ガイ

ドライン」（現行のガイドラインは 2015 年 5 月に改訂された第 9 版）により規定されており，第

三者による評価チームは，これに沿って評価を実施している。同ガイドラインでは，評価の枠

組み，視点が示されており，政策レベルの ODA 評価の一定の標準化と質の確保が図られて

いる。外務省の評価目的として定められている，(1) ODAの管理改善，(2) 国民への説明責任

を果たすため，フィードバック強化及び評価の「見える化」に向けて，ガイドラインの改訂を通じ，

ODA評価の質の向上とわかりやすい評価結果のとりまとめへの取組が行われてきている。 
 
「ODA評価ガイドライン」は，第1部ガイドラインと第2部ハンドブックの2部構成となってい

る。ガイドラインにおいては，①ODA 評価の目的，②ODA 評価の機能と役割，③評価基準，

④評価の仕組み，⑤評価結果のフィードバック，⑥評価結果の公表，⑦経緯，が示されており，

ハンドブックは，①ODA 評価実施の流れ，②ODA 評価手法，③留意事項，で構成されてい

る。 
 
ハンドブックでは，評価の対象として，目標体系図（政策→施策→事業の階層あるいは，政

策目標のレベルを大目標，中目標，小目標として階層化して示したもの）を作成することが求

められている。現行の体制では，政策形成段階において「目標体系図」が作成されている政策

は少なく，評価者が評価時点において，評価対象となる目標体系図を作成している。そのため，

政策形成段階での「目標体系図」と実績を比較分析し，検証を行う体制とはなっておらず，評価

可能性と説明責任の観点から課題が見られる。また，評価者が評価時点において「目標体系

図」を作成するにあたって，どのような切り口で階層化すべきか，あるいはどのような切り口で

階層化すれば評価可能性を確保できるか，についての具体的な方法や，評価可能性が限定

的な場合の代替手段については示されていない。また，国別評価などの ODA 評価の類別に

より，「開発の視点からの評価」の「政策の妥当性」，「結果の有効性」，「プロセスの適切性」の

評価項目ごとの検証すべき事項が示されているが，具体的にどのようなレベルの情報・データ

を収集・分析し，分析結果に基づき，評価者がどのようなレベルでの提言を導き出すことを求

められているかは具体的には示されていない。評価項目の一つである，「外交の視点からの

評価」についても，第三者による分析は容易でないとして，評価項目の例として，「外交的な重

要性」や「外交的な波及効果」が示されるにとどまっている。ガイドラインにおいてもハンドブッ

クにおいても，第三者による評価分析及び評価結果に関する評価チームと外務省の見解が異

なる場合の措置についての言及がなされていない。 
 
評価チームによる調査・分析作業に加えて，外務省ODA評価室，評価対象に関連する外務

省内の関係各課や，ODA事業の実施機関であるJICAの関係部署からの出席者により，事実

関係の確認や評価結果としての提言などの有用性などについて議論を行う検討会（4 回程度）

が開催されている。こうした，外務省内外の関係者と評価チーム間での評価の視点や内容に

ついて意見交換を通じて，内容の偏りや事実誤認を避け，評価の質の確保が図られている。 
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一方，外務省内で主たる ODA 評価結果としての提言への対応を求められる，外務省国際

協力局各主管課の関係職員へのヒアリングでは，人事異動が 2～3 年で行われるため，政策

レベルの ODA 評価に携わる機会が限られており，ODA 評価の活用を含め，評価への理解

（活用可能な提言・教訓を抽出するプロセスとしての評価の重要性）が十分及んでいないとい

う課題が指摘されている。ODA 評価結果の活用により，例えば制度や手続きの改善が図られ

るなど，その有用性をより高めるためには，ODA実施に伴う説明責任の確保とともに，評価結

果の主なユーザー側で，具体的にどのような内容の評価が必要とされるか，評価ニーズを事

前に絞り込み，ニーズに応える評価を実施することが求められる8。 
 
 

3－1－2 JICAの ODA評価体制（事業レベル）の適切性 

(1) ODA評価（事業レベル）の実施体制 

JICAでは，①PDCAサイクルを通じた事業の更なる改善，②日本国民及び相手国を含むそ

の他ステークホルダー（関係者）への説明責任の確保を目的として，事業評価を実施している。

事業評価はプロジェクト・サイクルの各段階で実施され，案件実施前に行われる事前評価，実

施中に行われるモニタリング9，実施後に行われる事後評価，がある。 
 
プロジェクト実施前の事前評価及び実施中の案件別のモニタリングは，事業部（地域部，課

題部，資金協力業務部，在外事務所）が行っている。各案件の事前評価及び案件実施中のモ

ニタリングは，評価分析のコンサルタントが調達される場合もあるものの，基本的にはJICA職

員及びプロジェクトの実施機関による内部評価として行われる。 
 
案件別事後評価及びテーマ別評価については，評価部が行っている。評価部の所管は，

「協力案件などの評価に関する企画・調整・手法の開発，協力案件などの評価の実施」とされ

ており，評価制度全体及びテーマ別評価を所管する評価企画課と，案件別事後評価を所管す

る事業評価第一課，事業評価第二課（分野別）で構成されている。また，2015 年度から評価専

門の国際協力専門員が配置されている。 
 
案件別事後評価は，原則，JICA が実施した有償資金協力，無償資金協力，技術協力プロ

ジェクトの協力金額2億円以上の案件を対象に，事業完了後3年後までに，実施される。案件

の協力金額及び特性により，評価体制は異なり，協力金額が10億円以上を超えている全案件

及び有効な教訓が得られる可能性が高いと評価部が判断する案件については，外部の第三

                                            
8 評価結果の具体的活用方法について，事前に決まっていない場合や決められない場合，あるいは評価のプロセ
スを通じて課題と改善策が提示されるケースも多いと考えられるが，その場合でも，過去の評価結果を参考に，当
該評価結果の活用方法を仮定することはできると考える。 
9 技術協力プロジェクトを対象として実施されている中間レビュー及び終了時評価は，2015年3月以降に開始され
た案件についてはモニタリングを強化する体制に変更されている。 
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者（コンサルタント）を調達し，外部評価として実施される。協力金額が2億円以上10億円未満

の全案件については，在外事務所または地域部による内部評価として実施される。なお，内部

評価については，評価の枠組み・デザインを適切に行い，かつ，適切な情報収集に基づく評価

分析・判断を行うために，外部の評価分析専門家をインハウスコンサルタントとして評価部が

調達し，技術的支援を行う体制としている。 
 
テーマ別評価は，ODA 案件の質の向上に向け，分野別及び国別・地域別の教訓や事業マ

ネジメント上の有益な教訓を導くことを目的としており，外部の第三者（コンサルタント）を調達

して実施される。JICA の事業改善へのフィードバックにより重点が置かれていることから，評

価部に加えて，評価テーマに関連する事業部も参加した検討会を通じて，内容についての協

議を行いながら進められている。 
 
また，2010年より，学識者，NGO，国際機関代表などから構成される「事業評価外部有識者

委員会」を設置している。同有識者委員会からの事業評価に関わる助言を受け，評価の質の

向上，フィードバックの強化，評価の説明責任の確保などを図っている。 
 

表 4：JICAのODA事業評価実施件数 

評価の種類 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 
プログラムレベル

の評価 
テーマ別評価

1 
（地域，課題セクター 
協力プログラム） 

5 3 3 3 5 

プロジェクトレベ

ルの評価 
有償資金協力 61 52 64 50 47 

無償資金協力 68 32 72 60 41 

技術協力 46 21 137 68 38 
出所：国際協力機構「国際協力機構事業評価年次報告書」2011～2014年度 
注1：実施件数は評価結果の公表年度による。内部評価による簡易型評価及び外部評価による詳細型の評価の 
合計数。 

 
その他，評価部，事業部，国際協力総合研究所が，統計手法や計量経済などの手法を用い，

事業が対象社会にもたらした変化（インパクト）を測定するインパクト評価を実施している。 
 

(2) 評価対象の選定，デザイン，マネジメント 

各事業の事前評価については，原則，有償資金協力，無償資金協力，技術協力プロジェクト

の協力金額 2 億円以上の案件で作成され，公表されている。事後評価については，前述のと

おり，原則として事業終了後 3 年後までというタイミングで対象案件が評価部によってリスト

アップされ，協力金額によって外部評価とするか，内部評価とするかに振り分けられる。その

上で，対象となる案件について在外事務所及び関連する事業部に，評価実施に関する意見を

聴取し，継続案件や類似案件などが実施されている場合には，タイミングを合わせて実施した
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ほうが効率的であることから，実施時期を確認した上で対象案件が決定される。また，案件別

事後評価においても，事業改善に向けてより有益な教訓を導くため，特定の視点による詳細な

分析を行うことがある。 
 
テーマ別評価では，どのような「学び」を得たいかという目的の下，事業部門などからの問

題意識やニーズをヒアリングした上で，評価部が案件を決定する。過去5年におけるテーマ別

評価の内容は下表のとおりとなっている。2014 年度以降，分野別の教訓を横断分析し，国／

地域，分野課題及び事業マネジメントの 3 領域でより実用性・汎用性の高い重要教訓（「ナレッ

ジ教訓」と称している）を抽出するテーマ別評価を行っている。これにより，類似案件形成への

過去の教訓のフィードバックの一層の強化が図られている。 
 

表 5：JICAのテーマ別評価などリスト（2010～2014年度） 

年度 テーマ別評価など 
2014 JICA協力プログラムの評価可能性向上に向けた分析 

評価結果の横断分析 灌漑排水・水管理分野における実践的なナレッジ教訓の抽出  
評価結果の横断分析 水産分野における実践的なナレッジ教訓の抽出 
評価結果の横断分析 自然環境保全分野における実践的なナレッジ教訓の抽出 
評価結果の横断分析 防災分野における実践的なナレッジ教訓の抽出  

2013 病院における 5S－KAIZENの適用の有効性 
プロジェクトのPDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討 
開発効果の持続性確保のための途上国政府による公共財政管理に向けての考察 

2012 技術協力プロジェクトにおけるベースライン調査の現状分析 
地方電化の社会経済的効果指標の考察 
財政支援借款に係る事後評価 

2011 DAC評価5項目の評価視点及び判断基準の標準化 
有償資金協力・無償資金協力の経済的インパクト評価～マクロ経済的貢献度評価 
円滑な円借款事業実施による経済的便益に係る調査報告書 

2010 「小規模灌漑管理事業」インパクト評価（インドネシア） 
「貧困地域初等教育事業」インパクト評価（フィリピン） 
「ボホール灌漑事業」インパクト評価（フィリピン） 
「パーサック灌漑事業」インパクト評価(2)（タイ） 
市民の国際協力の取り組みと JICAの役割 

出所：国際協力機構「国際協力機構事業評価年次報告書」2011～2014 年度。上記は，各報告書が公表された年

度。 
 
JICAの事業評価のデザインは，DAC評価5項目をベースとして，「JICA事業評価ガイドラ

イン（第2版）」（2014年），「JICA事業評価ハンドブック（Ver.1）」（2015年）などに沿って実施さ

れている。これらの文書では，「妥当性」，「効率性」，「有効性」，「インパクト」，「持続性」の5項
目の観点に沿った評価デザイン，各評価項目の分析の視点，評価設問の立て方，評価の判断
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基準，評価結果のレーティング方法などが記載されており，これまで JICA が蓄積してきた事

業評価の経験が反映されている。案件別事後評価においては，内部評価，外部評価にかかわ

らず，評価者は同ガイドラインに沿って，評価の枠組み・デザインを作成し，評価分析を行い，

評価報告書を取りまとめる。 
 
また，事業部により行われる，事前評価については，指標の設定の適切性や評価判断の適

切性について，評価部がチェックを行い，事業部へのフィードバックを行うことで，質の確保が

行われている。 
 
事後評価については，案件別事後評価報告書は，ガイドラインによる評価項目・視点に基づ

いた分析を行い，作成されていることから，評価内容及び質の標準化が図られている。外部評

価については，評価者は評価結果について事実関係の確認や根拠（エビデンス）に基づいた

公平な評価となっているか，といった観点から評価部と協議を行うとともに，JICA の関係部及

び在外事務所からのコメントを聴取している。なお，評価判断について，外部評価者と JICAの

見解に相違がある場合には両論併記としている。内部評価については，評価部により調達さ

れたインハウスコンサルタントにより，評価者である在外事務所などへの技術的支援を行い，

評価部が評価の質の確保を図っている。 
 
なお，OECDの“Better Aid: Evaluation in Development Agencies”（2010年）の調査によ

れば，JICAの評価部の場合，部の年間予算は約1,080万米ドル，評価部に配属されている職

員が 18 名，年間 100～200 件の評価報告書（評価部が主管の事後評価の他，事業部が主管

である事前評価，中間レビュー，終了時評価も含む）の作成に関わっている。JICA と同程度の

事業規模のドナーと比較してみると，世界銀行（WB）独立評価グループ（IEG）では，年間予算

3,100 万米ドル，正規の IEG 職員は 53 名，年間で国別，セクター別，テーマ別などの主要な

評価報告書 13 件，パフォーマンス・アセスメント・レビュー47 件，合同評価報告書 2 件の作成

に従事している。他ドナーでは選択的に行われている案件別事後評価を，JICA では，有償資

金協力，無償資金協力，技術協力プロジェクトの協力金額2億円以上の案件を対象に実施して

いる。こうした事業評価の方針は事業レベルの説明責任の確保につながっているが，評価体

制（外部リソースの活用など）や評価分析内容などの違いにより，実際の事務負担に違いが出

ることから，単純比較はできないものの，他ドナーに比して評価報告書の作成件数及び職員 1
人当たりの評価案件数が多く，評価マネジメント上の負担となっていると考えられる。説明責任

を確保しつつも，より良い教訓を抽出する事後評価を強化していく上で今後検討の余地がある

と考えられる。 
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3－1－3 他ドナーのODA評価体制などとの比較 

本評価調査業務では，以下の機関を対象として，各機関ウェブサイトなどからの既存文献調

査，各機関評価担当部署へのインタビュー（電話インタビューを含む）及び質問状に対する回

答に基づいて分析を行った。 
 
 多国間援助機関：WB，アジア開発銀行（ADB），国連開発計画（UNDP） 

 二国間援助機関：米国（米国国務省，米国開発援助庁（USAID）），英国（国際開発省

（DFID），援助インパクト独立委員会（ICAI），ドイツ（連邦経済協力開発省（BMZ），開
発評価機関（DEval）） 

なお，OECD-DAC10に対しても担当者の訪日に併せて行ったインタビューを実施した。 
 

(1) 調査対象機関の評価の目的 

本調査で対象とした機関の評価目的は，以下表 6 のとおりであり，ほとんどの機関で，①プ

ロジェクト／プログラム／政策実施による開発効果など，資金面や手続き面の適切性という観

点ではなく，投入資源に対する効果に関する情報を納税者やステークホルダーに提供すると

いうアカウンタビリティの確保，②評価を通じて成功や失敗要因などを把握し，将来のプロジェ

クト・デザインなどに反映，開発効果を高めるという教訓抽出や評価からの学習，の 2 点に大

別されている。特に，多国間援助機関の場合，理事会を通じたドナーに対する説明責任は有

するが，自国の納税者に対する直接的な説明責任は無いため，アカウンタビリティを業務実施

による開発効果により焦点を充てた評価目的となっている。なお，DFIDについては，後述する

ように 2011年の ICAI設立に伴い，教訓や学習を評価目的の中心にしている。 
 

表 6：調査対象機関及び外務省（日本）における評価目的 

機関 評価の目的 
WB  WBグループの政策，プログラム，プロジェクト，プロセスのパフォーマンスの客観的評価の提

供 
 成功や失敗の要因となる教訓の抽出 

ADB  ADB業務パフォーマンスのフィードバックによるADB業務の開発効果達成への貢献 
 教訓の抽出，普及 

UNDP  プログラムや業務の評価により開発結果に対する貢献の客観的評価の提供 
 何が，何故，成功，失敗をしたかの要因を明確にする 

米国国務省  効果の改善 
 主要ステークホルダーである国民に対するアカウンタビリティ確保 

                                            
10 OECD-DACは援助実施機関ではないため，開発援助の評価そのものを行っているわけではないが，開発援助
評価DAC ネットワークのメンバー（29 の加盟国の 41評価機関及びWB，UNDP 等国際機関）の評価体制につい
てのピア・レビュー（相互評価）を実施しており，5年ごとにその詳細な分析をとりまとめ，公表している。前回の詳細
レビューは 2010 年に実施され，ウェブサイトで公表されている。現在レビューを実施中であり，2016 年4 月にドラ
フトが作成される見込みである。 
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機関 評価の目的 
USAID  プロジェクト効果，妥当性，効率性測定，ステークホルダーに対する評価結果開示，評価結果

の予算配分など意思決定に利用 
 将来のプロジェクト設計への反映やパフォーマンス改善を図るために，プロジェクトパフォーマ

ンスを左右する要因やその大きさに関わる知識の抽出 
DFID  バリュー・フォー・マネーやインパクトを推進するための根拠の活用 

 成功事例の厳密な評価を通じたプログラムデザインの推進 
 貧困へのインパクトに関する充分な根拠から導かれるリスクの受入 

ICAI  英国議会や英国納税者，その他ステークホルダーに対する英国援助がバリュー・フォー・マ

ネーを提供しているかどうかの把握 
 過去のプログラムからの学習やプログラム改善 

BMZ  ドイツ国会やステークホルダーへの説明やBMZへのフィードバックの提供という観点から，何

が，なぜ，成功，失敗したかの要因の把握やドイツ支援により受益国にどのような変化（効果）

が生じたかを評価 
DEval  根拠に基づく開発プロジェクトのデザイン，より透明性の高い方法によるプロジェクト結果提

供，評価から将来の政策分野での改善に必要な教訓の学習の分野でドイツの援助機関を支援 
日本外務省  援助活動の改善 

 国民への説明責任 
出所：各機関評価政策，ホームページなどから評価チーム作成。 

 
(2) 実施されている評価の種類と評価体制 

プロジェクト／プログラム評価やテーマ別の評価はいずれの機関も実施しているが，政策レ

ベルの評価，例えば，国別支援戦略の評価を実施しているのは WB，ADB，UNDP の多国間

援助機関であり，二国間援助機関で実施しているところは存在しなかった。また，組織のセク

ター戦略の評価を実施している機関は多国間援助機関，二国間援助機関共に存在しなかった

（国別のセクター支援に関する評価を実施している機関が多数）。ドイツではBMZまたは2012
年に設立された DEval が政策あるいは政策課題に関わる評価も対象としているが，公表され

ている評価報告書からは国別支援戦略やセクター戦略の評価実施を確認できなかった。 
 
上記の表 6にある評価の目的と政策評価の実施の有無は関係していると考えられる。例え

ば，USAID ではプロジェクト実施の効果に関わるアカウンタビリティの確保が明記されている

が，政策実施による開発効果に関わるアカウンタビリティの確保は評価目的には含まれてい

ない（求められていない）。同様に，DFID では，評価目的の中心は教訓抽出であり，DFID の

政策に対するアカウンタビリティは必ずしも評価目的には含まれていない。 
 
WB や ADB による国別支援戦略の評価は，①カントリーチームによる現行の国別パート

ナーシップ枠組み（CPF）レビュー，②IEG あるいは独立評価局（IED）によるレビューの確認

（Validation），及び③複数回のCPFをまとめて実施する国別プログラム評価の3種類であり，

①，②は新たなCPF策定に反映できるタイミングで実施することとされている。 
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なお，米国国務省やUSAIDは，それぞれの国別政策文書11の評価を実施していないが，米

国国務省と USAID は共同で米国政府外交政策に基づく共通戦略計画を策定しており12，同計

画に基づき，毎年，国務省，USAID共同で戦略的目標（定量的目標）に対する進捗状況を記載

した年次パフォーマンス報告（Annual Performance Report）が国会に提出されており，組織全

体の戦略に関わるアカウンタビリティを確保している。 
 
評価実施主体については，WB，ADB，ドイツ（BMZ，DEval），日本外務省／JICA のように

本部評価担当部局が主体となって実施する場合，米国（国務省，USAID），DFID のように現地

事務所や本部実務担当部局が評価を実施する場合，UNDP のように評価タイプにより本部評

価担当部局あるいは現地事務所／本部実務担当部局が評価を実施するハイブリットタイプの

3 種類に分かれる。なお，後述するように米国や DFID の様に実務担当部局／現地事務所が

評価業務を実施する背景として，いずれの機関も評価プロセスを通じた学習に重点を置いて

いることによるものである。 
 
なお，イギリス外務省及びドイツ外務省では，ODA 政策を主管しておらず，評価も実施して

いない。 
 

表 7：調査対象機関及び外務省（日本）が実施する評価の種類及び評価実施主体 

機関 評価の種類 評価実施主体 
WB  メタ評価，組織／プロセス評価，国別評価，テーマ

別評価，インパクト評価，プログラム／プロジェク

ト評価 

 IEG が評価を実施。ただし，国別支援戦

略やプロジェクト／プログラムの完了報

告は担当部署が作成，IEG がそれを確

認（Validation） 
ADB  メタ評価，組織/プロセス評価，国別評価，テーマ

別評価，インパクト評価，プログラム／プロジェク

ト評価 

 IED が評価を実施。ただし，国別支援戦

略やプロジェクト／プログラムの完了報

告は担当部署が作成。IEDがそれを確認

（Validation）。 
UNDP  国別評価，テーマ別評価，世界/地域プログラム評

価など 
 本部独立評価室（IEO）がテーマ別評価

などを実施，各国事務所，地域局などが

プログラム評価を実施。 
米国国務省  プロセス評価，パフォーマンス評価，アウトカム／

アウトプット評価などいかなる種類の評価もニー

ズに応じて実施可能。米国援助全体に関わるセク

ター評価や国別支援評価などの政策評価はこれ

まで実施されていない。ただし，国務省・USAID
共同戦略の進捗モニタリングを実施，議会報告。 

 国務省各担当部局が外部コンサルタント

を雇用して実施 

                                            
11 米国国務省では，国別政策文書として統合国別戦略（同戦略の開発援助戦略としてUSAIDの国別開発協力戦略
（CDCS）が組込まれている（外務省（日本）の国別援助方針に相当）。 
12 現行の 2014～17 年の共同戦略計画では，①米国経済圏及びポジティブな経済インパクト強化，②米国外交政
策の戦略的チャレンジに対するインパクト強化，③持続可能なエネルギーへの世界的なアクセス拡大の一方，気
候変動に対して適用性のある低炭素排出社会への移行の推進，④民主主義及び人権の推進，市民社会強化によ
る米国の中核的関心事の保護，⑤外交及び開発実施方法近代化の5つの戦略的目標を設定している。 
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機関 評価の種類 評価実施主体 
USAID  大規模プログラムやパイロットプログラム，テー

マ別評価／国別セクター支援評価。USAID のセ

クター戦略や国別支援戦略の評価は実施されて

いない。ただし，国別支援戦略の進捗モニタリン

グを実施。 

 各現地事務所が，外部コンサルタントを

雇用して実施。 

DFID  プロジェクト／プログラム評価，テーマ別評価  各国事務所や本部担当部署など案件実

施部署が評価アドバイザーの協力を得

て，外部コンサルタントを雇用して実施。 
ICAI  英国援助機関が実施するプログラム，テーマ別評

価，プログラム実施によるインパクト評価，援助プ

ロセスや業務運営方法に関する評価。英国援助

全体のセクター評価や国別支援評価などの政策

評価はこれまで実施されていない。 

 ICAI が外部コンサルタントを雇用して実

施。 

BMZ  政策課題，セクター，プログラム，テーマ別，援助

手法の評価。ただし，ドイツ援助全体の国別戦略

やセクター戦略の評価は実施されていない。 

 BMZ 評価部署が外部コンサルタントを雇

用して実施。 

DEval  国のセクター支援評価，援助手法に関する評価，

インパクト評価，評価実施のためのベースライン

調査が主であり，ドイツ全体の国別支援戦略やセ

クター戦略に対する評価は現状実施していない。 

 DEvalの評価部署が実施 

日本外務省  国別援助方針，分野別開発政策，スキーム別，セ

クター別評価 
 大臣官房 ODA 評価室が外部コンサルタ

ントを雇用して実施。 
日本JICA  テーマ別評価，プロジェクト評価  評価部（あるいは担当部署）が外部コン

サルタントを雇用して実施。 
出所：各機関評価政策，ウェブサイトなどから評価チーム作成。 
 
(3) 調査対象機関の最近の評価体制・手法の動向 

過去5年程度の間に調査対象機関の評価体制・手法などは不変であるが（DFIDを除く），基

本的な評価目的は組織戦略の変更や周辺環境の変化に伴い大きく変化している。共通してい

る変化は，評価やその他の根拠をより重視し，そこからの“Learning（学習）”を戦略策定や案

件デザインに活用し，開発効果を高めようとする学習重視の動きである。 
 
なお，これらの機関における“Learning（学習）”は，単に事後評価からの学習を意味するだ

けでなく，案件実施・モニタリングや評価業務プロセスからの学習・教訓や，さらに学術的研究

全ての根拠を意味している。 
 
(ア) 世界銀行（WB） 

WBでは2012年の新総裁就任後，貧困削減努力の効果を高める点で知識の重要性を強調

し，2013 年からの新戦略の下，分野横断的（クロスカッティング）に知識を共有しようとするグ

ローバル・プラクティスの体制が形成され，国別戦略では従来の国別支援戦略（CAS）から，根
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拠ベースをより強調したCPFに移行している13。この戦略を受け，WB評価部署である IEGで

は，体系的な学習を推進するために，学習や知識共有の更なる推進などWB内部の学習文化

を向上させる活動を実施している。 
 

(イ) 米国 
米国では，2010 年の国際援助における大統領令（President Policy Directive on Global 

Development）において，国際開発政策に関するハイレベルでの基本原則が提示されるととも

に，開発援助計画・実施に関わる新たなアプローチが謳われた。それを受け，米国の援助政

策手法改革が開始された。 
 
その一環として，USAID では案件や政策実施におけるプログラムサイクルのコンセプトを

導入し，案件形成・実施・評価を通じて得られる経験，知識，学習を新たなプログラム，政策形

成に反映するスキームを形成するために，2010 年に評価部署を復活させ，新たな評価方針

構築，援助実施部門である各現地事務所主体による内部評価（外部コンサルタントの雇用によ

る実施）を導入した。 
 

米国国務省では，上述の政府方針を受け，2011 年以降新たな評価部署設立，評価方針策

定，2016 年現在ガイドライン策定中など，体制整備を図りながら，米国国務省内各部局で実施

されている海外支援プログラムに関わる評価を，各担当部局が外部コンサルタントを雇用し実

施している。 
 
(ウ) 英国 
英国では，2011年に英国による援助全体を包括的に評価する ICAIの設立を受け，DFIDは

評価の重点をアカウンタビリティからより学習に移行させ，従前の本部での評価実施から現地

事務所などの援助実施部門による内部評価（外部コンサルタント雇用）へと評価体制・手法へ

と変化させ，新たな案件・政策策定に学習や根拠を反映させ開発効果を高めようとしている。 
 
この変化の理由として，①本部による評価では担当部署は評価を学習よりもむしろ“監査的”

に受け止めてしまい評価実施への抵抗が強いことや，②案件実施者が評価に参加することに

より，評価プロセスを通じた学習が可能となり，学習重視評価システムにより適合すること，が

DFID 担当者とのインタビューでは挙げられた。なお，本部職員や外部有識者による評価委員

                                            
13 CPF は，極度の貧国撲滅と繁栄の共有促進を持続可能な方法で達成するために，現在の受益国の需要に基づ
くモデルを，より体系的にに，エビデンスに基づき選択的にすることを目的として，2014 年に導入された。CPF は
以下の 4ステップから構成されている。①Systematic Country Diagnostic (SCD)：相手国政府，民間セクター等関
連ステークホルダーとの協議を通じた貧困削減に向けた機会や政策に関する体系的なな分析，②Country 
Partnership Framework (CPF)：4～6年の国別支援戦略，③Performance & Learning Review (PLR)：2年毎の支
援戦略の進捗状況レビュー及び必要に応じて支援戦略の修正，④Completion & Learning Review (CLR)：開発効
果を高めるための WB グループの知識強化及びアカウンタビリティ確保を目的とする国別支援戦略終了時におけ
る内部評価。具体的な提言や教訓を抽出し，次のCPF策定に活用。 
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会を各評価案件で設置し，評価のアカウンタビリティの確保にも努めている。 
 
ICAI では，議会や英国納税者，その他ステークホルダーに対するアカウンタビリティの観点

と過去のプログラムからの学習やプログラム改善を評価の目的として，DFID など英国の国際

援助実施機関が実施しているプログラム評価やテーマ別評価，プログラム実施によるインパ

クト評価，これらの機関の援助プロセスや業務運営に関わる評価を実施している。ICAI による

評価は全て国会に直接報告されることになる。 
 

(エ) ドイツ 
ドイツでは，援助実施機関であるドイツ国際開発公社（GIZ）及び復興金融公庫（KfW）による

プロジェクトやプログラムの評価，BMZ によるセクター，援助手法，政策，プログラムなど分野

横断的評価が実施されている。これに加え，2012 年に DEval がドイツの開発援助パフォーマ

ンスを評価する目的で政府からの独立公的組織として設立された。DEval は，戦略的課題に

重点を置き，ドイツの開発援助の評価やインパクト測定，ドイツ実施機関の評価の質改善のた

めの評価手法に関する支援，ドイツ開発協力の改善に資するための教訓抽出を実施してい

る。 
 

(オ) OECD-DACによる評価体制のレビュー 
各国の評価体制などをレビューしている OECD-DAC の評価部門の担当者によれば，提言

の活用（Utilization）を重視する機関がある一方で，評価部門の独立性（Independence）を重視

する機関もあるとのことであった。 
 
WB や UNDP は，評価部門の独立性が高く，理事会に直接報告を行うことで評価結果の活

用を担保しているが，こうした多国間援助機関のアプローチは，二国間機関には向かないとし

ている。既述のとおり，英国では，議会報告向けに独立性の高い評価を実施する組織を設立

する一方で，DFID は活用重視型の評価を実施するようになり，従前本部で実施していた評価

を各国事務所に移管し，本部は事務所職員に対する評価能力強化支援を実施している。こうし

た体制は，モニタリング・評価のスキルの習得に対する職員のインセンティブとなっているとし

ている。また，スウェーデンも同様に，より活用を重視した評価を行っており，評価能力確保の

ために，モニタリング・評価活動に対する各国事務所への支援を本部が実施したり，コンサル

タントを活用したりするなどしている。 
 
このように，多国間援助機関では，組織内部により独立性の高い評価部門の設置，理事会

への直接報告により評価の独立性，アカウンタビリティを確保しつつ，組織戦略として評価など

からの学習を通じて開発効果を高めるための改善を図っている，また，二国間援助機関では，

英国やドイツに見られるように，独立した評価機関の設立により評価のアカウンタビリティを高

めているほか，英国や米国に見られるように，評価プロセスを通じた学習を推進するために，

評価実施者を中央の評価担当部署ではなく，現場の援助実施者が実施する体制へ移行する
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など，各機関はアカウンタビリティだけでなく，学習にも重点を置いた評価体制へと移行してい

ると言える。 
 

(4) 政策評価実施状況 

本評価調査の対象とした機関のうち，国別支援戦略の評価を実施している機関は WB，
ADB，UNDPであり，二国間機関は実施していない。ドイツでは，BMZまたは 2012年に設立

された DEval が政策あるいは政策課題に関わる評価も対象としているが，公表されている評

価報告書からは国別支援戦略やセクター戦略の評価実施を確認できなかった。なお，WB，
ADB や，二国間援助機関も国別のセクター・プログラム評価は実施しているが，組織のセク

ター戦略の評価は実施していない。 
 
WB，ADB による国別支援戦略の評価は，いずれも，①カントリーチームによる現行国別支

援戦略レビュー，②評価部署によるそのレビューの確認（Validation），及び③複数回の国別支

援戦略をまとめて実施する国別プログラム評価（Country Program Evaluation）の 3種類であ

り，①，②は新たな国別支援戦略策定に反映できるタイミングで実施することとされている。

UNDP では独立評価室（IEO）が開発結果のアセスメント（ADR）を国別に作成しており，新規

の国別プログラム（CPD）に反映される。 
 
なお，上述のように米国では，国別支援戦略評価は実施されていないが，国務省／USAID

共同戦略計画の進捗状況について，毎年年次パフォーマンス報告（Annual Performance 
Report）を国会に報告しており，組織戦略のアカウンタビリティを確保している。 
 
(5) 政策評価結果活用メカニズム 

国別支援戦略評価を実施している WB，ADB では，それぞれ国別支援戦略評価の結果や

提言／教訓を，新たな国別支援戦略策定に活用しているほか，政策評価を実施していない二

国間機関においても，プロジェクトやプログラムの評価結果や提言／教訓を新たな国別支援

戦略策定に活用している。これらについて，評価結果を活用させるためのメカニズムを大別す

ると，①国別支援戦略策定ガイドラインによる評価結果活用の義務付け，②国別支援戦略策

定プロセスへの評価部署などの参加，③提言に対するマネジメント対応のフォローアップ，④

多国間援助機関の場合には理事会による活用状況チェック，が挙げられる。 
 
日本においても，第2章及び3章で述べるように，ODA大綱，国別援助方針，分野別・重点

課題別政策／イニシアティブの策定時には，過去の ODA 評価レビュー，国別評価，重点課題

別評価が，これらの政策の策定・改定時に反映されるように実施され，評価報告書で示された

評価結果や提言は，新たな政策に反映されている。ただし，定期的に改定が行われない分野

別・重点課題別政策／イニシアティブなどは，政策改訂のタイミングと政策レベルの評価結果

の取りまとめるタイミングが必ずしも一致しない場合も存在する。日本の評価結果活用のメカ
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ニズムは，主に①ODA 評価ガイドラインにおける評価結果活用の明記（評価から得られた提

言や教訓の ODA 政策策定や実施過程にフィードバック（ODA の管理改善）），②教訓や提言

など評価結果のフィードバック及び提言に対する対応のフォローアップがあげられる。 
 

(ア) 国別支援戦略策定ガイドラインなどによる評価結果の活用義務付け 
WB，ADB では，国別支援戦略策定ガイドラインにおいて，国別支援戦略策定に際して，現

行の国別支援戦略のカントリーチームによるレビューの実施及び評価部署によるそのレ

ビューの確認（Validation）を義務付け，新戦略の中でこれらの評価結果や提言・教訓の記載

や提言に対する対応（ADB の場合）を記載することが求められている。例えば，WB では，

CPF策定ガイドラインにおいて，CPFには，完了・教訓レビュー（CLR）または IEGによるその

確認の評価結果，提言，教訓を記載することが求められる14。同ガイドラインでは，CLR その

IEGによる確認文書は，CPF案の添付資料として理事会に提出されることが明記されている。

ADB では，CPS 策定ガイドラインや ADB の業務ガイダンスである Bank Policies (BP)／
Operational Policies (OP)において，①以前のCPS評価結果や教訓のCPS完了報告書への

記載，②カントリーチームによる IED の国別支援プログラム評価，当該国のセクター／プログ

ラム評価など最近の評価結果のレビュー，③新CPS文書の中で，CPS完了報告書，IEDによ

るCPS完了報告書の確認（Validation），国別支援プログラム評価などからの教訓の議論の記

載，④CPS完了報告書は新CPS案の添付資料として理事会に提出される，ことが明記されて

いる。 
 
USAID や米国国務省では，評価ポリシーにおいて，各案件評価結果を国別支援戦略や案

件デザインに反映することが求められ，また，USAIDでは国別支援戦略策定ガイドラインにお

いて，各事務所の戦略策定担当者は関連案件の評価結果など，国別開発協力戦略（CDCS）
策定の根拠として活用することが推奨され，かつ参照した評価結果やその他の根拠を支援戦

略に記載することが求められている。DFID においても，同様に国別戦略（Operational Plan）
の策定ガイドラインにおいて，戦略策定時には戦略を支援するために評価結果などの根拠を

利用，記載しなければならないことが明記されている。 
 

(イ) 国別支援戦略策定プロセスに評価部署などの参加 
ADB では，CPS のコンセプト策定段階からピアレビューやマネジメントレビューなどに IED

からのスタッフを参加させ，評価結果の活用状況チェックや IEDが有する評価結果や教訓など

の知識活用を図っている。一方，WBでは，IEGの独立性の観点からCPF策定に IEGが直接

参加することはしていない。 
 
USAIDでは，CDCSに評価結果などの根拠が活用されることを確保するために，CDCS策

                                            
14 ただし，WBの IEG へのインタビューでは，IEG による CLRの確認は，カントリーチームによる CLR完成のタ
イミングと新 CPF 案の理事会提出のタイミングの間に余り時間がないことから，現実には IEG の確認文書が付さ
れることが難しいとのことであった。 
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定プロセスでの本部協議において，評価結果などの知識が豊富な本部関連技術オフィサー

（Technical Officer）や本部評価担当部署が，CDCS案における評価結果など活用状況の確認

や必要に応じて関連評価結果などのインプットを実施している。 
 
DFIDでは，国別戦略案は，本部の品質管理ユニット（Quality Control Unit）や評価アドバイ

ザーによるピアレビューにより，評価結果などの根拠が十分に活用されているかのチェックや

改善点のコメントを受けることになっている。 
 

(ウ) 提言に対するマネジメント対応のフォローアップ 
国別支援戦略の評価を実施している WB，ADB では，評価の提言に対するマネジメントの

対応を理事会に報告するとともに，各提言に対する活動計画や実施時期をデータベース化し

評価部署が継続的に実施状況をフォローアップする体制となっている。例えば，WBでは，IEG
と関連マネジメントが議論の上，IEG の気づき（findings）や提言，提言に対する対応（受入，部

分受入，拒否），受入の場合には実施期限を含む行動計画を記載したマネジメント対応記録 
（MAR）案が作成され，理事会に報告されるともに，WBホームページ上で公開される。提言実

施状況は，IEG により 4 年間毎年フォローアップされ，実施状況が適宜アップデートされる。ま

た，IEGの年次評価レビューにおいて，各提言の実施状況が掲載される。 
 
ADBでは，受け入れられた提言に対して行動計画が作成され，ADB内データベースである

マネジメント対応記録システム（MARS)において，マネジメントが各提言に対する対応及び実

施期限を同システムに入力するとともに，年2回実施状況を更新する。IEDは対応実施状況を

モニタリングし，その実施状況を IED の年次評価レビューで掲載している（MARS は外部非公

開）。 
 
UNDPにおいても，ADRをはじめ，全ての評価にマネジメントの対応を準備し，UNDPの執

行理事会に提出している。ADR に掲載されたマネジメントの対応のフォローアップは，評価部

署が政策・プログラム支援局（Bureau for Policy and Programme Support (BPPS)）／開発イ

ンパクトグループ（Development Impact Group (DIG)）と共に実施している。 
 
また，国別支援戦略の評価は実施していないが，プロジェクト，プログラム，国別のセクター

評価を実施し，提言に対するマネジメント対応のフォローアップをしているUSAID，ICAI，BMZ，
DEval でも，提言に対する対応策が国別支援戦略に関係する場合には，その実施状況がフォ

ローされることになる。なお，OECD-DACの評価担当者によると，前回の2010年の評価体制

についてのレビューでは，評価結果に対する対応・フォローアップ体制について，17％が「全く

よくない（not well at all）」と回答しており15,また，半数のメンバーで，評価結果に対する対応が

                                            
15 OECD, “Evaluation in Development Agencies”, 2010 (P.37). 以下の質問に対する回答である：“In your opinion, 
how well does the management response and follow-up action system work?” 



 

38 

行われていなかったとしており，マネジメントによる対応が課題となっているといえる。 
 
(エ) 理事会による活用状況チェック 

WB，ADB では，国別支援戦略は理事会での承認が必要となるが，いずれの組織も国別支

援戦略のレビュー，あるいは，評価部署によるその確認が国別支援戦略案の別添資料として

理事会で議論される。なお，2014年にWBの IEGが実施した IEG評価利用調査16では，理事

会メンバーが最も活用している IEGの評価報告書は国別支援戦略の評価報告書であり，国別

支援戦略に対する関心度が高いことが分かる。UNDP でも，CPD はプログラム支援委員会

（PAC: Program Advisory Committee）の承認が必要となるが，CPDに記載されるべき，ADR
から得られた結論や提言・教訓が議論されることになる。ただし，前述の OECD-DAC の担当

者からのコメントにあるように，理事会というガバナンス機関の存在は，多国間援助機関特有

のものであり二国間援助機関には馴染まないと考えられる。 
 
なお，DFID では，国別支援戦略策定時のピアレビューなどのミーティングメモが国別支援

戦略案の大臣承認文書に添付資料として添付され，評価結果を含む国別支援戦略策定の根

拠の活用状況が大臣まで報告される。 
 

(6) 政策評価結果又は案件評価結果活用促進イニシアティブ 

調査対象機関では，前述のように様々な形で評価結果の活用メカニズムが構築されている

一方，政策評価結果や案件評価結果が新戦略策定や案件デザインに必ずしも十分に活用さ

れていない状況であることが報告されている。 
 
例えば，WB の IEG が 2014 年に実施した IEG 評価報告活用状況調査では，WB スタッフ

の評価結果など活用状況は 6 割程度，評価結果の政策／戦略のデザインや修正への活用状

況は 5 割弱となっている。また，2015 年に USAID が実施した同様の調査では，2011～2014
年に策定された51の国別開発協力戦略（CDCS）のうち，30件で過去の評価結果を活用／引

用しているという結果であった。同様に，DFIDが2013～2014年に実施した調査でも，46案件

のうち 17案件のみが評価結果やほかの情報を総合的に根拠として引用，14案件がDFID案

件の評価を引用しているという結果であった。 
 
各機関のインタビューや文献調査から，評価結果が活用されない理由として，①提言・教訓

内容の論理性が乏しい，活用できるような提言となっていない，実施可能性が余り考慮されて

いないなど，評価結果や提言内容の質や有用性の問題，②組織的に評価結果や教訓を収集

し，それを組織内に効率・効果的に発信する仕組みがないなど，組織全体としての情報共有・

発信の問題，③多忙につき分量の多い評価報告書を読む時間が無い，④同僚などの有識者

からの知識に依存，が挙げられた。 
                                            
16 IEG, IEG’S 2014 Client Surveys, January 2015 
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そのため，各機関では評価結果の活用促進を図るために種々のイニシアティブを実施して

いるところである。実施イニシアティブを大別すると，①評価報告書の有用性の向上，②評価

情報へのアクセス向上及び提供情報の有用性向上，③人的ネットワークの構築が挙げられる。

なお，インタビューや既存資料分析からでは，評価結果の活用イニシアティブにつき，政策・戦

略レベルの活用なのか個別プロジェクト／プログラムレベルでの活用なのか明確に区別され

ていない。そのため，これらのイニシアティブは両面を含むものと考えられる。 
 
日本の場合には，第 2 章及び第 3 章にあるように，①提言の有用性を高めるための評価

チームと外務省関係者間ので十分な協議実施，②国際協力局各主管課，現地 ODA タスク

フォース（在外公館及び JICA事務所など）への評価報告書のフィードバック，③評価報告書や

報告書概要（英文版）の外務省ホームページ上での公開，④開発協力適正会議への報告，な

どが評価結果の活用を促進するための活動として実施されている。 
 

(ア) 評価報告書の有用性の向上 
上述のように評価結果の活用を妨げている一要因として，提言・教訓内容の論理性が乏し

い，活用できるような提言となっていない，実施可能性が余り考慮されていないことが，本評価

調査のインタビューでも挙げられた。この理由として，評価準備段階で評価者や評価実施部署

と評価を受ける側の担当者やより知識・経験を有する責任者とのコミュニケーションが十分に

取れていないことにより，適切な評価の業務指示書（TOR）が形成されず，結果として活用でき

る提言／教訓が抽出されない，担当者や責任者が評価に対してネガティブな対応となるという

意見が聞かれた。 
 
そのため，WB，USAID，米国国務省，DFIDなど今回調査した多くの機関では，政策策定や

案件デザインに活用できるような評価結果，提言内容を得るために，評価の準備段階から，評

価者は担当部署との十分な協議実施により，評価で確認したい事項，今後の案件や政策形成

に必要となりそうな事項など，担当部署との相互の問題意識を擦り合わせ，新たな戦略策定に

有用な情報を得るような評価デザインの構築や実施可能な提言を作成することに努めてい

る。 
 
また，全体的な評価報告書の質向上のために，WBではWB内外部による評価報告書案の

ピアレビューや外部専門家パネル（評価者）によるレビューを実施している。ADBやUNDPで

は，提言数を減らし，より実施可能な提言を行うように努めている。また，これにより評価に対

する職員の意識を“監査的”から，より学習的な意識に変化させることにもつながると考えられ

る。OECD-DAC の担当者とのインタビューでも，「学び」という点では，提言だけからでなく，

評価のプロセスにおいても学びはあるため，フォローアップのシステム整備に焦点をあてるよ

りも，評価プロセスの中で学びを得ることを考えていくことがより重要と考えるとのコメントが

あった。 
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(イ) 評価情報へのアクセス向上及び有用性向上 
いずれの機関も，評価報告書はデータベース化され，インターネットやイントラネットで必要

な評価報告書は検索可能となっている。また，WB や ADB では，キーワード検索による評価

報告書の要旨や提言，教訓の抽出が可能な内部データベースを構築し，利用者が必要な情報

を入手し易いように利用者の利便性向上に努めている。また，評価結果や評価からの学習に

関わる組織内部のワークショップや勉強会の開催，イントラネット／インターネットを通じた評

価情報発信，各評価結果の要旨，提言，教訓を簡潔に2頁程度に集約した文書作成・配布など，

評価結果や評価からの学習をスタッフなどに広報する取組を実施している。 
 
例えば，ADBでは，評価結果，課題，教訓，主要提言，マネジメントの対応を2頁程度にまと

めた評価結果参照ペーパーである“Learning Curve”や評価結果や終了時報告書から得られ

た主要教訓を分野ごとに簡潔にとりまとめた“Learning Lessons”を職員などに対して提供して

評価結果からの学習を推進している。 
 

(ウ) 人的ネットワーク構築 
最近評価体制を再編し，現地事務所が評価業務を担当しているUSAIDやDFIDでは，評価

経験の乏しい担当事務所を支援するために，評価などの豊富な知識を有する評価アドバイ

ザーや専門家グループを形成して，評価結果情報や評価経験へのアクセスを常に可能な状

況にして，人的コミュニケーションを通じた評価結果の活用を促進している。 
 
例えば，DFID では，2014 年に，組織全体での根拠の活用，学習，情報共有を推進するた

めに，“Learning Group”を設立した。同グループは，DFID内で学習に従事する職員を一同に

集結させ，効果的学習を阻害する具体的要因の確認，対応の検討，情報へのアクセス改善，

案件や戦略設計・実施に根拠の活用を促すための支援，DFIDの戦略的意思決定への学習の

活動などに対する支援を実施している。 
 

(7) 政策レベル評価における外交視点のからの評価 

本評価で調査したドナー・関係機関においては，現行の体制では政策レベルの評価を実施

しておらず，かつ案件別評価でも開発の観点のみを評価視点としているため，外交の視点の

からの評価ポイントは確認できなかった。 
 

(8) 定量的分析 

本評価で調査対象とした機関で，ICAI 及びドイツを除くいずれの機関でも，国別支援戦略で

は結果フレームワーク（Results Framework）を導入し，その戦略のアウトカム，アウトプットレ

ベル目標及びそれに対する定量的指標を設定して戦略目標の達成状況を定量的に測定して

いる。 
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アウトプットレベルの目標，指標については各機関支援に直接関連するものを設定している。

一方，アウトカムレベルの目標・指標については，各機関の支援のみから達成されるアウトカ

ムレベル指標を設定している場合もあれば，相手国政府や他ドナーの支援を含めたところで

のアウトカム指標あるいは政府の当該分野での目標を指標として設定している場合がある。

例えば，DFIDの場合には，国別支援戦略のアウトカムでは，DFID支援により達成されるアウ

トカムと，他機関支援などを含めたアウトカムとが混在して掲載され，他機関支援なども含め

た指標にはそのように明示されている。また，WB や ADB の場合も，アウトカムレベルでは，

対象分野における各機関の貢献度合いが高い場合には，アウトカム目標が対象国の目標と

同一値となる場合もあれば，他機関支援などを含めたところでのアウトカム目標・指標となって

いる場合もある。 
 
なお，いずれの機関においても，他機関支援を含めたところでのアウトカム目標，指標と

なっている場合に，機関の貢献度合いを明示しているものはない。以下に，米国国務省－

USAID 共同戦略（2014-17）の定量的指標，ADB のブータン CPS (2014-2018)の結果フレー

ムワーク（一部抜粋）とUSAIDのルワンダCDCS (2015-2019)の結果フレームワーク（一部抜

粋）を参考として例示する。 
 

米国国務省／USAID共同戦略計画（2014-2017）の定量指標（一部抜粋） 

戦略目標（Goal）1：米国経済圏及びポジティブな経済インパクト強化 
戦略目標（Objective）1.1：市場，投資，貿易へのアクセス拡大 
パフォーマンス目標 指標 
1.1.1 米国製品・サービスの 

輸出支援擁護 
 米国製品・サービス輸出支援のための国務省ハイレベルによる擁護活動数 
 輸出に関わる日数 
 輸入に関わる日数 
 米国への海外留学生数 

1.1.2 科学，技術及びイノベー

ション協力 
 科学，技術革新に関する主要外国政府とのシニアレベルでの協議数 
 US Global Development Lab Innovations／Technologiesの割合 

戦略目標（Objective）1.2：包含的経済成長推進，極度の貧困削減及び食糧安全保障改善 
1.2.1 食糧安全保障  米国政府支援の結果として，新技術やマネジメントを採用した農家などの数 
1.2.2 開発プログラムへの 

女性統合強化 
 海外支援パフォーマンスプランにおいて最低一度は Gender 

Empowerment and Female Equality 指標を利用したユニット数 
 食糧安全保障プログラムでジェンダー間の平等などの改善を示す指標数 

1.2.3 再発危機への対応  米国支援の結果として災害準備に関わるトレーニング受講者数 
 ハザードリスク削減に関わる計画，政策，戦略に関与したコミュニティ／ス

テークホルダー数 
戦略目標（Goal）2：米国外交政策の戦略的チャレンジに対するインパクト強化 
戦略目標（Objective）2.5：世界的な保健分野におけるチャレンジに対する米国の努力の強化 
2.5. AIDS の存在しない世代

の創出 
 抗レトロウイルス療法を受けたHIVに感染している成人，子供数 
 母体から子供への対内感染リスクを抑制するために抗レトロウイルスを受

けたHIV陽性妊婦数 
出所：State USAID Joint Strategic Plan 2014-2017 
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ADBのブータンCPS (2014-2018)の結果フレームワーク（一部抜粋） 

国の開発目標 
1. 2013～18年の間に年平均GDP成長率10％達成 
2. 2018年までに所得貧困を 5％以下に削減 
3. 2018年までに多面的貧困を 10％以下に削減 
4. 2018年までにジニ係数を 0.3に削減 
ADB支援セクター 
政府セクター目標 ADBが貢献するセクターアウトカム及び指標 ADB案件 
１．エネルギー分野 
エネルギーセキュリ

ティ及び歳入，経済成

長，雇用に対するエネ

ルギーセクターの貢献

増加 

アウトカム：国境を超える電力売買及び国内電力へのアクセ

ス増加 
指標1： 2018年までに 3,000MW に電力輸出を増加 
指標2： 2015 年までに 100％の農村電化達成，2018 年ま

でに 100％を継続 

大規模水力発電所

（PPP，電力売買），送

電線，太陽光発電，小

規模水力発電，風力発

電，バイオガス発電，

電力効率性向上 
2．運輸分野 
安全，信頼性高い，手

頃，環境配慮，利便性

の高い輸送サービスの

増加 

アウトカム：人，商品の安全でより効率的な移動 
指標1： 2018年までにロードネットワークに 205村を接続 
指標2： 2018 年までに年間 280 億ニュルタムの輸出商品

価値増加 
指標3： 2018年までに年間航空旅客数を国際300,000人 

国内4,000人に増加 
指標4： 公共交通機関乗客数を 2018年までに 3割増加。 

国道・地方道，輸出入，

道路輸送サービス，空

港，航空輸送政策及び

改革 

3．水道及びその他都市インフラ整備 
都市インフラ，サービス

の品質改善 
アウトカム：都市サービスの安全性，信頼性，品質強化（水

道，衛生，洪水管理） 
指標1： 給水システムへのメーター接続世帯数を 2018 年

までに 55％に増加 
指標2： 改善した下水システムへの接続世帯数を 2018 年

までに 40％に増加 

飲料水システム，衛生

システム，洪水管理，

都市道路，給水衛生，

維持管理，料金政策，

都市ガバナンス 
 

4．金融 
経済成長，民間セク

ター開発のための資金

源多様性確保 

アウトカム：より安定的なマクロ金融環境及び効率的な金融

仲介 
指標1： 準外貨準備高を 9億米ドル以上に維持 
指標2： 国内信用供与平均増加率を実質GDP 成長率以下

にする 
指標3： 銀行不良債権比率を 10％以下に抑制 

短期金融市場，マイク

ロファイナンス組織育

成，輸出金融などの長

期融資，年金，金融セ

クター政策・戦略 

出所：ADB (2014), Country Partnership Strategy, Bhutan 2014-2018 
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USAIDルワンダCDCS2015-2019において使われている指標（一部抜粋） 

CDCS目標：ルワンダのガバナンス及び経済持続性改善 
目標 指標 
CDCS 目標：ルワンダの中所得国

へのルワンダの進展加速及び持

続的経済成長，貧困削減を通じた

生活の質改善 

 一人当たりGDP成長率 
 国家予算に外国援助が占める割合 
 人間開発指標スコア 
 ジニ係数 
 貧困削減（1日1.25米ドル以下で生活する人の割合） 
 WBガバナンス指標のスコア 

開発目標1：経済機会拡大，持続  農業GDP変化率 
 米国ターゲット受益者一人当たり支出 
 農業インデックスにおける女性エンパワーメントのスコア 

中間結果 1：農業生産性及び栄養

アウトカム改善 
 「将来の食を守る」プログラム（FTF）実施による売上増加 
 ターゲットとしている栄養豊富な穀物や製品を消費する生殖可能年齢の

女性の割合 
 ターゲットとしている栄養豊富な穀物や製品を消費する子供の割合 

サブ中間結果 1：栄養重視製品及

び加工技術の利用及びアクセス改

善 

 米国支援の結果，新技術や新マネジメント手法を採用した民間企業，商

工会，女性グループ，水利組合，生産機関，コミュニティベース組織数 
 米国支援の結果，新技術やマネジメント手法を採用した農家などの数 

サブ中間結果 2：天然資源管理能

力強化 
 米国支援の結果，改善された技術やマネジメントにより管理される土地

面積 
 米国支援の結果，気候変動インパクトへの適応能力が強化したステーク

ホルダー数 
サブ中間結果 3：栄養に関わる知

識及び適切な栄養摂取強化 
 最小許容ダイエット（MAD）を受けた子供の割合 
 女性の食事多様性スコア（生殖可能年齢の女性が消費した食品群の平

均数） 
出所：USAID ルワンダCDCS2015-2019 
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多国間援助機関 
援助機関名 世界銀行 アジア開発銀行 国連開発計画（UNDP） 
評価実施者 独立評価グループ（IEG） 独立評価局（IED） 独立評価室（IEO） 
政策・戦略評

価実施の有

無 

CPF に関わる評価では以下を実施。 
 カントリーチームによる自己評価であるCompletion 

& Learning Review (CLR)の実施 
 IEGによるCLRのValidation及びカントリプログラム

評価（複数年のCPF （CAS）を纏めて評価） 
なお，国レベルでのセクター支援プログラムの評価は

実施しているが，WB 全体のセクター戦略評価は実施

していない。 

CPS に関わる評価では以下を実施 
 カントリーチームによる自己評価であるCSP最終レ

ビュー 
 IEDによる当該CPS最終レビューのValidation 
 IEDによるCountry Assistance Program Evaluations 

(CAPE)（通常10年ごとで最低2つのCSPサイクルを含

む） 
なお，国レベルでのセクター支援プログラム評価は実施

しているが，ADB 全体のセクター戦略に関わる評価は実

施していない。 

国別プログラムの評価は，Assessment of 
Development Results (ADR)として実施。 

政策評価結

果の提言・教

訓のフィード

バック，共有

方法 

 IEGは独立組織であり，政策評価を含む全評価報

告書はIEG局長承認後WB理事会内の開発効果委

員会（Committee of Development Effectiveness：
CODE）によるレビュー後，理事会に提出される。 

 評価報告書は理事会提出後WBウェブサイト上で公

表されるほか，イントラネットでWBIEGが管理する

評価報告書管理データベース（Lessons Finders 
(ELearn)）に蓄積。同データベースでは，国，テー

マ，キーワードで検索により報告書の要旨，提言，

教訓を抽出する。 
 IEGによる評価結果からの学習に関わるセミナー・

ワークショップ開催，個別評価結果をテーマ別など

にまとめたペーパー作成，ウェブサイトやブログによ

る評価結果など学習を利用した開発効果などの議

論など，情報提供。 

 IEDは独立組織であり，政策評価を含む全評価報告

書は，IED局長承認後，ADB理事会内の開発効果委

員会（Development Effecitiveness Committee）によ

るレビュー後理事会に提出される。 
 評価報告書は理事会提出後ADBウェブサイト上で公

表されるほか， ADB 内部の評価情報システム

（Evaluation Information System）に蓄積され，国，セ

クター，テーマ別，トピックなどで評価報告書や教訓，

提言，提言に対するマネジメント対応が検索可能と

なっている（教訓に関わるデータベースのみ一般アク

セス可能） 
 IEDによる評価結果，教訓，提言などを簡単にまとめ

た参照ペーパー（Learning Curve）や評価結果や修了

報告報告書から得られた主要教訓を纏めたペーパー

である（Learning Lessons）作成など情報提供。 

 全てのテーマ別・政策評価結果はマネジメント

の対応とともにUNDPの執行理事会に提出さ

れる。 
 ADRは，初期のドラフト段階から，関係者に広

く共有・協議される。 

提言フォロー

アップ方法 
 提言に対するマネジメントの対応は， IEGによる

Findings，提言，提言に対する対応（受入，一部受

入，拒否），実施期限を含むアクションプランを記載

したMARとして理事会に報告。 
 MARはデータベース化されWBホームページ上で

公表。提言実施状況につき，IEGが4年間定期的に

レビュー，最新の実施状況がWBホームページ上に

 CAPEやCPS最終レビューのValidation及びADBマネ

ジメントに対する提言は，開発効果委員会で議論さ

れ，受け入れられた提言に対して，各担当部署でアク

ションプランが作成される。アクションプランはADB内
データベースである MARSに格納される。 

 MARSは提言に対するマネジメントにより採られるアク

ションを捕捉するコンピュータシステムであり，外部非

 全ての評価結果に対するマネジメントの対応

が準備され，評価結果と共にUNDPの執行理

事会に提出され，評価結果と共にUNDPホー

ムページ上で公開される。 
 IEOが評価結果に対するマネジメントの対応

の実施状況を捕捉するシステムを有し，政策・

プログラム支援局（Bureau for Policy and 
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援助機関名 世界銀行 アジア開発銀行 国連開発計画（UNDP） 
評価実施者 独立評価グループ（IEG） 独立評価局（IED） 独立評価室（IEO） 

更新される。また，年次評価レビューにおいて，提

言実施状況が掲載される。 
公開。マネジメントが各提言に対するアクション及び実

施期限をMARSに入力し，年2回更新する。IEDは毎

年これらアクションプランの実施状況をモニタリングし，

その実施状況を IED年次評価レビューに掲載する

（2014年実施分より個別案件評価における提言への

対応を掲載）。 

Programme Support）／開発インパクトグ

ループ（Development Impact Group）と共

に，内燃評価結果に対するマネジメント対応

の実施状況についてフォローを実施し，関心

事項がある場合にはシニア・マネジメントに対

して警告することとしている。 
 マネジメントは対応の実施状況につき毎年更

新することが求められ，更新状況は年次報告

で報告される。 

政策・戦略評

価実施時期 
CPF ガイドラインでは，新 CPF のデザインに活用でき

るタイミングで CLR 及び CLR の Validation を実施す

ることになっている。ただし，CLR 完了後と CPF の理

事会提出タイミングが短いこともあり，実質的に IEG
による CLR の Validation が CPF に考慮されることは

困難。 

新たなCPS策定時のインプットに活用できるタイミングで

CPS 最終レビュー及びその Validation を実施（ただし，

新 CPS 開始前 3 年以内に CAPE が実施されている場

合には，IED による Validation は不要）。 

 ADRは通常新規の国別プログラム文書

（Country Programme Document (CPD)）が
策定される1年前に準備され，CPDは被援助

国の開発計画とタイミングを合わせて策定さ

れる。 

政策評価結

果の新政策

／戦略への

反映方法 

 CPF策定ガイドラインで，前回のCPF（CAS）のレ

ビューを含むCLR及びIEGによるCLRのValidation
からのFindingや提言・教訓をCPFに記載すること

が求められている。CLRの主目的は，①CPF実施

からの学習を次のCPFに活用すること，②WB全体

の知識ベースへのインプットを通じた他国での戦略

デザインへの活用。 
 CLR及びIEGによるそのValidationはCPFの添付

資料として理事会に提出され，理事会においても過

去の評価結果などの活用状況について議論される

（なお，2014年に実施されたIEG評価利用状況調査

では，理事会メンバーでは国別戦略評価が最も利

用している評価報告書に挙げられている。） 
 CPF策定プロセスの中のWB内部協議にIEGも参

加し,必要に応じて評価結果などのインプットが可

能。 
 セクター戦略策定に関しては，評価実施は無く，国

別戦略のような策定ガイドラインも無い。 

 CPS策定ガイドラインやADBの業務マニュアルにおい

て，IEDによるCAPEや当該国セクター評価の結果や

教訓が新CPSに反映されることが要求されており，

CPS文書の中でCPS最終レビューやIEDによるその

Validationの評価結果あるいはCAPEの評価結果，教

訓，提言の記載及びどのように提言を新CPS文書に

反映したのかを記載することが求められている。 
 CPS最終レビュー及びIEDによるそのValidationは新

CPS案の添付資料として理事会に提出され,議論され

る。 
 CPS策定プロセスにおいて，IEDはADB内関係部署に

よるCPSレビューに参加して必要なコメントができる立

場にあり，評価結果などのインプットが可能。 
 セクター戦略策定に関しては，評価実施も無く，国別

戦略のような策定ガイドラインも無い。 

 各国事務所で新たなCPDが策定される際，

CPDではADRから得られた結論や提言・教訓

をどのように織り込んだのかを示さなければな

らない。 
 プログラム支援委員会（Programme Advisory 

Committee）で，評価結果や提言・教訓の

CPDでの活用につき議論される。 
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援助機関名 世界銀行 アジア開発銀行 国連開発計画（UNDP） 
評価実施者 独立評価グループ（IEG） 独立評価局（IED） 独立評価室（IEO） 
プログラム／

プロジェクト

評価結果の

新政策/戦略

への反映方

法 

 CPF策定に個別案件評価結果を反映させるガイド

ラインがない。 
 ポートフォリオ・パフォーマンスレビューがCPF進捗

モニタリングの一部として実施され，2年ごとにCFP
の進捗状況モニタリングのために実施される

Performance and Learning Review (PLR)へのイ

ンプットとなる。 

 CPS策定に個別案件評価結果を反映させるガイドライ

ンがない。 
 ポートフォリオ・レビューが毎年実施され，CPSのイン

プットとして利用。 
 

 同上 

評価結果，提

言・教訓活用

を促すため

の イ ニ シ ア

ティブ 

評価結果の活用促進のためのポイントとして，評価情

報へのアクセス向上，評価情報の有用性向上，情報

の質向上を挙げている。そのため，以下のような取組

を実施。 
 評価情報へのアクセス向上として，評価結果や評

価からの学習に関わるセミナーやワークショップ開

催，ウェブサイト内の評価情報充実，ブログなどに

よる評価に関わる様々情報の議論などの実施。 
 有用性向上として，既存評価結果をテーマ別などに

集約して新戦略やプログラムデザインに活用するこ

とを目的とした“Learning Products”の作成，関連ト

ピックの評価結果やそこからの教訓などを集約した

ペーパー作成，現在実施中の戦略，プロセスなどよ

りタイムリーなトピックの評価実施による利用者の

興味喚起など。 
 評価グループ内外からのピアレビュー，外部専門家

パネルによるレビュー，担当部署との協議などを通

じた評価報告書の品質向上への取組 

 提言の数を1報告書あたり5つ以内に制限し，提言をよ

り実行可能にするために提言の表現振りを工夫。 
 評価コンセプトから評価最終段階までの評価プロセス

を通じて，評価結果が次の政策・戦略策定に有効とな

るように担当部署と十分な協議実施。 
 IEDによる評価結果，教訓，提言などを簡単にまとめ

た参照ペーパー（Learning Curve）や評価結果や修了

報告報告書から得られた主要教訓を纏めたペーパー

である（Learning Lessons）作成など情報提供。 

 UNDP各国事務所では，当該年の評価から得

られた教訓の活用状況について，結果指向の

年 次 報 告 （ Results Oriented Annual 
Reporting (ROAR)）で示すことが求められて

いる。 
 提言数を減らし，より実施可能な提言を行うよ

うに努める。 
 評価結果に対するマネジメントの対応を評価

結果とともに評価報告書に掲載し，マネジメン

トがコミットメントする活動に対して，関心を引

き寄せる。 
 2016年にこれまでの評価結果から得られた教

訓を勘案し，プログラムやプロジェクトの評価

ガイダンスの改訂を予定。 

政策・戦略に

おける目標

指標設定の

考え方 

2005 年から CAS に Results Framework を導入しア

ウトカム指標を定義。ただし，IEG の評価では，アウト

カムレベルが異なること（プロジェクトレベルや国レベ

ル）やアウトカムと WB 支援の不十分なリンクを指摘。

現在の CPF における Result Framework では，①国

の関連分野開発目標，②CPF 目標，③WB プログラ

ムが CPF 目標達成に貢献するロジック及び同目標に

関連する他ドナーなど他ステークホルダーの活動，④

2006年からCPSにResults Frameworkを導入しアウト

カム指標定義。Results Framwork では，①国の開発目

標，②ADBが支援する分野の国の目標，③ADBが貢献

する分野の CPS アウトカム目標及びアウトカム指標，④

ADBプログラム，⑤予算配分が記載されている。CPSア

ウトカム目標は，対象分野における ADB の貢献度合い

により対象分野の国の目標値と同一となる場合もあれ

ば，ギャップが存在の場合もあり。実際，ADB 案件のア

2015 年から UNDP の戦略的計画（2014-17）に
おいて，統合された結果並びに資源枠組み

（ Integrated Results and Resources 
Framework (IRRF)）を導入し，貧困撲滅及び不

平等大幅削減をインパクトとし，それ以下 7 分野

でのアウトカムを設定し，インパクト及びアウトカ

ムのいずれも定量的指標を設定している。 
各 CPD では，結果並びに資源枠組み（Results 
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援助機関名 世界銀行 アジア開発銀行 国連開発計画（UNDP） 
評価実施者 独立評価グループ（IEG） 独立評価局（IED） 独立評価室（IEO） 

アウトカム指標，⑤進捗モニタリング指標，⑥WB プロ

グラムを記載した Result Matrix を作成。そのため，ア

ウトカム指標には他ドナーや政府自身の活動による

貢献も含まれる場合もある。 

ウトプット合算とアウトカム目標のリンクにつき問題があ

る旨 IED は指摘。 
 

and Resources Framework）を導入し，アウトカ

ムに定量的指標を設定している。結果並びに資

源枠組みでは，①国の開発目標（ミレニアム目

標 ） ， ② UN Partnership Assistance 
Framework アウトカム，③関連する戦略的計画

アウトカムを記載。 
出所：各機関に対するインタビュー，質問状回答やウェブサイトなどから評価チーム作成 
 
 



 

48 

二国間援助機関 
援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
評価 
実施者 

評価部（あるいは担当

部署）が外部コンサル

タントへの業務委託あ

るいは内部職員によ

り実施。 

大臣官房 ODA 評価

室が外部コンサルタン

トによる有識者を含め

た評価チームへ業務

委託して実施。被援

助国政府・機関などに

よる評価，被援助国，

他ドナー，NGO 等の

外部機関との合同評

価の実施もある。 

担当事務所/本部担当

部署が外部コンサル

タント雇用により実

施。 

国務省内担当部局が

外部コンサルタント雇

用により実施。 

担当事務所／担当部

局が外部コンサルタン

ト雇用により実施。 

外部コンサルタント雇

用。 
外部コンサルタント雇

用。 

評価部署

の役割 
評価部の役割：評価

業務指示書作成，評

価ガイドライン作成，

評価の質の監理，

フィードバック促進，

外部評価・テーマ別評

価の実施。 
 

ODA 評価室の役割：

評価業務指示書作

成，評価の質の監

理，評価ガイドライン

の作成，提言のフォ

ローアップなど。 

評価部署：Bureau of 
Policy, Planning and 
Learning/Office of 
Learning, Evaluation 
and Research 
役割：評価方針やガイ

ドラン作成，評価研修

カリキュラム策定，評

価実施者への助言，

評価 TOR や報告書

チェックなど評価デザ

イン，評価実施，評価

普及など評価の品質

管理，評価広報，啓

蒙活動など。 

評価部署：Office of 
Foreign Assistance 
Resources 
役割：評価実施者に

対する助言，評価報

告書など情報共有。 

評価部署：Evaluation 
Department 
役割：評価に関わるガ

イドラインなど制定，

評価実施者に対する

助言，評価関連情報

共有，評価者研修。 

NA（ICAI 自体が評価

機関）。 
 

（BMZ） 
評価部署：評価ユニッ

ト 
役割：セクター，プロ

グラム，テーマ別，援

助ツールなどの政策

課題に関わる評価。 
 
（DEval） 
DEvalが実施している

評価は，①国のセク

ター支援評価，②援

助手法に関する評

価，③インパクト評

価，④評価実施のた

めのベースライン調査

が主であり，国別支援

戦略や全体のセク

ター戦略に対する評

価は現状実施してい

ない。 
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
政策／戦

略評価の

実施の有

無 

実施していない。 ODA 評価は，外務省

組織令及び開発協力

大綱などに基づいて

実施されている。 

実施していない。 実施していない。 かつては，国別プログ

ラム，セクター戦略の

評価を実施。2011 年

評価システム変更以

降，プログラム／プロ

ジェクトレベル評価に

変更し，政策/戦略に

関する評価は現在実

施していない。 

実施していない（DFID
など英国海外援助実

施機関のプログラム

やそのプロセス /オペ

レーションに関わる評

価が中心）。 

BMZ及びDEvalは国

のセクター評価は実

施しているが，国別支

援戦略やセクター戦

略の評価を実施して

いない。BMZ の評価

は主に分野横断的な

テーマやプログラムの

評価が中心。DEval
の評価は，援助手法

の評価，国別のセク

ター支援評価，インパ

クト評価が中心。 
政策評価

結果の提

言・教訓の

フ ィ ー ド

バ ッ ク 方

法 

政策評価は実施して

いない。個別の ODA
事 業 評 価 結 果 の

フィードバックについ

ては，外部評価者／

評価部担当者が直接

JICA及び相手国の関

係部署へ説明，ある

いは，書面でフィード

バック。相手国関係機

関からコメントをとりつ

ける。JICA 組織内へ

は担当部署へ書面あ

るいはセミナー開催を

通じてフィードバック。

ウェブサイトでも公

表。事業評価年次報

告書の内容は外務省

ODA 評価室へ直接

フィードバック。 

ODA 評 価 結 果 の

フィードバックについ

ては，国際協力局ほ

か，関係部署や JICA
へ報告書の送付，

ウェブサイトを通じて

公表。 

政策評価を実施して

いないため，個別プロ

グラム評価結果の

フィードバックなどは

以下のとおり。 
 
（フィードバック） 
担当部局/事務所が評

価を実施していること

から，本部からの結果

フィードバックの必要

なし。 
 
（情報共有） 
評価報告書は報告書

3 か 月 以 内 に
Development 
Experience Clearing 
House（外部ウェブサ

イト）に送付され一般

に公表される。また，

政策評価を実施して

いないため，個別プロ

グラム評価結果の

フィードバックなどは

以下のとおり。 
評価報告書はウェブ

サイトにより公表。内

部用のデータベース

は存在せず。 
 
（フィードバック） 
担当部局が評価を実

施していることから，

本部からの結果フィー

ドバックの必要なし。 
 
（情報共有） 
評価報告書はウェブ

サイトで公開。内部用

の評価報告書データ

ベースは存在しない。 

政策評価を実施して

いないため，個別プロ

グラム評価結果の

フィードバックなどは

以下のとおり。 
 
（フィードバック） 
担当部局/事務所が評

価を実施していること

から，本部からの結果

フィードバックの必要

なし。 
 
（情報共有） 
評価報告書は DFID
ウェブサイトにて一般

に公開。DFID 内部の

評価データベースで

ある Evidence and 
Programme 
Exchange にも格納さ

政策評価を実施して

いないため，個別プロ

グラム評価結果の

フィードバックなどは

以下のとおり。 
 
ICAI のウェブサイトに

よる評価報告書公

表，議会の開発委員

会への報告書の提

出，評価対象関係機

関に対する評価結果

に関わる事前協議の

実施。 
なお，開発委員会で

は各評価報告書に関

して，関連対象機関を

聴取し，その状況はイ

ンターネットで一般に

公開される。 
 

政策評価を実施して

いないため，個別プロ

グラムなど評価結果

のフィードバックは以

下のとおり。 
 
BMZ の全ての評価結

果は BMZ 大臣に報

告され，評価結果の

提言に対するマネジメ

ントの対応が BMZ
ウェブサイトで公開さ

れる。 
 
マネジメント対応の実

施計画が各担当部署

で作成され，評価ユ

ニットが 2 年間その実

施計画の実施状況を

モニタリング。 
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
キーワード検索可能

な内部用データベー

ス存在。ただし，該当

報告書全文が検索可

能なシステム。また，

知識共有を目的とす

る Learning Lab を

ウェブ上に立上げ，ブ

ログやイベント情報な

ど知識共有を図って

いる。 

 れ，キーワード検索に

より該当報告書全文

が検索可能なシステ

ム。 
 
年 1 回，DFID 理事会

内の投資委員会に対

し，評価年次報告書

及び評価実施による

インパクト状況を報

告。 
 
評価結果などの根拠

共有推進のための専

門家グループ及び

Research Fellowの2
つの人的な情報伝達

システムを構築。 

 また，DEvalの評価結

果及び評価結果提言

に対する BMZ の対応

が DEval ウェブサイト

で公開される。英語で

公開されている BMZ
の対応には，提言に

対するアクションが記

載。 

提 言 フ ォ

ローアップ

方法 

評価結果のレーティン

グが低く，課題がある

案件については一定

期間後に担当部署あ

るいは外部コンサルタ

ントへの委託業務に

より事後モニタリング

を実施 

省内関係課，在外公

館，実施機関と提言

への対応策を協議し，

ODA年次報告書に提

言対応策を記載。そ

の次年度の ODA 評

価年次報告書に対応

策の実施状況を公

表。 

評価報告書完成後，

提言に対して担当事

務所長の対応として，

提言に対する対応（受

領あるいは拒否），担

当部署，実施期限を

記 載 し た Post 
Evaluation Act Plan 
が作成され，実施期

限まで定期的にその

ステータスがフォロー

アップされる。 

特になし 提言に対するマネジメ

ント対応は，提言に対

する対応（受入あるい

は拒否），受入の場合

のアクションプラン，

実施時期が記載され

評価報告書に付表と

して添付され，報告書

と同時に一般公開。

提言実施状況のフォ

ローアップはしていな

い。 

各関係機関は，報告

書 2～4 週間後，提言

に対する対応（受入あ

るいは拒否），受入の

場合のアクション，実

施時期を記載した提

言に対するマネジメン

ト対応を，ICAI に提出

する。ICAI は，ウェブ

サイト上にて同対応を

公表，毎年の実施状

況レビューのほか，記

載された実施時点で

も実施状況確認。 

BMZ の全ての評価結

果は BMZ 大臣に報

告され，評価結果の

提言に対するマネジメ

ントの対応が BMZ
ウェブサイトで公開さ

れる。マネジメント対

応の実施計画が各担

当部署で作成され，

評価ユニットが 2 年間

その実施計画の実施

状況をモニタリング。 
 
DEval の評価結果及

び評価結果提言に対

する BMZ の対応が
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
DEval ウェブサイトで

公開される。 

政策評価

結果の新

政策／戦

略への反

映方法 

政策評価実施せず。 ODA評価は政策評価

とは異なる位置づけ

の も の で あ る が ，

ODA評価結果は国別

援助方針，重点課題

別の方針など策定時

に参照される。 

政策評価実施せず。 政策評価実施せず。 政策評価実施せず。 政策評価実施せず。 戦略評価がある場合

には，提言に対するマ

ネジメントの対応を通

じて，新戦略策定に提

言に対するアクション

が組込まれる。 

案件評価

結果の新

政策／戦

略への反

映方法 

ODA 事業の評価結

果は JICA の課題別

指針やポジションペー

パー，国別分析ペー

パーなどの事業方針

や戦略関連文書へ反

映することを推進. 
 

同上 ｛策定ガイドライン｝ 
USAID 評価ポリシー

で，評価結果を戦略，

案件デザインに反映

することが求められて

いる。 
また，国別援助戦略

（CDCS）作成ガイドラ

インで，関連案件の評

価結果など根拠を

CDCS 策定に活用す

ることを推奨。参照し

た根拠を CDCS に記

載することが求めら

れ，参照根拠記載方

法のテンプレートが用

意されており，CDCS
に評価結果などの根

拠活用推進を図って

いる。 
 
｛策定プロセス｝ 
CDCS 作成プロセス

の 中 お い て ， 本 部

Technical Officer や

評価ポリシーにおい

て，プログラムの評価

結果を政策／戦略策

定の意思決定などに

活用することが記載さ

れているが，活用方

法に関わるガイドライ

ンや活用の有無の確

認体制は存在せず，

評価結果活用は各担

当部局の判断に任さ

れている。 
 
 

｛策定ガイドライン｝ 
国 別 戦 略

（ Operational Plan ）

の策定ガイドラインに

おいて，評価結果など

の根拠を利用しなけ

ればならないと明確に

記載。 
 
｛策定プロセス｝ 
本部品質管理ユニット

や評価アドバイザー

による Peer Review
により，評価結果など

が活用されているか

の チ ェ ッ ク 実 施 。

Review Meeting のメ

モは戦略の大臣承認

文書に添付され根拠

活用状況はトップマネ

ジメントに報告。 
 
 

ICAI の業務は，議会

や英国納税者，開発

コミュニティに対する

情報提供までに限定

されているため，ICAI
自体から各関係機関

に対して評価結果を

政策に反映させるス

キームは有さない。 
 
評価結果の活用促進

活動は，報告先であ

る議会，一般国民，関

係ステークホルダー

による各援助機関に

対する活動に依存。 
 
そのため，ICAI の評

価結果などの各援助

機関における新案件

や新戦略に対する活

用状況などを ICAI で
は把握していない。 

NA 
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
評価部署からの評価

結果など活用状況の

チェックや，他国での

関連評価結果などの

インプットが実施され

る。 

評 価 結

果，提言・

教訓活用

を 促 す た

め の イ ニ

シアティブ 

 事前評価にて類似

事業の評価結果か

らの教訓を参照し，

対応策を記載。 

 「提言→提言への

対応策の策定→対

応策のフォローアッ

プ状況の確認」と

いった一連の内容

を基本的に全て報

告書にて公表する

ことで，業務の流れ

の一部として定着し

ている。 

 CDCSガイドライン

において評価結果

な ど の 活 用 を

“Must”に改訂する

予定であり，ガイド

ラインレベルで評価

結果の活用促進。 
 評価取りまとめ部

署の知識，経験，

能力，体制強化に

よる評価実施部署

に対する有益な助

言提供など評価取

りまとめ部署の存

在価値の向上，ひ

いては評価報告書

品質向上による評

価結果活用促進。 
 前 述 の Learning 

Labにおける評価

結果を含む職員間

の知識共有，学習

の促進，プロジェク

トサイクルの浸透を

通じた評価結果な

ど根拠の新規案件

や政策への活用促

進。 

特になし  評価結果などDFID
案件状況，他ドナー

最新動向，最近学

術動向などの知識

蓄積，DFID内へ普

及を目的とする人

的ネットワーク（専

門 家 グ ル ー プ 
Professional 
Cadre）及びSenior 
Research Fellow）

を構築し，職員の知

識へのアクセス向

上を図っている。 
 組織全体での評価

結 果 な ど 根 拠 活

用，学習，情報共

有を推進するため

にLearning Group
を起ち上げ，効果

的な学習を阻害し

ている具体的要因

の確認，対応を検

討。 
 評価報告書の質の

確保のために，品

質管理チームを外

部 雇 用 し ， 評 価

上述参照 評価と提言の質の確

保，興味のあるトピッ

クや改善が必要とさ

れるような課題に対す

るタイムリーな評価の

実施。 
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
 TOR，評価実施計

画書，報告書案に

関するチェック，コメ

ントを実施。 

外交的視

点での評

価ポイント 

外交的視点での評価

は特段実施していな

い。 

外交的な重要性（二

国間強化，地政学的

位置づけ，要人の往

来数の変化，基本的

価値観の共有など），

外交的な波及効果

（国際社会における日

本のプレゼンス強化，

経済関係強化，国家

間の友好関係の促

進，民間交流の促進

など）の視点で評価を

実施。 

外交的視点での評価

は実施していない。 
外交的視点での評価

は実施していない。 
外交的視点での評価

は実施していない。 
外交的視点での評価

は実施していない。 
DEval では，評価案

件により外交担当部

署からのインプットを

含む評価 TOR 作成

の場合もあり，その場

合には外交視点での

評価ポイントが出てく

る可能性もある。（現

在英語で公表されて

いる報告書には外交

的視点での評価ポイ

ントは発見できなかっ

た。） 

政策・戦略

に お け る

目標指標

設定の考

え方 

個別事業については

事前評価で運用効果

指標を設定している。 

定量的な目標指標の

設定は必須としておら

ず，主に定性的な評

価。 

国務省‐USAID 共同

戦略計画や CDCS な

どの政策文書におい

て，定量的目標指標

を設定。これらの指標

は基本的に国務省が

設定している標準的

海 外 援 助 指 標

（ Standard Foreign 
Assistance 
Indicators）を利用す

るが必要に応じて別

指標利用も可能。国

務省‐USAID の共同

戦略計画の進捗状況

は毎年議会に報告さ

れる。 

米国海外援助プログ

ラムの目標達成状況

や国務省‐USAID の

共同戦略計画の進捗

把握のために，標準

的 海 外 援 助 指 標

（ Standard Foreign 
Assistance 
Indicators）を設定し，

定量的目標指標によ

り目標達成状況のモ

ニタリング・評価に活

用しているほか，パ

フォーマンスベース予

算配分のベースデー

タとして活用。国務省

‐USAID の共同戦略

DFID 全体の活動，国

別計画，各プログラム

に お い て Results 
Framework を 導 入

し，定量的目標指標を

設定し，毎年の進捗

状況モニタリングや評

価に活用。 
 
国 別 計 画 で は
Results Framework
を 基 に Headline 
Results （主に DFID
支援に直接リンクする

中間アウトカム又はア

ウトプットレベルの指

標）が設定されてい

ICAI の評価では，ア

ウトカム指標などの定

量的指標によるイン

パクト評価は実施せ

ず，定性的評価を実

施。 

指標利用していない。

（GIZやKfW のプログ

ラ ム で は Result 
Matrix を採用し，アウ

トカム指標を使った目

標設定をしている） 
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援助 
機関名 日本 JICA 日本 外務省 米国 USAID 米国国務省 英国 DFID 英国 ICAI ドイツ 

（BMZ＆DEval） 
CDCS で は 結 果 フ

レームワークを導入

し，戦略目標，アウト

カム及びアウトプット

レベルで定量的指標

を設定。アウトプットは

USAID 支援に直接リ

ンクしているものを設

定しているが，アウト

カム指標は USAID 支

援のみならず，相手

国政府や他ドナーな

どの貢献も含めた全

体的目標として設定さ

れている。そのため，

アウトカム指標に対す

るUSAIDの貢献度合

いを明示的に示して

いない。 
 

計画の進捗状況は毎

年議会に報告される。 
 
同標準指標は 5 分野

及び 5 つの分野横断

的課題におけるアウト

プット指標とアウトカ

ム指標で構成。アウト

プット指標は米国政府

支援による直接的貢

献度合いを測定する

ものとして設定。アウ

トカム指標は米国政

府支援のみならず相

手国政府や他ドナー

などの貢献も含めた

全体目標として設定さ

れており，アウトカム

指標における米国政

府の貢献度合いは明

示的に示されていな

い。 

る 。 こ の 指 標 に は

DFID 単独のみで達

成できる指標と受益

国や他ドナーとの協

調により達成される指

標とが混在している場

合もあり，協調を基に

した指標はそのように

明示されている。ただ

し，この場合の DFID
の貢献度合いは明示

的に示されていない。 
 
なお，国別計画では

DFID が設定している

標準指標の利用が推

奨されている。 

出所：各機関に対するインタビュー，質問状回答やウェブサイトなどから評価チーム作成 
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3－2 PDCAにおける政策レベルのODA評価の適切性 

3－2－1 外務省の政策レベルのODA評価結果の適切性 

過去に実施された政策レベルのODA評価の評価報告書（2010～2014年度）の 37件（「そ

の他の評価」を除く，全報告書）について，①「開発の視点からの評価」の分析の適切性（結論

に至るデータの充足度，情報源，定量的分析，判断の論理性），②「外交の視点からの評価」

の分析の適切性，③提言の適切性（評価結果からの論理的記述，有用性・具体性の確保），の

観点からのレビュー及び外務省 ODA 評価室及び国際協力局関係者からのヒアリングを基に

を検証した。 
 
評価結果がPDCAサイクル上の評価（C）として適切に機能しているか否かは，評価分析が

適切であるか否かによる。レビューを行った 37 件のうち，「開発の視点からの評価」の分析の

仕方や記述に改善の余地があると判断されたのは，「政策の妥当性」については10件，「結果

の有効性」や「プロセスの適切性」についてはそれぞれ 19 件あった。また，「外交の視点から

の評価（外交的な重要性，外交的な波及効果）」については，分析の仕方や記述に改善の余地

があると判断されたのは，16件であった。これら 4つの評価項目別の傾向は以下のとおり。 
 

(1) 評価項目別の傾向 

(ア) 「政策の妥当性」 
対象となる国別援助政策や分野別・重点課題別政策／イニシアティブとの整合性について

は，既存の政策文書などに沿って，目標体系図の作成を通じて検証する作業は標準化されて

いる。そのため，情報源を明確にした上で，必要なデータ・情報に基づく分析が行われており，

評価分析自体も根拠に基づいておおむね論理的に示されている。さらに記述の充実を図った

ほうが良いと思われる案件も見られたが，政策の妥当性は確保されていて然るべきであるこ

とから，評価項目としては事実関係の確認を行えばよく，高度な分析を求められるものではな

いため，アカウンタビリティの観点からはおおむね問題なく，評価結果が導かれていると判断

される。 
 
ただし，従前に作成された国別援助計画，現行の国別援助方針，分野別・重点課題政策／

イニシアティブの多くは，政策形成段階で「目標体系図」は作成されていない。目標体系図は

政策レベルの ODA 評価が実施される時点で評価者によって作成されているため，政策形成

段階で意図した「目標体系」が適切に目標体系図に反映されているかの点で課題が見られる。

なお，2009年7月に策定された対ベトナム国別援助計画では，「目標体系図」が添付されてお

り，こうした場合には，政策形成段階で作成された「目標体系図」に基づく，分析が可能であ

る。 
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(イ) 「結果の有効性」 

政策目標の達成度としての分析は，全般的に不十分である。政策目標に対する指標として

は，コミットメントの金額以外に具体的に設定することは難しく，達成度を定量的に検証するこ

とは困難である。また，そのため，援助の基本方針（大目標）は何をもって達成とするのか明

示されていないことから，達成度の検証に至らず，言及もされていないケースが多く見られる。

評価の対象として，目標体系図が作成されているが，「結果の有効性」の分析に効果的に活用

されておらず，加えて，プログラム（施策）レベルにあたる中間目標でも指標が設定されていな

いため，同じく達成度の検証が困難な状況であり，分析が「開発課題」レベルにとどまり，「重

点分野（中目標）レベル」に至っていない評価もある。「政策の結果として ODA が被援助国に

おいてどのような効果を上げたか」についての分析・検証として，政策の目標体系図を念頭に，

日本の ODA のインプットからアウトプット，アウトカムに至る道筋を踏まえた効果の検証が試

みられているケースも見られる。しかし，アウトプットの実績の検証までにとどまっているケー

スが多く，日本の ODA 政策目標の達成への貢献や被援助国の開発目標の達成状況や分野

ごとの開発指標の改善への貢献について分析を行っているケースは限定的である。平成 26
年度外務省 ODA 評価として実施された「過去の ODA 評価案件（2003～2013 年度）のレ

ビュー」（以下，「過去のODA評価案件のレビュー」）では，評価報告書において「アウトカムや

インパクトに言及しておらず，政策レベルの評価として，必ずしも適切な評価とは言えず，その

要因の一つとして，援助方針などに指標の設定が十分になされていない」ことを挙げている。 
 
また，国や分野・重点課題の評価対象分野による違いに鑑みても，データの示し方及び分

析の仕方が評価者によってばらつきが見られる。信頼度の高いデータに基づき，かつ，適切

な手法によりできる限り定量的な分析を行い，それに基づく評価判断を行っているケースもあ

る一方，データ・情報源の偏りや定性的な情報・データのみに基づく分析が行われているケー

スも見られている。評価者の政策評価を含む，評価業務の経験・知見に加えて，評価対象に関

する専門的な経験・知見が，評価デザインの作成，分析手法や分析内容に影響を及ぼしてい

るものと推察される。 
 

(ウ) 「プロセスの適切性」 

プロセスの適切性の検証は，政策の妥当性が確保されるプロセスを検証するものとしてとら

えられ，アカウンタビリティの確保の上で，重要である。また，政策形成のプロセスでの改善の

必要性がないか，グッドプラクティスとして参照すべき点がないかという観点からも重要である。

政策策定や実施プロセスについて，組織体制や手続きなどの事実関係を偏りなく検証し，これ

らの手続きを経ることによって何が実現されたのか（例えば，多様な関係者からの意見やニー

ズを取り込む手順が確保されていた，など）を確認しているケースがある一方で，検証の範囲

に偏りも見られ，かつ，評価分析の根拠が十分示されていないケースも散見された。ODA の

管理改善及びアカウンタビリティの確保の観点からも，分析の充実が必要であると判断され

る。 
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また，「過去のODA評価案件のレビュー」において，「戦略・プライオリティの明確化」に関す

る提言・教訓が多いが，プロセスの適切性において，政策形成段階においてどのような優先順

位付けや，重点分野の選択がなされたかについての分析が不十分なケースもあることが指摘

されている。また，同レビューでは，他ドナーや内外の援助関係者との連携の評価について，

判断不能の結果が多いとしており，具体的な連携・協調事例を十分に調査し，その結果を分析

すべきとの指摘もある。ODA 政策の「戦略・プライオリティ」の面での改善につながるよう，政

策形成段階における優先順位付けや重点分野の選択，他ドナーや関係者との連携・協調に関

する検討のプロセスの適切性の分析の強化も求められる。 
 

(エ) 「外交の視点からの評価」 
日本のODAが日本の国益にとってどのような好ましい影響があるかという視点からの分析

が求められているが，ODA評価ガイドライン上は，あくまで評価項目の例として，「外交的な重

要性」及び「外交的な波及効果」が挙げられており，評価者により，分析項目及び内容，検証方

法や範囲にばらつきが見られる。 
 
「外交的な重要性」については，ガイドラインに例示される，二国間関係の強化や外交の深

化（要人往来数の推移や被援助国の要人の発言で日本のODAが取り上げられたケースの検

証など）については，公開情報で検証が可能なため，おおむね検証が行われている。 
 
一方で，「外交的な波及効果」については，本来，政治的，経済的，社会的側面から広範囲

にわたる情報収集・分析が求められるため，限られた調査期間と人員では十分な分析を行うこ

とが困難である。これまでに実施された ODA 評価案件では，草の根レベルでの一般大衆の

認識や日本の援助に対する認知度，日本に対する理解の向上などの観点から分析が行われ

ているケースが多いが，調査対象の規模が不明確であったり，一部の関係者へのインタ

ビュー結果のみによる分析結果であったり，検証の範囲の偏りや分析の根拠が不十分なケー

スが見られた。「外交の視点からの評価」の分析は，アカウンタビリティの確保においても重要

な要素をなすと考えらえることから，評価項目として標準化し，適切な検証が行える分析手法

をガイドラインで明示するとともに，十分な調査を行うための体制整備も求められる。 
 

(2) 政策レベルのODA評価の類別における傾向 

(ア) 国別評価 
評価対象が国別援助計画・方針であり，評価の視点や内容はある程度標準化されているこ

とから，評価対象を整理するための目標体系図もおおむね適切に作成されており，評価の質

も一定の範囲内に収まっている。しかし，「開発の視点からの評価」の「結果の有効性」及び「プ

ロセスの適切性」，「外交の視点からの評価」については，評価案件により分析内容の範囲や

深度にはばらつきがみられ，評価判断や提言に至る分析の質にも差異がみられる。特に，「結

果の有効性」の検証にあたっての，インプット，アウトプット，アウトカムの定量的な分析の扱い
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には大きな差がある。 
 

(イ) 重点課題別評価，スキーム別評価 
ODA 評価ガイドラインに沿った評価枠組みが作成されているが，評価対象が多様であり，

対象内容が広範にわたるため，情報整理・レビューに記述の多くが割かれており，評価分析の

ポイントが見えにくい。特に，評価対象を整理するための目標体系図の作成が困難な場合も

見られ，目標体系図が作成されない場合もある。また，分析の視点や内容のばらつきが大き

い。特に，分野別・重点課題別政策／イニシアティブでは，国別援助方針と異なり，具体的な協

力プログラムを示す，事業展開計画は設定されておらず，具体的な ODA 事業の形成・実施を

含む政策の実施は国際協力局国別開発協力各課が所管し，必ずしも分野別・重点課題別政策

／イニシアティブに紐づけられて，実績が整理されているわけではない。そのため，重点課題

別評価の実施段階において，評価チームが国際協力局関係各課や ODA事業を実施している

JICA から情報提供を受けて，実績を整理せざるを得ず，分析上の制約となっている上，評価

作業の効率的な実施の制約にもなっている。 
 

(ウ) セクター別評価 
過去5年に 3件のみの実施であり，対象セクターや評価の目的が異なる。「カンボジア保健

医療分野支援」は，1990 年代以降の当該分野の全案件が対象とされ，「セネガルにおける教

育分野協力（職業訓練分野）の評価」では，1984 年以降のセネガル・日本職業訓練センターへ

の支援を対象としており，いずれも対象期間に実施された ODA の全案件を対象にレビューが

行われ，相当の記述量がそれに割かれている。一方，「ベトナム都市交通セクターへの支援

の評価」については，2006～2012年度の6年間に実施された一連の案件が対象とされたが，

評価時点において完了していない案件も幾つか含まれていた。そのため，結果の有効性の評

価では，案件の実績のみによる検証には制約があったことから，今後の援助の方向性につな

がる点を重視し，代替的な分析手法として「問題構造化手法」に基づいて，都市交通セクター

の問題と原因の因果関係を整理し，各案件の連関性や期待される相乗効果についての評価

分析が試みられた。 
 
(3) 総論 

全体として，前述のとおり，評価報告書の内容や質のばらつきは，評価者の経験・知見など

によるものであるように見受けられる。評価の質は，評価者の資質に負うところが要因として

大きいと考えられるが，一方で，ODA 評価案件で分析すべき対象範囲に対し，調査期間や予

算上の制約も影響しているものと推察される。 
 
また，現行の政策レベルの ODA 評価における評価可能性における課題も見られる。本来

であれば，政策策定段階において，インプットからアウトカム，最終的には政策で示される大

目標に至る道筋を，あらかじめ「目標体系図（ロジックモデル）」で示し，評価において結果を検
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証することが，ODA の管理改善（政策へのフィードバック）及び説明責任の確保の上で求めら

れる。しかしながら，政策レベルの ODA 評価のベースとなる政策の目標体系図は，評価が実

施されるに当たり，評価チームにより事後的に作成されている上，上記で指摘したように，イン

プットからアウトカム，政策上の大目標に至る道筋の検証は困難な状況にあり，評価チームに

よる努力だけでは，改善が難しい。政策レベルのODA評価の質を向上させ，より「使える評価」

として実施するには，政策形成段階から評価可能性を意識した取組を行うことが外務省内で求

められる。 
 
なお，国別評価については，日本が援助対象国において主要ドナーの場合とそうでない場

合において，他ドナーによる支援やその他外部要因の影響の度合いが異なり，分析可能な範

囲や深度が異なる。しかし，過去の ODA 評価案件の評価報告書の分析結果に鑑みると，「開

発の視点からの評価」の「結果の有効性」及び「プロセスの適切性」，「外交の視点からの評価」

については，さらにある程度標準化することが可能であるとみられる（次ページの囲み 1，2参

照。） 
 
外務省内における ODA 評価結果としての提言への対応策の主な実施者となる，国際協力

局関係者へのヒアリングでは，有用性の高い提言の作成に向け，評価分析の質の向上，特に，

判断根拠として説得性の高い，定量的な分析の強化を求める声が聞かれた。加えて，他のレ

ポートで引用されるに足る定量的な分析は，根拠としての有用性の高さのみならず，国際会議

の場などにおける日本の ODA の有効性や実績を示し，外交的なプレゼンスや学術的で高次

のレベルの広報効果・波及効果をもたらす上でも重要であるとの指摘もあり，政策レベルでの

「ODAの結果の有効性」を検証するための定量的な手法の強化が求められる。 
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囲み 1：国別評価における評価分析・判断根拠の事例 
日本が主要ドナーである対象国のケース 

 
「結果の有効性」の分析の視点：「ネパール国別評価（2013年2月）」の例 

ネパール国別評価（2013年2月）の目標体系図 

 
参考になると 
思われる主な 
ポイント 

• ドナーの全支援額に対する日本からの支援額の比率の分析。 
• 開発課題「農村部の生活改善」の全体的な成果として挙げられた国別援助方針の「農業の生産性と農

民の収入の向上」を確認するアウトプット指標として，「穀物の単位面積当たり収穫量」と「家計収入」の

推移を分析。 
• 最終アウトカムとして，援助政策目標の達成度が分析されているが，その中で，「後発途上国からの脱

却」，「持続的な経済成長への支援」，「均衡のとれた経済成長への支援」について，それぞれ定量的な

指標を設定して分析。定量的な指標には，一人当たりGNIについて南アジア後発開発途上国との比

較，ネパール国の主要経済指標の推移，所得配分の不平等の程度を示すネパール国のジニ係数の

推移などが含まれる。 
分析の視点 評価分析の内容 評価結果と判断根拠の例（一部抜粋） 
インプット 
 

 重点分野別，開発課題別，そのうち

支援スキーム別，対象別の日本の

援助金額実績と全体に占める割合

を分析。 

 重点分野別では，「地方・農村部の貧困削減」に日本の援助金

額全体の26％，そのうちの59％が「農村部の生活改善」の重

点課題の支援。同重点課題のうち，86％が無償資金協力によ

る「食糧援助」「貧困農民支援」である。ネパールにおいて「貧

困農民支援」は，主に肥料を援助。 

インプット→ 
アウトプット 

 開発課題の全体成果と関連する定

量的データを時系列で示し，同期

間の同分野へドナー支援表明額に

対する日本の援助額の比率から日

本の援助貢献を分析。 
 
 開発課題に関連する支援スキーム

別の援助，例えば，「農村部の生活

改善」については「食糧援助」，貧

困農民支援」，「技術協力」のス

キーム別援助のネパール側から

みた意義を検証し，日本の貢献を

分析。技術協力案件については個

別の成果と開発課題への貢献を分

析。 

農業セクターを支援するドナーの中で一定資金規模を保っている

日本は一定の貢献をしてきた。ただし，その大半が食糧援助であ

ることを考慮すると，「農村部の生活改善」への貢献は限定的。 
 「農村部の生活改善」の成果＝「農業の生産性と農民の収入

向上」とし（国別援助方針より），「穀物の単位面積当たり収穫

量」と「貧困層の家計収入」の推移をみると，改善傾向。 
 農業セクター全体の実施中案件に対するドナー支援表明金額

全体の約28％と推定され，一定の貢献。 
 食糧援助，穀物生産の需給ギャップならびに米輸入量に対す

る食糧援助の下での日本の食糧援助支援の実績の割合をみ

ると日本の援助の占める割合はほとんどの年で数％と限定

的。 
 食糧援助の成果として，飢餓関連指標，5歳未満児栄養状態

の推移をみると，改善傾向，ただし，2015年のMDGs目標に

は達成困難。 
 日本の食糧援助の実施機関，Nepal Food Corporationを通じ

た供給先は貧困層に限定されてない可能性がある。 

中間アウトカム  重点分野の達成度は，各開発課題

別の評価結果を総括して評価。 
 

「地方・農村部の貧困削減」において，農業，教育分野では投入

規模からみて一定の貢献がいえるが，各分野とも多くの技術協

力案件を実施しており，個別案件の成果は出ているものの，1 案

件の規模が小さく，各案件内容が全体として十分調整・総合化さ

れてないことから，全体の貢献度が見えにくい。 
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最終アウトカム  政策目標の達成度は，各重点分野

の達成度，政策目標に関連するマ

クロ指標の分析，対ネパール援助

額に占める日本の援助額の貢献を

総合的に評価。 

政策目標の達成度については，顕著な貢献があったとはいえな

いものの，評価対象期間において，対ネパール援助の 11.6％を

占めてきており，日本の対ネパール援助がなければ，ネパール

経済の成長への限定的な下支えさえも困難であった。 
 評価対象期間における対ネパール援助全体に占める日本の

分野別金額の割合（実質支出額についてOECD-DAC集計

ベース）。 
 後発開発途上国の基準となる指標（一人当たりGNI，保健・教

育を主指標として構成される人的資源インデックス，外的

ショックからの経済的脆弱性を表すインデックスの3指標）に

関して近隣の後発開発途上国と比較し，長期的なトレンドを分

析すると，緩やかな改善はみられるが，大きく他を引き離して

改善はしておらず，後発開発途上国からの脱却には時間が

かかると推察。 
 「持続的な経済成長への支援」の達成度として，主要経済指標

（実質GDP成長率，農業成長率，工業成長率，サービス業成

長率，一人当たりGDP，財政収支，貿易収支，海外送金）のト

レンドを分析すると，近隣諸国との比較では成長が鈍く，その

成長の大半は出稼ぎ労働による海外に依存，政府政策や海

外援助などの政策効果の貢献度は大きくない。 
 「均衡のとれた経済成長への支援」の達成度の検討にあた

り，ジニ係数，地域ごとの貧困率，ジェンダー・ギャップ・イン

デックス，カースト別・民族別の貧困率を分析，貧困率は減少

しているが，格差は解消していない。 

 
「結果の有効性」の分析の視点：「パキスタン国別評価（2013年2月）」の例 

パキスタン国別評価（2013年2月）の目標体系図 

 

参考になると 
思われる主な 
ポイント 

アウトプットレベルの開発課題「経済インフラの拡充と整備」の達成度の分析にあたり，「電力拡充整備」に

関しては，発電設備容量に占める日本の支援による発電設備増強分の比率を算定。また，「交通運輸・物

流改善」に関しては，産業用高速道路の総延長に占める日本の支援の延長の比率を算定。 
分析の視点 評価分析の内容 評価結果と判断根拠の例(一部抜粋) 
インプット 
 

 重点分野別，開発課題別，援助モダリ

ティ別（支援スキーム別）の日本の援助

実績の金額の傾向。 

 経済基盤の改善分野で，電力セクターと農業・農村開発

の点において顕著な実績。 

インプット→ 
アウトプット 

 開発課題の関連する時系列の定量的

データと同分野の日本の援助内容と実

績を分析し，貢献を分析。 

「経済インフラ（運輸・電力）の拡充と整備」では，日本の援助

が大きく寄与。 
 発電設備容量に占める日本の支援による発電設備増強

分の比率は16.7％。 
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 インダスハイウェイをはじめとする産業用高速道路の総

延長に対する日本の支援する延長の比率は85％。 
 2004年までに建設されたインダスハイウェイの交通量

は1996年と比較して2倍。 

中間アウトカム  重点分野の達成度は，各開発課題別の

評価結果を総括して評価。 
全てのセクターで結果の有効性は確認できてないが，経済

インフラ（運輸・電力）の拡充と整備，基礎的保健医療サービ

ス確保，防災対策支援などにおいては顕著な効果。 

 
「プロセスの適切性」の分析の視点： 「ネパール国別評価（2013年2月）」の例 

参考になると

思われる 
主なポイント 

• 援助政策の策定プロセスにおいて，各手続きの検証を通じて，支援ニーズを取り込む手順，策定への参

加度合い，関係者のコミュニケーションの程度，重点分野の選択と重みづけのプロセスを確認。 
• 援助実施プロセスにおいても，例えば，案件形成の状況において，案件形成時点の重点分野・課題との

整合性，それに沿った案件のネパール政府からの要請，案件採択の際の日本側による重点分野・課題と

の整合性の確認について検証。 
分析項目 評価分析・判断根拠 
＊政策の策定プロセスと実施プロセスの適切性の評価にあたり，体制・手続きを把握し，政策の妥当性と結果の有効性を確

保するために適切かつ効率的なプロセスであったのかを検討。 

援助政策の

策定プロセス 
 対ネパール国別援助方針の策定にあたり，現地ODAタスクフォースによる素案の作成，本省各課，関係

省庁との調整，先方政府とのドラフト段階での共有，他ドナー，NGO，企業との共有，パブリックコメント

受領と反映状況など，支援ニーズを取り込む手順，政策との整合性の確認プロセス，策定への参加度合

い，関係者のコミュニケーションの程度，重点分野の選択と重みづけのプロセスが確認されている。 

援助実施 
プロセス 

以下の点について検証されている。 
 案件形成の状況：重点分野・課題との整合性の確認，これに沿ったネパール側からの要請，採択の際の

確認プロセスの検証。 
 援助実施体制の整備・運営状況：日本側関係機関の意思疎通，分業体制，ネパール側援助受入れ体制，

制度・手続き面の課題を分析。 
 被援助国との対話：政策協議によるネパール政府のニーズ及び優先課題の把握，事業レベルの進捗確

認と情報共有，案件の要望調査段階の関係者間のコミュニケーションの分析と課題の検討。 
 政策の実施状況と定期的な点検：モニタリング・評価の実施体制と教訓抽出・活用への取組の分析。 
 他機関との連携，スキーム間連携：ドナー会議への参加，プールファンドへの参加とノン・プール・ファン

ド・ドナーとしての日本の協調の状況ならびに問題点，個別ドナーとの連携事例，NGO及び民間セクター

との連携の整理。 
 ODAスキーム間の連携：案件間・スキーム間の相乗効果を意識した案件形成，日本信託基金や見返り資

金を活用した案件選定プロセスにおける日本側の関与手続きの分析。 
 広報：大使館・JICAによる広報活動と課題，日本の援助の広報効果の分析。 

 
「外交の視点からの評価」の分析の視点：「ケニア国別評価 （2015年2月）」の例 

参考になると

思われる 
主なポイント 

• ケニア政府高官の貿易投資・インフラ支援分野での期待に関する発言内容を複数年にわたり分析。 

評価分析・判断根拠 

 国際平和協力へのより一層の貢献：ODAを通じたケニアに対する平和構築・定着の支援は，ケニアがスーダン，「アフリ

カの角」地域などの和平プロセスの推進に意欲的で地域の平和と安定に積極的に貢献することを後押ししてきたと，対ケ

ニア支援の地域平和への貢献を分析。 
 成長するアフリカへの支援：東アフリカ海岸最大の国際貿易港であるモンバサ港と，同港と内陸部を繋げる北部回廊開発

への支援が，東アフリカに広く裨益することから，「成長するアフリカへの支援」という外交課題への貢献を分析。 
 2015年に向けた取組（2014年外交青書）の「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の実現を目指して」という部分へ

の協力プログラムを通じた支援が，外交的な課題の一つに貢献したことを評価。 
 二国間の経済関係の深化：2004年のアフリカ開発会議（TICAD）アジア・アフリカ貿易投資会議以降，有望な民間投資先

としてみなされることになったことから，日本からケニアへの投資額，貿易額の推移，ケニア政府高官の貿易投資・インフ

ラ支援分野での期待に関する発言内容を分析。 
 二国間の人的交流の深化：研修員の受入数，JICAケニア帰国研修員同窓会の会員数と活動内容の分析。 
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囲み 2：国別評価における評価分析・判断根拠の事例： 
日本が主要ドナーではない対象国のケース 

 
「結果の有効性」の分析の視点：「ウガンダ国別評価（2010年3月）」の例 

ウガンダ国別評価（2010年2月）の目標体系図 

 
 

参考になると 
思われる主な

ポイント 

アウトプットの検証にあたり，開発課題別，協力プログラム別に分析し，開発課題「農業近代化促進」で

は，例えば，「コメ振興プログラム」に焦点をあて，コメ作付け面積・生産高の増加，日本の支援対象品種

のネリカ米の作付面積のコメ総作付け面積に対する割合，一人当たり米消費量の増加などを定量的に分

析。評価対象の絞り込みを行い，その上で，有効性を検討。 
分析の視点 評価分析の内容 評価結果と判断根拠の例（一部抜粋） 

インプット 
 

 対ウガンダの日本の援助は全援助

金額の3％程度に過ぎず，重点分野

別，開発課題別，また，そのうち支援

スキーム別の日本の援助実績の傾

向のみ分析。 

 重点分野別では，有償資金協力案件は，債務免除などを除

いて経済成長促進に供与，無償のうち，一般無償は全重点

分野に供与，その他のスキームの重点分野のとおり，基礎

教育，保健・医療などへ資金供与。青年海外協力隊の派遣

は世界一多く，100名越え。日本への研修員受入は2000年
65名から2008年160名に増加。 

インプット→ 
アウトプット 

 開発課題別，協力プログラム別に支

援実績，支援の成果を分析。例え

ば，重点課題「農業開発」における開

発課題「農業近代化促進」では「コメ

振興プログラム」，「畜産振興プログ

ラム」，について分析。 

「コメ振興プログラム」に関しては，日本の支援対象品種のネリ

カ米が国内で普及。 
 コメ作付面積・生産高が増加しており，うち，ネリカ米作付面

積のコメ総作付面積に対する割合の飛躍的な伸び。 
 ネリカ米栽培の研修受講農民数。 
 年間一人当たりの米消費量の増加。 
 技術協力プロジェクトとボランティアプログラム（村落開発普

及員）の相乗効果。 

中間アウトカム  重点分野の達成度は，各開発課題別

の評価結果を総括して評価。 
 

プログラムの中で異なったスキームが直接関連し，強い連携に

よる相乗効果を発揮しているのは「コメ振興プログラム」に限ら

れる。案件設計段階から，案件同士の連携や順序について，検

討・研究し，同一セクターの案件群を包括して一つのパッケージ

として採択することが望まれる。 

最終アウトカム  政策目標の達成度は，日本の支援

分野に関し，国家開発計画でセク

ター別に記載されている到達目標数

値に対する評価時点実績と日本の支

援。 

MDGsや各戦略計画にある指標達成に日本の支援がどの程度

貢献しているか定量的に計測するのは困難，ネリカ米について

は作付面積の拡大で現地調査でもインパクト波及が確認され

た。 
 評価で取り上げられたセクターの過去及び現在の指標に対

応する数値（実績値と思われる）ならびに国家開発計画

（NDP）にで示されている2014/2015年度の到達目標（例え

ば，農業セクターでは，農産物GDP実質成長率と成人カロ

リー摂取量）と比較，分析。 
 援助担当の財務・計画・経済開発省次官及び局長による日

本の支援は有益であるとの評価。 

 

成長を通じた 
貧困削減 

基本方針 
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「結果の有効性」の分析の視点：「コロンビア国別評価（2014年2月）」の例 

コロンビア国別評価（2014年2月）の目標体系図 
 

 
参考になると思

われる 
主なポイント 

開発課題「紛争の結果生じる社会的・経済的問題への対応」に関しては，「紛争の被害者・共生和解支援プ

ログラム」として，サブプログラムを設定し，サブプログラムごとの実績と成果を分析。そのうちの一つ「地

雷撤去と地雷被災者への支援」に関するサブプログラムについては，研修の実施と研修効果，地雷撤去

機材の供与について触れつつ，2005年から 2013年6月まで地雷処理済面積と対人地雷撤去・廃棄数を

年次ベースで提示。評価対象の絞り込みを行い，その上で，有効性を検討。 
分析の視点 評価分析の内容 評価結果と判断根拠の例(一部抜粋) 

インプット 
 

 日本の対コロンビア援助の重点分

野，開発課題別，支援スキーム別の

金額実績。 

 「平和構築」分野においては，技術協力プロジェクト，研修事

業，草の根無償が中心，技術協力プロジェクトは評価期間の

13件のうち，5件が「平和構築分野」の下で実施されており，

重点的に協力実施。開発課題「紛争の結果生じる社会的・経

済的問題への対応」については，技術協力の協力が中心，

「紛争の構造的要因の提言を通じた地域コミュニティの再生

への対応」については，草の根無償の協力が中心。草の根

無償及び一般文化無償のうち，77％が対人地雷除去機材整

備分野で実施。研修事業は主に農業・漁業振興分野で行わ

れ，2003年以降，100名以上参加。 

インプット→ 
アウトプット 

 日本の援助実績から開発課題の貢

献度の度合い，マクロレベルの効果

の有無など，定量的情報を確認しつ

つ，個別事例から定性的成果などを

分析。 
 例えば，「紛争の結果生じる社会的・

経済的問題への対応」に関しては，

「紛争の被害者・共生和解支援プロ

グラム」として，サブプログラムが設

定されており，サブプログラムごと

の実績と成果を分析。 

「紛争の結果生じる社会的・経済的問題への対応」に対し，日本

は技術協力プロジェクト，草の根無償，研修事業，ボランティア派

遣を通じた総合的な協力を実施，特に地雷被災者を中心とした

障碍者支援分野への貢献が大きかった。 
 国内避難民支援では，栄養改善分野では各技術プロジェクト

の評価で，都市農業の普及で乳幼児の栄養状態の改善が確

認されるなど生活改善に貢献したが，自治体の能力強化は

国内避難民の生活環境向上までいたっておらず，日本の貢

献は限定的。 
 地雷除去と地雷被災者への支援については，同分野への日

本の援助額は全国際協力金額の14.4%（2009年）,地雷撤去

機関の担当職員55名のうち，45名が研修参加，機材供与とと

もに地雷処理面積や対人地雷撤去・廃棄数が大幅に増加し，

効果が認められている。また，地雷被災者へのリハビリテー

ションについて，日本の技術協力によるモデル化がなされ，

高い効果。 
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中間アウトカム  重点分野の達成度は，各開発課題

別の評価結果を総括して評価 
 

 「平和の構築分野」においては，「紛争の結果生じる社会的・

経済的問題に対する支援への対応」において大きな貢献が

あり，「紛争の構造的要因の低減の対応」への分野において

は，主に他ドナーの支援が行き届いていない，地方部インフ

ラ整備について草の根無償を通じて実施しており，特定地域

での貢献が大きかった。 
 各協力重点分野により貢献度が異なるが，全体として一定の

貢献があり，「平和の構築」と「社会開発と社会的公平の構

築」分野では日本の貢献が大きく，「持続的経済成長」，「環境

問題と災害への取り組み」分野は実績が少なく，直接的貢献

は限られていた。 

 
「プロセスの適切性」の分析の視点： 「ウガンダ国別評価（2010年3月）」の例 

参考になると 
思われる主な 
ポイント 

政策の妥当性と結果の有効性を確保するために，適切かつ効率的なプロセスであったのかを検討。例え

ば，ウガンダ政府との協議・調整，開発ニーズ調査に関しては，日本大使館や JICA 事務所によるニーズ

の調査・確認プロセス，関係者間のコミュニケーションの程度，政策への反映プロセス（開発課題・援助プ

ロセスなどの特定と経済協力方針への反映）について検証。 
分析項目 評価分析・判断根拠 
＊政策の策定プロセスと実施プロセスの適切性の評価にあたり，体制・手続きを把握し，政策の妥当性と結果の有効性を確

保するために適切かつ効率的なプロセスであったのかを検討。 
援助政策の 
策定プロセス 

 対ウガンダ援助政策策定は，現地ODAタスクフォースが原案を策定し，外務本省・JICA本部にて内容

を検討，ウガンダ政府との調整ののち，これを最終案に反映。NGO，他ドナーとの間での調整は実施

されていないことを確認。支援ニーズを取り込む手順，政策との整合性の確認プロセス，策定への参

加度合いなどを分析。 

援助実施 
プロセス 

以下の点について検証されている。 
 在ウガンダ日本大使館とJICAウガンダ事務所の実施体制：人員の充足度の確認など現地運用能力を

分析。 
 現地ODAタスクフォース：外務省とJICAを構成員とするタスクフォースの体制と活動を確認。 
 政策策定・実施に関する意思決定プロセス：意思決定に関わる権限拡大の必要性について分析。 
 その他：青年海外協力隊の受け入れに伴う課題を分析。 
 ウガンダ政府との協議・調整，開発ニーズ調査：ニーズ調査・確認プロセス，関係者間のコミュニケー

ションの程度，政策への反映プロセスを確認。 
 他ドナー及びNGO・市民社会との協議・調整：ウガンダ政府側とドナー側の協力体制や役割分担といっ

た調整メカニズムを確認。セクター・ワーキング・グループでの調整の度合い，個別案件レベルにおけ

る他ドナーとの連携内容・経緯を分析。また，市民社会・NGOとの連携の度合いを確認。これらの連携

に関わる課題を分析。 
 日本の援助モダリティの適切性：援助のモダリティとしてプロジェクト型支援，重点支援分野のプログラ

ム化の適切性を分析。 
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3－2－2 外務省のODA評価の結果としての提言の適切性 

評価分析の内容との一貫性，根拠に基づく提言となっているか，という観点から，ODA 評価

報告書に記載された提言のレビューを行った。 
 
ODA 評価の報告書（平成 22～26 年）のレビューを行った結果，おおむね評価分析に基づ

いた課題が指摘され，指摘した課題に対する対応策としての提言がなされていることが確認さ

れた。提言については，報告書の内容も含め，評価チーム，外務省及び JICA 関係者が参加

する検討会において内容を精査するプロセスが設けられている。第三者評価であることから，

評価者による提言は尊重するというのが ODA 評価室の方針である一方，検討の過程で提言

内容の調整が行われることもある。すなわち，検討会や報告書案の確認を通じて，調査・分析

が根拠に基づくものか否か，調査・分析と提言結果の間に論理一貫性が確保されているのか，

提言が実現可能で現実的なものになっているかなどの観点から，評価チームの意向は尊重し

つつ，ODA 評価室はじめ国際協力局及び JICA 関係者から，評価・提言の質を高めるための

積極的なコメントが行われている。評価結果に基づき，実効性かつ実施可能性の高い提言を

とりまとめるために，必要なプロセスがとられているといえるが，提言の具体性に乏しいものも

散見されており，改善の余地は見られる。 
 
提言を含む，評価結果の主なユーザーである国際協力局各課では，第三者評価の結果とし

て導き出される提言は，ODA に関連する業務を通じて認識される課題やそうした課題への対

応策の方向性を裏付けるものとなっており，有用性が高いとの認識がある。一方，多くの提言

は想定の範囲内のものであり，第三者評価ならではの，内部者では気づかない視点からの提

言はほとんどないとの指摘もある。 
 
「過去のODA評価案件のレビュー」においては，過去のODA評価で繰り返し同じテーマの

提言がなされていることが指摘されている。「日本の ODA は総花的で特徴が見えない，メッ

セージ性が薄い」との指摘が数多く，「戦略・プライオリティの明確化」に関する提言・教訓が最

も高い比率となっており，「プログラム・アプローチの導入」についても多くの提言・教訓が出さ

れていることが示されている。 
 
評価チームと外務省ODA評価室，国際協力局関係各課，及び JICA関係者の出席のもと，

提言を含む，評価報告書案の内容の検討が，検討会においてなされているが，その過程で，

提言を受けて対応策を検討・実施する側においてどのような問題意識をもって評価結果を受け

止めるかの認識が十分に醸成されておらず，自らの評価に対するニーズが認識されていない

ケースがあることも指摘される。そのため，評価チームが認識する改善すべき課題との摺合

せが十分になされず，課題の指摘にとどまり，具体的な改善策の提示にまで踏み込めておら

ず，また，繰り返し類似の提言が行われている場合もあるものと考えられる。 
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なお，質の高い評価結果に基づく優れた提言であっても，ODA を取り巻く環境としては，国

内外の政治情勢や外交などの外部環境・要因があり，容易には実施に移せない場合もある。

しかし，ODA 政策の策定・実施においては留意すべき事項であり，中長期的には取組を求め

られる事項である可能性が高いこともあり，そうした提言は実施可能性の高低にかかわらず，

評価結果から抽出された課題に対する必要な提言として取りまとめられているといえる。 
 

 
3－3 政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクルの連携の適切性 

3－3－1 政策レベルのPDCAサイクルの特性と政策レベルのODA評価の役割 

事業レベルのPDCAサイクルでは，ある事業の評価が実施中に行われる場合，そのフィー

ドバック先は，一義的には当該事業であり，当該事業の改善に向けて，計画の見直しや実施

体制などの見直しが行われるのが一般的であり，一つの事業についての循環したプロセスと

して管理されることから，PDCAを「サイクル」17としてとらえることが可能である。 
 
第 2 章で述べたとおり，政策レベルの PDCA サイクルにおいては，評価の実施は，政策形

成へのフィードバックを重点に置いた場合，評価の対象とする政策の対象期間が終了したの

ちに実施されるのではなく，次期政策の形成を行う以前，政策策定の準備が開始される以前

に評価結果が参照できるようなタイミングで行われることが望まれる。また，ODA 政策の結果，

すなわち協力プログラムの実施の効果・インパクトは中長期的に発現することが期待されるも

のであり，実務的には連綿と続く政策の一部のみを切り取って評価することになるものの，実

際には一連の政策の結果をとらえるのは容易ではない。政策レベルのPDCAのプロセスは，

下図に示すように，一つの政策から次の政策へと連なるらせん状のプロセスとなっており，

「サイクル」としてとらえることは困難である。 
 
政策レベルの評価は，対象となる政策の実施中に行われることから，次期政策形成への反

映のみならず，対象となる政策の実施そのものに対するフィードバックを行い，その改善にも

役立てられることから，評価のフィードバック先は複層的なものとなる。 
 
これまで，日本の ODA における政策レベルの PDCA サイクルの概念について，明示的か

つ共通認識のもとでの整理は行われてきておらず，政策レベルの PDCA サイクルにおける

ODA 評価の位置づけ・役割についても，外務省国際協力局及び ODA 評価室をはじめとする

関係者間で，明確な共通認識は形成されていないことが，本評価調査で明らかとなった。上記

の政策レベルの PDCA サイクルの特性を踏まえた上で，政策レベルの ODA 評価の位置づ

け・役割を改めて再定義することが求められる。 
                                            
17 JICA の事業評価ガイドラインでは，案件別事業評価の結果から「類似案件への教訓」を抽出することも含まれて
おり，この場合，教訓の活用を通じて，他の類似案件や今後実施される案件にフィードバックされるらせん状のプロ
セスとなる。 
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図 5：政策レベルのPDCAサイクル 

 
出所：外務省関係者及び各種資料より，評価チーム作成 
 
 
3－3－2 政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクルの連携 

日本のODAにおいては，政策レベルのD（政策の実施）と事業レベルのP（事業の計画）に

おいて密接につながっている。 
 
図6は，政策レベルのPDCAと事業レベルのPDCAのプロセスを時系列で整理したもので

ある。第2章で見たとおり，具体的には，例えば，国別援助方針（ODAの政策）に基づいて，国

際協力局主管課により，事業展開計画が策定され，それにしたがって，ODA の実施機関であ

る JICA事業部（地域部，課題部など）が個別事業の案件形成・準備を行い，事業の実施，評価，

フィードバックを行うが，これは政策レベルの D（実施）の範囲でのプロセスとなっている。この

国別援助方針の実施段階において，外務省国際協力局と JICA とは，案件別のモニタリング・

評価の結果を含め，緊密に情報共有を行い，連携しており，政策レベルの D（実施）における

事業レベルのPDCAサイクルとの連携は全体として適切に行われているといえる。 
 
加えて，政策レベルの（D）の事業展開計画の作成にあたっては，対象国の日本大使館及び
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JICA事務所が中心となる現地ODAタスクフォースにより第一案が作成されており，ODA事業

の実施を担う JICA の事業マネジメント上の経験・知見が直接的にフィードバックされる機会と

なっており，効果的な連携を行える体制がとられている。 
 
図 6：政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクルの連携（時系列） 

 
 

 

政
策
レ
ベ
ル
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル 

P：政策形成・立案 
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イニシアティブの策定 

 要望調査 
 事業展開計画の策定 
 開発協力重点方針 
 開発協力適正会議における案件の検討 
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A：フィードバック 
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評価，プログラム評価， 
スキーム別評価など） 

 今次政策実施への反映 
 次期国別援助方針・重点課題

別方針への反映 
 ODA制度改善への反映 
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 協力準備調査／ 
詳細計画策定調査 

 事前評価 
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JICAへの提言 
 類似案件への教訓 

出所：外務省関係者及び各種資料より，評価チーム作成 
 
図7は，政策レベルのPDCAと事業レベルのPDCAをそれぞれサイクルで示し，政策レベ

ルの D（実施）を通じた事業レベルの PDCA サイクルとの連携を図示したものである。いずれ

のサイクルも，数年間にわたるプロセスを経るものであり，また，ODA の政策の結果としての

効果・インパクトの発現にも数年を要することが一般的であることに留意が必要である。この

図では，政策レベルの（D）を起点として，個別事業のマネジメントが循環し，適切に機能してい

ることを明示しているが，連携はあくまで政策レベルの（D）を通じたものであり，JICA の事業

レベルの PDCA サイクル，特に，案件別事業評価の結果が，直接的に国別援助方針などの

ODA 政策にフィードバックされる体制とはなっていないことがわかる。これは，政策の実施や

その効果を得るのに長期間を要することから，個別事業のPDCAサイクルと政策レベルの（C）
ないし（D）とのタイミングを合わせることが難しいためと考えられる。 

 
現行の外務省ODA評価室が行うODA評価とJICA実施する事業評価は，明示的に連携あ

るいは連動する体制とはなっていないが，政策レベルのODA評価と事業レベルのODA評価

のそれぞれの評価結果は共有されている。また，政策レベルの ODA 評価の過程において，

関連する事業レベルの ODA 評価報告書や各種調査報告書が，ODA 政策の実施（D）や政策
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レベルのODA評価（C）に活用されているケースも見られている。 
 

図 7：政策レベルのPDCAサイクルと事業レベルのPDCAサイクル 

 
出所：外務省関係者及び各種資料より，評価チーム作成 
 
政策レベルのODA評価での事業評価結果の活用の例としては，「結果の有効性」の分析に

おいて，日本の ODA 実績とその効果の検証を行う際に，案件別事業評価の結果の参照が挙

げられる。政策レベルの ODA 評価では，「結果の有効性」の検証にあたって，時間的及び予

算的制約から，現地調査において一からデータをとって定量的な分析を行うことは難しいこと

から，既存の事業評価の結果が活用されるケースがある。 
 
しかしながら，政策レベルのODA評価に活用されている JICAによる案件別事業評価結果

の中には，技術協力プロジェクトの終了時評価の評価報告書が含まれている場合がある。終

了時評価は事業の終了前 6 か月を目途に実施されているものであり，完了時点での実績とし

て確認されたものではない。また，案件別事後評価についても，原則，終了後 3 年後を目途に

実施されているものが多く，案件の特性に合わせて事後評価時期を考慮している場合もある

ものの，過去に実施された案件別事後評価の中には，案件の効果を測定するのに必ずしも適

したタイミングではないものも含まれている。そのため，ODA 政策の結果の有効性において

は，ODA実施のアウトプットの検証のデータとしては活用できるものの，効果（アウトカム及び

インパクト）を測定するデータとしては制約がある点を踏まえる必要がある。 
 
なお，政策レベルのODA評価と事業レベルのODA評価が緩やかな連携にとどまっている

背景には，現状において，政策レベルでの目標を何をもって達成とするのか，指標の設定が

十分に行われておらず，また，具体的にそれぞれの事業（プロジェクト）がどのように貢献する

のか，政策レベルの目標と事業レベルでの目標のリンケージが明確でないことが挙げられる。

そのため，事業の効果・インパクトの指標設定が必ずしも政策目標につながらず，協力プログ

ラムレベルでの効果の検証が十分に行えない状況であることにも留意が必要である。 
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3－4 政策レベルのPDCAサイクルにおける評価結果のフィードバックの適切性 

3－4－1 外務省のODA評価による提言の活用状況 

対象により，フィードバック先，フィードバック方法，フィードバックのタイミング，フィードバッ

クの内容は異なる。以下に，対象ごとの活用状況をとりまとめる。 
 
(1) 全体 

ODA政策全体については，ODAに関する大綱への反映となる。開発協力大綱が12年ぶり

に改訂された際には，過去の ODA 評価レビューによる結果を踏まえた検討がなされた。大綱

の策定は国際協力局政策課の所管であり，政策課より過去のODA評価のレビューがODA評

価室に対し要望された。大綱改訂前にレビュー結果が ODA 評価報告書としてとりまとめられ

たことから，大綱改訂作業において参照され，報告書で示された提言のポイントは改訂された

大綱に反映されており，適切であったといえる。 
 
また，ODA 評価報告書の活用場面としては，国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イ

ニシアティブへの反映や ODA スキームの改善のほか，開発協力適正会議における評価結果

（ODA 評価年次報告書）の共有，今後の個別案件の検討の参考が挙げられる。加えて，在外

公館への翌年のODAに関わる要望調査が毎年6月に行われており，現地ODAタスクフォー

スにより評価結果は参照されている。 
 
さらに，各ODA 評価報告書は，外務省ホームページ上で広く公開されており，ODA 関係者

のみならず，広く一般に対する説明責任を果たす上でも活用されている。報告書の概要は英

文及び現地公用語でも作成されており，被援助国関係者や他ドナーなどの海外の関係者とも

共有できる体制となっている。 
 
なお，提言の有用性・適切性については，政策レベルのODA評価の実施過程において，評

価チームと外務省関係者間で協議が行われるが，評価チームが第三者の立場で分析した結

果，課題として指摘した事項について，外務省関係者との認識の相違が生じる場合もある。ま

た，過去においては，既存の制度などの変更を行わない前提での議論となるケースも見られ

た。そうした場合には，課題が把握されても，評価チームが評価結果として導き出された提言

の実効性が低いと判断し，提言の内容が抽象的になる，あるいは評価報告書への記載が見

送られてしまう可能性もある点に留意が必要である。外務省内における政策レベルのODA評

価の意義についての共通認識を醸成し，評価チームからの指摘事項に対する前向きな協議

が関係者間で行われることが望まれる。また，必要に応じて既存の制度などの変更そのもの

も視野に入れた議論を行っていくことも求められる。 
 
前述の「過去の ODA 評価案件のレビュー」においては，「戦略・プライオリティの明確化」な
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どのテーマに関する提言・教訓が多いことが示されており，ODA 評価の各種提言・教訓が，必

ずしもODA政策・実施に十分活かされているとは言えない面もあることが指摘されている。 
 

(2) 国別評価 

2011 年から原則として全ての被援助国についての国別援助方針が作成されるようになり，

国別評価の結果は，国別援助方針を策定・改訂する際に反映されることとなっている。 
 
主なフィードバック先は，国別援助方針の策定・実施を主管する，国際協力局国別開発協力

各課及び現地ODAタスクフォース（在外公館及び JICA事務所，など）である。 
 
現状の主たるフィードバックの媒体は，100 ページ前後に上る国別評価報告書である。国別

評価報告書は，対象国の状況や過去の ODA の実績などもとりまとめられていることから，

データベースとして有用性がある。また，評価報告書に基づく概要がとりまとめられているが，

主に公表を目的とするものであり，国別援助方針の作成など，実務担当者向けの執務参考資

料としての利便性に課題が見られる。 
 
ODA評価室では，ODA供与額の多い国を中心に，国別援助方針の改訂のタイミング，治安

状況など，調査の実施可能性などを考慮し，国別評価の対象候補国をリストアップし，国際協

力局主管課との選定会議を開催し，対象国を決定している。国別評価は，評価チームの選定

を含め，1 年かけて実施され，年度末（3 月末）までに評価報告書が取りまとめられる。国別援

助方針はおおむね 5 年を目安に改訂されることから，同方針が策定されてから 2 年後を目途

に国別評価が行われれば，改訂のタイミングで評価結果を効果的に反映することが可能な体

制となっている。 
 
国際的な援助の潮流や政治状況などにより，援助の重点分野，特に，サブ分野は変わって

いくものの，各国に対する援助は切れ目なく続いていくものであり，ODA 政策の効果の評価も

政策の実施後の一時点（例えば，政策実施後 3 年後，5 年後など）で見ればよいというもので

はない。したがって，評価結果を何にどのように活用するのか（例えば，政策の方向性を打ち

出す，既存制度改善を図る，支援の重点分野の見直しを行う，など），評価で検証すべき重点

項目を明確化し評価を行うことが有益な提言のとりまとめにつながり，フィードバック上，重要

なポイントとなる。 
 

(3) 重点課題別評価 

重点課題別評価の結果は，関連する分野別・重点課題別政策・イニシアティブが策定・改訂

される際に反映される。5年ごとなど定期的に改訂が行われる場合や MDGs など目標年が明

記されている場合は，ODA評価室で改訂のタイミングがフォローできることから，ODA評価の

対象としてリストアップし，主管課と協議して評価対象としている。一方で，分野別・重点課題別
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政策／イニシアティブは相当数に上り，全ての情報をODA評価室で把握するのも容易ではな

いため，作成あるいは改訂の時期に合わせたタイミングで ODA 評価の対象とできないことも

ある。 
 
2014 年度に実施された保健分野のミレニアム開発目標（MDG）の政策レベルの評価につ

いては，2015 年の目標最終年を踏まえ，ODA 評価室から ODA 評価の対象として提案した。

国際保健政策を主管する，国際保健政策室でも，「国際保健政策 2011～2015」の期限が来る

タイミングであり，評価結果を戦略的に活用する方針であったことから，政策レベルのODA評

価として実施されるに至り，評価結果は，「平和と健康のための基本方針」に反映された（囲み

3を参照）。 
 
なお，重点課題別・分野別政策／イニシアティブの実施（施策の作成）は，国別開発協力各

課となるため，重点課題別評価で得られた留意点などは国別開発協力各課にもフィードバック

されるべきである。 
 
フィードバックの媒体としては，国別評価と同様，評価報告書のみであり，フィードバックの

媒体としての利便性，特に，国別開発協力各課での分野別・重点課題別の留意点については，

執務参考資料としての参照性を考慮した工夫が望まれる。 
 

(4) セクター別評価 

セクター別評価の結果は，評価対象となった国の国別援助方針及び事業展開計画，並びに

ODA 事業の案件形成・実施にフィードバックされる。主なフィードバック先は，評価対象となっ

た国を所管する国際協力局主管課及びODA事業を実施する JICAである。 
 
セクター別評価では，対象国のセクターを絞った検証が行われるため，対象セクターにおけ

るODAの方針やODAの実施における具体的な課題が把握されやすい。一方で，「結果の有

効性」の検証においては，対象国で当該セクターの状況を把握するためのデータ整備・管理が

不十分であったり，日本が支援した案件に関連して収集されたデータが評価において活用で

きる状態になかったといった制約のため，定量的な検証が十分に行えないという課題も見られ

た。提言への対応策を検討・実施すべき国際協力局主管課からは，より具体性が高く，有益な

評価結果に基づく提言を導き出すには，定量的な分析の強化が必要であるとの指摘がなされ

ている。 
 

(5) スキーム別評価 

ODA スキームに関する評価の結果は，対象となったスキームに関わる制度，実施体制，運

用などの改訂や改善として反映される。ODA 事業の実施機関は JICA であることから，JICA
における事業実施の選定基準などにも反映されている。ODAスキームの評価の対象としては，
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行政事業レビューで指摘された事項が選定されることが多い。ODA 評価をより効果的に実施

するという観点からは，ODA 評価の実施のタイミングは，行政事業レビューなどで指摘される

前が望ましく，ODA 評価により課題を把握し，それに対応するため，評価結果に基づく改善へ

の提言がまとめられ，ODAスキームの改善が行われることによりODA評価の有用性が高ま

ると考えられる。 
 
「草の根技術協力に関する評価」（2015年2月）は，2014年度行政事業レビューにおいて言

及されたコメントを踏まえつつ実施された。行政事業レビューと第三者評価の結果，NGO など

との協議などを行い，草の根技術協力事業として対象とすべき案件を選定する際の要件の見

直しなど，制度改善が図られている（囲み 4参照）。 
 
フィードバックの媒体は，他の政策レベルの ODA 評価と同様に評価報告書である。なお，

スキーム別評価は，行政事業レビューにおける指摘事項への対応の一環として実施されるこ

ともあるため，評価結果としての提言（課題に対しどのように改善を図るかという対応策）につ

いては，行政事業レビューの結果としても外務省により公表される。 
 
 

3－4－2 外務省のODA評価の提言の活用による効果とフィードバックの適切性 

ODA評価の結果として導き出された提言については，評価報告書最終化後3～6か月後を

目途にフィードバックが行われている。国際協力局主管課は，評価報告書で提示された提言に

ついて当該 ODA 評価案件が実施された翌年度の 5～6 月にかけて検討し，7 月のフォロー

アップ会議で対応策を確定し，実施している。提言についての対応策の実施状況については，

ODA 評価室が国際協力局主管課に対しフォローを行い，対応策が確定した翌翌年度の ODA
評価年次報告書に掲載され，公表されている。すなわち，ODA 評価室によってフォローアップ

状況が確認されている期間は，現状ではODA評価終了後2年間となっている。例えば，2013
年度の評価案件のフォローアップ状況は，2015年度ODA評価年次報告書に掲載された。 

 
なお，提言の中には中長期的に対応すべき事項も含まれているものの，これらの実施状況

については，ODA 評価室によるフォローの対象とはならっていない。そのため，ODA 評価年

次報告書には記載されないが，提言への取組はその重要性を踏まえて国際協力局主管課が

取組を行っている。また，国別評価では，次期国別評価が実施される際に前回の国別評価で

の提言の実施状況についての検証が行われている。 
 
国別援助方針については 5 年ごと，分野別・重点課題別政策・イニシアティブの改訂は 5～

10年ごとに政策のレビュー・改訂が行われるが，主管課の担当者は2～3年で異動するため，

政策のPDCAサイクルにおいて同じ担当者が一貫して携わることはない。ODA評価のプロセ

スに関わった担当者が政策立案への反映を含め，提言の実施に中長期的に関わることは困
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難であり，提言への対応を中長期的に行い，フォローアップの状況をモニタリングしていくには，

組織としての仕組み・システムが必要とされる。 
 
 



 

76 

 
囲み 3:評価結果の政策へのフィードバックの事例 

平成26年度「保健関連ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた日本の取組の評価」平成27年2月 
 
 

1．評価報告書の提言内容 
同評価報告書の提言では，以下の 3 つの提言が行われ，前掲政策文書における，地域や分野の選択と集

中，ドナー間協調，アフリカなどへの支援の拡大に反映されている。 
 
提言1：地域的「選択と集中」 
必要度が高く，かつ，他ドナーや自国政府も十分な資源を投入していない地域に対して，分野横断的な介入を

行うことが有効である。 
 
提言2：地域アプローチによるユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）への寄与 
各ドナーが注力する地域を分担して，担当地域の保健サービス向上を目指すことにより，結果として，全国の

保健サービスの普及（すなわち UHC）が達成される可能性がある。ドナー間コーディネーションを行い，保健支

援のニーズの高い地域の保健サービス支援を，ドナーが分担することによって，より効率的な保健サービス支

援拡大が可能になると考えられる。 
 
提言3：サブサハラ・アフリカでのプレゼンスの向上 
もっとも大きな改善が必要とされているのは，現在保健水準の低いサブサハラ・アフリカや紛争国であるが，評

価では，日本の保健関連 ODA の配分が近隣のアジア諸国に手厚いことが明らかになった。今後は，そのアジ

ア諸国と協力して，より保健水準の低いアフリカなどの国々へと，これまで実施してきた支援を広げるべきであ

る。 
 
2．評価報告書提言の政策への反映 
評価結果が次の政策を策定するタイミングで出され，健康・医療戦略推進本部決定（平成 27 年 9 月 11 日付）

の「平和と健康のための基本方針」の「3. 支援を実施する上での原則と体制」に反映された。 
 
同基本方針では，同評価報告書の提言を踏まえ，「実施地域や分野の選択と集中，ドナー間協調を行い，より

効果的な保健サービス支援の拡大を行うとともに，これまで支援してきたアジアなどの諸国とも協力しながら，

より保健水準の低いアフリカなどの諸国や紛争や災害により脆弱な状況に置かれた国へ協力の幅を一層広げ

る。」としている。 
 
3．考察 
「平和と健康のための基本方針」は総理大臣を本部長とし，全ての国務大臣が本部員である健康・医療戦略推

進本部の政策である。開発協力大綱の保健分野の課題別政策と位置づけられる。本基本方針以前の保健政策

は，「国際保健政策2011－2015」及び「国際保健外交戦略」であるが，「国際保健政策2011－2015」の政策対象

期間が切れる時期が2015年12月末であったためその1年前（2014年末頃）に次の政策の骨子の作成が開始

されている。ODA評価は，2015年がMDGsの最終年ということもあり，ODA評価室からは，2014年度の重点

課題別評価の対象として実施が提案された。政策を主管する外務省国際協力局国際保健政策室が，評価結果を

戦略的に活用できるタイミングを念頭に，評価室からODA評価を提案・実施されているが，次期政策を策定する

タイミングがはっきりしていたことから，評価のタイミングを合わせやすかったといえる。政策策定（平成 27 年 9
月）に併せて評価に基づく提言（平成 27 年 2 月）が時宜を得て行われておい，PDCA サイクルの C（評価）から

A（反映・改善），そして P（政策決定）へと，提言の政策への反映が円滑に機能したグッドプラクティスと考えられ

る。 
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囲み 4：評価結果の政策へのフィードバックの事例 

平成26年度「草の根技術協力に関する評価」（平成27年2月） 
 

1．評価報告書の提言内容 
同評価報告書の提言では，8 項目の提言が行われているが，以下の事業の有効性を高めるための 4 つの提

言が上記政策と特に密接に関連している。 
 
提言1：幅広い市民の力をさらに広げるための「草の根協力支援型」の見直し 
中小規模の団体の参加を促し，国際協力に参加する市民の多様性を確保するために，中小規模団体のニー

ズや課題に則した新しい枠組みを設けるべき。その際には既に提供されている案件形成時の事前コンサル

テーションに加え，中小規模団体の能力強化に必要な活動を支援の対象として組み込む必要あり。 
 
提言2：NGOなどの持続性の向上 

NGO などの外部資金への依存などを生まないよう，持続性に配慮する必要あり。具体的には，NGO などの

これまでの活動実績に見合った提案上限額にするなど，NGO側とも協議しつつ，制度の改善を図る。 
 
提言3：評価の質の向上 
市民の開発課題への関心向上，開発協力への理解・参加の促進，また当該案件の課題を他案件の教訓とす

ることをめざし，「草の根パートナー型」案件の終了時評価結果を全て公開する。 
 
提言4：国内と海外の経験・教訓を双方向にいかす方策の必要性 
国際協力で得た経験や知見を地域社会に還元するために，団体から提案があった場合には，JICA が提供す

る資金の一部を，地域活性化に貢献する活動に充てることができる仕組みの構築が必要。 
 
2．評価報告書提言の政策への反映 

2014年（平成26年）度行政事業レビューにおける指摘及び本レビューを踏まえて実施された本ODA評価の

結果，NGO などとの協議などを踏まえて，以下の制度改善が打ち出されている（2015 年 6 月 11 日 JICA 国内

事業部による 2015年第1回NGO-JICA協議会資料）。 
 
(1) 「より多くのNGOが参加できるような制度への改善」に関連した検討 
行政事業レビューにおいて，より多くの NGO が参加できるような制度改善を図るべきとのコメントが出され，

本 ODA 評価の結果，中小規模団体のニーズや課題に応じた制度改善を図るべきとの提言がなされた。この結

果，以下の制度改善が提示された。 
 小規模金額メニュー（事業の規模と期間：3年間で1,000万円（従来は2,500万円）を上限）の設置：団体の

持続性に配慮すべく，案件形成に関わるコンサルテーションと審査の強化を図る。 
 現行草の根協力支援型・草の根パートナー型の統合：直近 2 年の開発途上国・地域への協力活動の支出

実績に応じた額を提案上限額（従来は，直近2年の直近2年間の支出実績の年平均額）とすること，全案件

について終了時評価表の公開（従来は，5,000 万円を超えるパートナー型案件について HP 上で公開）な

ど 
 
(2) 「NGOによる国内での事業展開への支援」に関連した制度見直し方針 
行政事業レビューにおいて，国内の他の施策，事業効果の検証を行った上で，考え方を整理すべきとのコメン

トが出され，本ODA 評価の結果，これまでの案件の中で地域活性化に貢献した事例も存在していたため，仕組

みを構築すべきとの提言がなされた。これを踏まえ，以下の制度改善が提示された。 
 対象範囲：草の根技術協力事業案件の実施を通じ，対象国において培った経験を踏まえ，日本の地域社

会が直面する課題解決にも貢献する活動や開発途上国における経験を日本国内に還元する活動を含む

事業の慫慂。 
 対象とする経費及び上限額：事業経費総額の 10％。 
 募集・選考方法：当該活動が含まれる場合には，審査項目「市民参加協力の観点」に加点。 
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3．考察 
本評価は特定の援助スキームを評価対象とするスキーム別評価として，JICAの運営交付金事業の一形態であ

る草の根技術協力事業を評価対象とした評価である。評価では，以下に示す 2014 年度行政事業レビューのとり

まとめコメントを踏まえつつ，本スキームの改善点や今後目指すべき方向性に関して，提言や教訓を得ることを目

的として実施された。 
 

2014年度行政事業レビューのとりまとめコメント 
 NGO の育成のため，草の根技術協力の第三者評価を実施して検証を行い，その結果を踏まえて，NGO

側の持続性及び他のスキームとの重複にも留意しながら，より多くの NGO が参加できるよう，制度的な

改善を図るべき。 
 NGO による国内での事業展開への支援については，国内のほかの施策，これまでの事業の効果の検

証を十分に行った上で，考え方を整理する必要がある。 
 
本評価は行政事業レビューでの指摘と同レビューを踏まえて実施されたスキーム別評価であり，評価に先立

ち，提言活用の方向性と方法が具体的に定まっていた評価といえる。提言（平成27年2月）を受けて，上記JICA
国内事業部の資料（平成27年6月）に見られるように制度改善が打ち出されており，政策レベルのPDCAサイ

クルのC（評価）からA（反映・改善），AからP（政策決定）を経てD（実施）へと流れ，次に政策レベルのDを通じ

て，事業レベルのPDCAサイクルのP（計画）への連携が円滑に機能したグッドプラクティスと考えられる。 
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囲み 5:評価結果の政策へのフィードバックの事例 

平成26年度「過去のODA評価案件（2003～2013年度）のレビュー報告書」（平成26年6月） 
 

1．評価報告書の提言内容 
同評価報告書では，ODA 政策及び ODA 実施に関する提言が行われているが，その中でも以下の点に開発

協力大綱との関連性を認めることができる。 
 
(1) ODA政策に関する提言 
（ア）援助戦略・方針の一層の明確化 
援助戦略・方針の問題に関する提言・教訓は数多い。日本が強みを有し，比較優位性が高い分野での支援

を，ほかの外交手段との連携も考慮しながら，積極的に策定するなど，具体的でメッセージ性のある援助の戦

略・方針を一層明確に示し，可能な限り指標も設定することが望ましい。 
（イ）民間など他アクターとの連携と協調の更なる促進 
国際機関，地方自治体，民間企業，大学，NGO（非政府組織）などとの協力・連携関係を更に拡充すべきであ

る。特に，民間との連携については，一層の取組強化を図る必要がある。これらを上位政策で打ち出すととも

に，連携を促進する制度設計及び現地機能の強化なども検討する必要がある。 
（ウ）多様な支援対象国（高中所得国，ポスト・コンフリクト国／脆弱国など）に応じた援助方針策定 
多様な支援対象国への援助方針では，南南協力，広域開発，経済連携，平和構築，外交的な重要性など当該

国の開発にとどまらない多様化した課題への対応なども明確に示すべきである。 
 

(2) ODA実施に関する提言 
ODA評価結果の一層の活用 

ODAの戦略的・効果的実施のため，本レビューで得られた提言・教訓を，今後のODA政策策定・実施に活か

すとともに，個別のODA評価結果及び提言などが確実に次の援助などに反映され，PDCAサイクルを回す鍵と

なる仕掛けを工夫・強化する必要がある。 
 

2．評価報告書提言の政策への反映 
平成26年中を目処に，ODA大綱の見直しが行われることを踏まえ，過去約10年間（平成15年度～平成25

年度）に実施した外務省 ODA 評価（政策レベル評価：国別評価及び重点課題別評価）を対象に，評価結果及び

提言・教訓の分類化と体系化，ODA 大綱を切り口としたレビュー，日本外務省と他ドナーとの評価体制・手法に

関する比較を実施し，ODA 大綱の見直し検討，今後の ODA 評価における課題や方向性検討などに資するレ

ビューが行われている。 
 
平成 27 年2 月 10 日に閣議決定された「開発協力大綱」には，上記ODA 評価案件のレビューでの提言が考

慮されたと思われる箇所が，同大綱 III 実施 に散見される。例えば，同大綱の「(1)実施上の原則」には，提言に

て言及された ODA 戦略の明確化，多様な支援対象国に応じた国別援助方針策定，他のアクターとの連携の促

進，ODA評価の活用といったポイントが以下のとおり織り込まれていると考えられる。 
 

(1) 実施上の原則 
ア. 効果的・効率的な開発協力推進のための原則 
（ア）戦略性の強化 
我が国の開発協力の効果を最大化するためには，政府・実施機関が一体となり，様々な関係主体とも連携し

つつ，我が国の有する様々な資源を結集して，開発協力の政策立案，実施，評価のサイクルに一貫して取り組

むという戦略性を確保することが重要である。 
政策立案に際しては，開発協力が刻々と変化する国際情勢を踏まえた戦略的かつ機動的対応が要求される

外交政策の最も重要な手段の一つであることを十分認識する必要がある。この観点から，開発途上国を始めと

する国際社会の状況，開発途上国自身の開発政策や開発計画及び支援対象となる国や課題の我が国にとって

の戦略的重要性を十分踏まえ，必要な重点化を図りつつ，我が国の外交政策に基づいた戦略的かつ効果的な

開発協力方針の策定・目標設定を行う。また，開発協力方針の明確化のため，本大綱の下に，課題別政策，地域

別政策，国別政策などを位置付ける。 
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開発協力の実施に際しては，政府及び政府関係機関が有する資源を最大限に活用すべく，ODAとODA以外

の資金・協力と連携を図るこで相乗効果を高める。また，外交政策上の観点及び開発協力の効果・効率性の向

上ため，技術協力，有償資金協力，無償資金協力を有機的に組み合わせるとともに，迅速性の向上や協力のた

めの諸制度改善，柔軟な運用に努める。 
評価については，協力の効果・効率性向上に加え，国民へ説明責任を果たす観点からも重要であることを踏

まえ，政策や事業レベルでの評価を行い， 評価結果を政策決定過程や事業実施に適切にフィードバックする。

その際，成果を重視しつつも，対象の特殊性やそれぞの事情を考慮した上で評価を行う。 また，外交的視点か

らの評価の実施にも努める。 
 
（イ）日本の持つ強みを生かした協力 
高度成長や急速な人口動態の変化を経験し，様々な課題を乗り越えつつ，今日まで歩みを進めてきた我が国

は，その過程の中で，人材，知見，先端技術を含む優れた技術及び制度を培ってきた。これらを活用すること

は，開発途上国が今日及び将来直面する同様の課題への対処にとって有用であり，我が国に対する期待も大き

い。 
 
また，同大綱の「(2) 実施体制」では，様々な主体との互恵的な連携について，以下のとおり触れられてい

る。 
 

(2) 実施体制 
イ. 連携の強化 
現在の国際社会では，開発途上国の開発にとって，政府以外の多様な主体がますます重要な役割を果たす

ようになっていることを踏まえ， 政府・政府関係機関による開発協力の実施に当たっては，JICA とその他の公

的資金を扱う機関との間の連携を強化するともに， 民間部門を含む多様な力を動員・結集するための触媒とし

ての役割を果たせるよう， 様々な主体との互恵的な連携を強化する。 
（ア）官民連携，自治体連携 
（イ）緊急人道支援，国際平和協力における連携 
（ウ）国際機関，地域機関などとの連携 
（エ）他ドナー・新興国などとの連携 
（オ）市民社会との連携 

 
3．考察 
平成26年はODA開始60周年にあたる。平成4年（1992年）に閣議決定されたODA大綱は，平成15年（2003
年）に改訂されて以降，ODA 政策の根幹を規定する文書として重要な役割を果たしてきた。ODA 大綱改定後，

10 年以上が経ち，日本及び国際社会が大きく変化し，ODA に求められる役割も様々に変化する中，ODA は新

たな進化を遂げるべきであるという観点から，外務省では平成26年（2014年）3月にODA大綱見直しに関する

有識者懇談会を設置し，平成26年中をめどにODA大綱の見直しを行うことを発表している。外務省国際協力局

政策課では，新しい開発協力大綱の策定にあたり，過去のODA評価をレビューすべきとの議論があり，同課の

要望として，平成 15 年から平成 25 年度分の第三者評価のレビューが実施された。上記レビューを踏まえて，

ODA 戦略の明確化，多様な支援対象国に応じた国別援助方針策定，他のアクターとの連携の促進といったポイ

ントが大綱に反映されることになった。すなわち，本ODA評価では，ODA開始60周年にあたる平成26年中の

ODA 大綱の改定に資するという明確な目的が設定されていた。このような背景のもとで，政策レベルの PDCA
サイクルのC（評価）からA（反映・改善），そしてP（政策決定）への流れが円滑に機能したグッドプラクティスと考

えられる。 
 

 

 
 



 

81 

第4章 結論と提言 

本章では，ODA 評価制度を中心とする政策レベルの PDCA サイクルに関する評価結果を

結論としてとりまとめ，前章までの分析から把握された課題やグッドプラクティスを踏まえ， 
 
 今後の政策レベルのODA評価体制 

 ODA評価ガイドライン 

 政策レベルのODA評価による提言のフィードバック及び活用 

への提言を行う。 
 
 

4－1 結論 

政策レベルの PDCA サイクルにおいて，外務省 ODA 評価室が所管する，政策レベルの

ODA 評価は，実施体制及び評価対象の選定，評価のデザイン，評価のマネジメントの観点か

ら，おおむね適正に運用されていると判断される。政策レベルの ODA 評価は，評価としての

客観性，透明性，公平性を確保するため，第三者評価として実施される体制が整備されている。

また，ODA 評価ガイドラインにより標準的な評価の枠組みが示されており，第三者で構成され

る評価チームはこれに沿って評価を行い，評価結果及び提言が取りまとめられている。これ

は，国民や被援助国関係者，その他関係者に対する説明責任の面から適切であるといえる。

同時に，国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イニシアティブへの反映を含む，ODA の

改善に向けたフィードバックの観点からも，自己評価では得られない分析や提言が，第三者に

よる評価として示されることは有益であると判断される。しかし，外交の視点からの分析では，

公開情報に基づく分析にならざるを得ないという側面もあり，第三者による政策レベルでの評

価の特性と制約があることが明らかとなった。 
 
加えて，政策へのフィードバックに資する評価結果及び提言を導き出すという観点では，政

策レベルの ODA 評価は内容・質の面でばらつきが見られ，評価の分析の視点や手法につい

て改善が求められる。評価項目で見ると，「開発の視点からの評価」においては，「政策の妥当

性」については，既存の政策文書に沿って目標体系図が作成され，情報源及び明確な根拠に

基づく検証が標準化されて行われているが，「結果の有効性」及び「プロセスの適切性」につい

ては，評価の対象や評価者によってばらつきがみられ，定量的な分析が不十分なケースや

データ・情報源の偏りや評価分析の根拠が十分示されていないケースも散見された。特に，

「結果の有効性」は，本来，国別援助方針などの政策で示された政策目標に対し，実施された

施策（協力プログラム）及び事業（プロジェクト）により，どの程度達成されたか，達成された要

因は何かを明らかにすることが求められると考えられるが，こうした観点からの分析・検証は
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十分行われているとは言えない状況である。また，「外交の視点からの評価」の分析において

も，情報量や分析の内容・深度は，評価者によるばらつきが大きかった。 
 
政策レベルでのPDCAサイクルは，一つの政策から次の政策にらせん状に連なるプロセス

となっている。通常，評価対象となる政策の実施中から，次期政策の形成・立案プロセスが開

始され，評価自体も対象となる政策の実施中に行われることになる。評価結果のフィードバッ

クも，実施中の政策の改善に役立てられると同時に，次期政策形成に反映されることにもなり，

フィードバック先は複層的なものとなる。こうした政策レベルの PDCA サイクルの特性につい

て，ODA 評価室及び国際協力局をはじめとする関係者間で明確な共通認識は形成されてい

なかった。また，政策レベルのODA評価の結果としての提言については，国際協力局各課が

対応策を策定し，実施するとともに，その実施状況については ODA 評価室がフォローを行い，

ODA 評価年次報告書を通じて公表するという体制がとられているが，提言に対する対応策の

結果の検証や，中長期的な取組が求められる提言についての明確なフォローアップのシステ

ムは現状では整備されていない。 
 
政策レベルのPDCAと事業レベルのPDCAとの連携についてみると，政策レベルのD（実

施）を起点として，JICAが所管する個別のODA事業のマネジメントが適切に循環し，機能して

いることが確認された。特に，現地ODAタスクフォースを通じて効果的な連携を行える体制が

とられているが，政策の実施やその効果を得るのに長時間を要することから，個別事業の

PDCAサイクルと政策レベルのC（評価）及びA（改善）のタイミングとを合わせることは難しい。

また，政策レベルのODA評価と事業レベルのODA評価は，それぞれの結果が共有されるに

とどまっており，政策レベルの目標と事業レベルの目標のリンケージが十分に明確にされて

いないため，事業の効果・インパクトの指標設定が必ずしも政策目標にリンクしておらず，協力

プログラムレベルでの結果の有効性の検証が十分に行えない状況にある。 
 
全体として，説明責任の観点からはおおむね適切な体制がとられ，かつ，適正な政策レベ

ルのODA評価が実施されていると判断されるが，政策へのフィードバックに資する評価結果・

提言を導き出すという観点では，定量的な分析が不十分であったり，評価分析の根拠が十分

しめされていないといった課題がみられた。また，実施中の政策と次期政策形成に対する複

層的なフィードバックが求められている。政策レベルの ODA 評価においてどのような課題を

重点的に分析し，活用するのか，評価の位置づけ・役割について再定義を行った上で，実施す

べきタイミングや評価の範囲，分析手法，フィードバックの体制について改善の余地があると

判断される。 
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4－2 政策レベルのODA評価体制への提言 

4－2－1 第三者評価としての政策レベルのODA評価の目的の重点化 

政策レベルの ODA 評価の客観性，透明性，公平性の確保のため，第三者評価として継続

することは，今後も必要不可欠であることが確認された。一方で，第三者評価の利点とともに，

評価上の限界や制約も確認されたことから，第三者評価の特性を踏まえ，第三者評価による

政策レベルのODA評価の目的をより明確化することが求められる。 
 
第三者評価では，評価の専門家や評価対象となる国，分野の専門家が評価チームとして分

析にあたることにより，ODA政策へのフィードバックの観点から，特に，「開発の視点からの評

価」における「結果の有効性」や「プロセスの適切性」といった評価項目については，外務省関

係者による自己評価では得られない評価分析結果やそこから導き出される提言を得ることが

期待される。同時に，ODA 政策へのフィードバックが強化されることで，政策レベルの PDCA
サイクルがより適切に機能することにもつながり，説明責任の更なる向上にもなると考えられ

る。一方で，「外交の視点からの評価」における分析については，第三者が検証することで説

明責任の確保に寄与するものの，検証可能な情報は公開情報に限定されることから，第三者

では，外交のツールとして ODA がどのように役立てられ，貢献したかという評価を行うことは

困難であり，限られた範囲での検証となることを念頭に置いておく必要がある。  
 
実務的な側面からも，政策レベルのODA評価の調査期間及び予算には限りがあり，また，

政策レベルのODA評価を所管するODA評価室の人員にも限りがある。こうした時間的，予算

的，人的投入に制約がある中で，第三者による政策レベルの ODA 評価の有益性を最大限に

高めるには，評価の目的に合わせて評価の範囲・視点を絞り込み，分析を深め，その質を上

げることが不可欠である。したがって，現行の政策レベルのODA評価において既に説明責任

が確保されていることを前提として，今後はPDCAサイクルにおける政策レベルのODA評価

の主たる目的を「ODA政策形成へのフィードバック」を重点とし，その結果として説明責任の更

なる向上を目指すというアプローチへの移行が求められる。 
 
 

4－2－2 政策レベルのODA評価に係る中期的な評価計画の策定・実施 

より優先度の高い評価案件を選定し，評価の目的に即したタイミングで評価を実施するため

には，ODA 政策へのフィードバックの主たる実施者となる国際協力局各課において，積極的

に評価結果を活用するという認識が醸成されることが不可欠である。また，既存の制度を前提

として評価結果を受け止めるのではなく，既存の制度の改善も含めた評価結果の活用も念頭

に，国際協力局関係者による政策レベルのODA評価への関与を高めることが求められる。 
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具体的には，政策レベルの ODA 評価案件の選定段階において，国際協力局各課は，政策

レベルの ODA 評価においてどのような課題を重点的に分析し，政策にフィードバックすべき

かを明確にし，評価結果を有効に活用できるタイミングについても，自ら検討することが求めら

れる。政策レベルのODA評価の提言の実施者としての国際協力局各課とODA評価室との十

分な協議・検討の時間を確保できるよう，ODA 評価案件の選定プロセスを前倒しとすることも

一案である。例えば，前年の ODA 評価の提言の対応策とフォローアップ状況の公表後に，前

年のODA評価の提言の活用状況も踏まえ，ODA評価の有用性をより高める方法についての

議論から始めることが望ましい。併せて，現在，ODA 評価室では，3～5 年間の中期的な評価

計画を策定し，年度毎に見直しを行い実施することを検討しているが，評価結果の活用を国際

協力局関係各課で意識づけするとともに，より良いタイミングで評価を実施するためにも有効

な方策といえる。また，そうしたプロセスに先立ち，ODA 評価室により，公式あるいは非公式

な形式で，政策レベルのODA評価の在り方や評価結果（提言）の活用に関する勉強会やワー

クショップなどを開催し，政策レベルの ODA 評価に関わる国際協力局関係者の意識を醸成す

る取組も求められる。 
 
 

4－2－3 「目標体系図（ロジックモデル）」の活用強化による評価可能性及び政策への

フィードバックと説明責任の向上 

政策レベルのODA評価においては，目標体系図を作成し，検証を行うこととなっているが，

現行の体制では評価者が評価時点に「目標体系図」を作成しており，政策形成時点の「目標体

系図」と実績との比較は行われていない。国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イニシ

アティブなどでは，政策が掲げる目標について何をもって達成度を測るか，指標が十分に設定

されていないケースが多く，「結果の有効性」の評価の制約にもなっている。 
 
また，政策の妥当性の検証においては，目標体系図に基づいた分析が行われているが，結

果の有効性やプロセスの適切性の検証においては十分に活用されているとは言えず，日本

の ODA の実施と効果の因果関係や日本の ODA のプライオリティ付けや重点分野の選定の

プロセスが明確に分析されていないケースが散見されている。特に，結果の有効性やプロセ

スの適切性の分析において，第三者評価の質及び有用性を高めるにあたっては，政策立案を

担う国際協力局各主管課において，政策モニタリングが行われ，モニタリングで得られた情報

を活用することも重要である。 
 
国際協力局主管課により，政策形成段階で「目標体系図」が作成され，第三者評価として「目

標体系図」に基づいた実績の検証が行われることで，計画に対する実績の説明責任の強化が

図られる。また，政策立案・実施を行う国際協力局主管課により，「目標体系図」に基づく政策

モニタリングが行われ，評価者により，評価時点において協力プログラムの効果及び波及効

果に基づき「ODA 政策の結果を示す体系図」を作成し，これと政策形成段階で作成された「目
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標体系図」との比較分析が行われることで，ODA 政策と結果との因果関係の分析の精度を高

めることが求められる。そうした政策の結果に関する分析に基き政策へのフィードバックの改

善を図るとともに，評価対象である政策の実施の結果についての説明責任を高めることにつ

ながることが期待される。 
 
加えて，政策形成段階で国別援助方針や分野別・重点課題別政策／イニシアティブの「目標

体系図」を作成し，可視化することで，どの事業（プロジェクト）がどの協力プログラムに位置づ

けられ，どの協力プログラムがどの政策目標（小目標→中目標→大目標）につながるのかが，

明確になる。作成された「目標体系図」を活用することで，政策立案者と事業実施者が共通の

認識を持ち，政策レベルの目標と事業レベルの目標を関連付けて管理を行うことが可能となり

評価可能性の向上につながる。事業レベルの目標管理としては，個別案件の文書において，

協力プログラムレベル（小目標）及び重点分野（中目標）を明記することで，政策レベルのODA
評価を行う際に，評価者の恣意性を低減することにもつながる。  

 
なお，3-2-1 で見たとおり，重点課題別評価やスキーム別評価を行う場合には，評価時点に

おいて目標体系図を作成することが困難なケースが多い。今後はあらかじめ，政策形成段階

から政策実施段階において，国際協力局内で政策立案を主管する課室と政策実施を主管する

課の双方での協議・情報共有を行い，施策として位置づけられる「協力プログラム」を明確にし，

可能であれば「目標体系図」を作成することが求められる。政策形成段階において「目標体系

図」が作成されていない場合には，作成できなかった理由を明記する。分野別・重点課題別政

策／イニシアティブ全体を対象とした結果の有効性の検証は困難であることが想定されること

から，ケーススタディを中心とする評価とすることを提案する。その場合，可能であれば，政策

へのフィードバックを得られやすいよう，複数のケーススタディ対象の国への分野別・重点課

題別政策／イニシアティブに基づく協力プログラムを踏まえて「目標体系図」を作成し，政策の

妥当性，結果の有効性，プロセスの適切性の検証を行い，対象国間での違いについても分

析・把握することが望ましい。 
 
同様に，日本の ODA による支援があまり大きくなく，日本が主要ドナーでない国の国別評

価を行う際にも，「目標体系図」の活用において留意が必要である。日本が主要ドナーでない

場合，当該国の開発における日本の ODA の貢献度は，他ドナーによる支援など外的要因の

影響を受ける度合いが大きくなる。すなわち，日本の ODA の実績と目標体系図における重点

分野（中目標）及び基本方針（大目標）の因果関係の検証は困難になることが想定される。した

がって，そうした場合には，当該国における日本の ODA の位置づけを明確にした上で，重点

分野や基本方針の達成にどのような要因が影響するのかについても，評価において明らかに

することが求められ，そうした制約を明記した上で，評価可能性の観点から協力プログラムレ

ベルでの分析を中心にすることが適切であると考えられる。 
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政策形成段階での「目標体系図」の作成は，国際協力局関係各課の ODA 評価に対する積

極的な活用に向けた認識の醸成のプロセスともなりうることから，「目標体系図」の作成に対し，

ODA評価室による支援も望まれる。 
 

 
4－2－4 JICA による事業評価との連携と評価結果の効果的な活用による協力プログラ

ムレベルでの検証の充実 

国別評価や重点課題別評価の「結果の有効性」の分析において，各ODA 事業によるアウト

プットレベルの検証にとどまり，ODA政策の実施の結果としてのアウトカムレベルでの効果の

検証が客観的かつ定量的に検証することが困難なケースが多い。また，セクター別評価及び

スキーム別評価においても，各 ODA 案件の実施を踏まえた分析が行われているものの，対

象案件に実施中の案件が含まれていたり，あるいは案件別事後評価により事業の結果が検

証されていない案件が含まれており，「結果の有効性」の検証においては評価可能性に課題

が見られる。 
 
政策レベルの ODA 評価における「結果の有効性」の評価可能性を向上させ，検証の精度・

質を上げるためには，政策レベルの ODA 評価と事業レベルの ODA 評価の連携が不可欠で

あり，JICA と連携して，JICA で実施している事業評価結果，特に，案件別事後評価のデータ・

情報を効果的に活用し，協力プログラムレベルでの「結果の有効性」の検証を充実させること

が求められる。 
 
JICAは，原則，有償資金協力，無償資金協力，技術協力プロジェクトの協力金額2億円以上

の案件を対象として，案件別事後評価を 2008年から実施しており，これにより，既に相当な件

数の案件の効果などに関する膨大なデータ・情報が蓄積されている。こうした事業レベルの評

価情報を効果的に活用し，協力プログラムレベルで検証を行うことにより，より有効な「ODA政

策の結果の有効性」の検証が可能となることが期待される。また，政策レベルの ODA 評価で

の「結果の有効性」の検証で求められる，重点分野（中目標）の達成度検証のための指標の設

定・充実につながることも期待される。 
 
将来的には，政策レベル及び政策プログラムレベルでの評価の精度を高めるため，重点的

な評価対象となる分野あるいはサブ分野において，JICAにより案件別事後評価が実施された

案件をベースに協力プログラムレベルで「結果の有効性」の検証を行う，という評価デザインを

検討することも一案である。 
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4－3 ODA評価ガイドラインへの提言 

4－3－1 政策レベルのODA評価の目的の重点化に基づく評価範囲・項目の絞り込み 

上記のとおり，外務省ODA 評価室によって実施される，政策レベルの ODA 評価予算が限

られている中，ODA 政策に反映すべき有用性の高い評価結果を得るためには，評価を効率

的かつ効果的に実施する必要がある。また，そのためには，上述のとおり，ODA 評価全体の

目的を ODA の管理改善（政策へのフィードバック）に重点化し，その結果として更なる説明責

任の向上を図るというアプローチを取ることが望ましい。したがって，政策へのフィードバック

に活用することを明確化した上で，ODA 評価案件ごとに具体的にどのような政策へのフィード

バックが求められるかを明示し，かつ，評価範囲及び評価項目を絞り込むことが求められる。 
 
評価範囲及び項目の絞り込みにあたっては，以下の事項への考慮が求められる。 
 

 現行では，対象期間（5～10年）の当該国の全ての開発計画の変遷や日本のODAの実績

をとりまとめているが，短期間に膨大な量の情報を整理することはかなりの負荷を伴うこ

とから，予算や調査期間上の制約も考慮し，政策形成段階で作成される「目標体系図」に

基づいて，検証すべき重点分野の絞り込みを行い，情報を整理し，分析を行う。特に，「結

果の有効性」については，重点分野の支援の効果及び政策目標への貢献をできるだけ定

量的に示せる分野に着目して，分析対象とすべき，分野あるいはサブ分野を選定すること

が望ましい。 

 「プロセスの適切性」については，政策策定プロセスの適切性の評価が一部形式化してい

ることに加え，関係者・関係機関との連携や協調のプロセスについての評価が不十分で

あることが指摘されており，本評価調査でも情報収集・分析や評価の根拠が不十分であっ

たり，偏りが見られていることが確認されている。限られた評価期間及び予算において，

適切な情報収集・分析に基づいた，意義のある評価を行うには，政策へのフィードバック

に資する評価結果・提言を導くことを重視し，「政策目標及び重点分野の決定についての

政策策定のプロセス」を重点的な分析対象とすることが求められる。分析においては，重

点分野や協力プログラムの形成プロセスに焦点を当てるとともに，被援助国との協議や

他ドナーとの調整・連携などのプロセスについての分析を深める必要がある。また，実施

プロセスの検証においては，供与（プレッジ）のタイミングや，広報内容や方法などの適切

性などの観点からの分析も，重要である。 

 低所得国から中進国への移行段階にある国を対象とする場合，他ドナーが支援の重点を

変化させているケースでは，その要因や今後の対応など今後中進国に移行する被援助

国への支援の参考となる事項について詳細な分析を行うことが求められる。 
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 類似の状況にある被援助国への援助方針などの検討に役立つよう，日本のある被援助

国に対する援助供与額の推移について，なぜ援助額を増加させたか／減少させたかに

ついての要因分析が重要となる。 

 JICAの主務官庁の立場からの評価として，有償資金協力，無償資金協力，技術協力（専

門家派遣，青年海外協力隊事業などを含む）のスキーム間の連携や相乗効果の発現とと

もに，援助実施体制・機能についての適切性についてもより詳細な検証・分析が求められ

る。 
 
 

4－3－2 第三者評価の評価者の位置づけの明確化及び求められる資質の明確化 

ODA 評価の質を向上させ，評価案件ごとの質の均質化を図るには，第三者評価として実施

される ODA 評価において，評価者としてどのようなスタンスで評価調査を実施し，報告書をと

りまとめるか，具体的に示すことが必要である。「ODA評価ガイドライン（第9版）」の第2部と

してまとめられているハンドブックにおいては，ODA 評価手法の項目において，評価調査の

実施に関し，利害関係者に不利益を与えない，複数の手法を組み合わせた調査を行う（トライ

アンギュレーション）といった記載がなされている。これをより強化するために，評価に必要な

情報収集・分析においては，評価者の主観に基づいた結論に導くことなく，事実に基づいた偏

りのない検証を行い，説明責任の確保に努めるとともに，専門家としての知見を活用した，専

門家ならではの有用性の高い提言を導くことが求められることを明記すべきである。 
 
また，ODA評価ガイドラインにおいて，「評価者の中立性」がうたわれているが，「ODA評価

に携わる者は，公共の利益への責任の観点から公平に客観的な評価を行い，誠意と実直さを

もって効率的で効果的な評価の実施に努めなければならない。また，人々への敬意と共に評

価者としての独立性を維持しなければならない」という，「OECD-DAC 評価の品質基準」

（2010 年）による評価者として持つべき理念あるいは倫理として示されるにとどまっている。あ

くまで第三者評価としての客観性，中立性が担保されることが前提として，ODA 評価の目的を

遂行するために必要な評価者として求められる経験，知見，実績についてもガイドラインに明

記し，それに沿った評価者を選定できるようにすることも求められる。 
 
 

4－3－3 「目標体系図」に基づく「結果の有効性」の分析の強化 

4－2－2 で提案したとおり，政策形成段階で作成される「目標体系図」を活用することで，

「結果の有効性」の分析の強化が期待される。図 7 及び図 8 は，国別援助方針案を例とする，

ODA政策の「結果の有効性」の検証のための目標体系図の改善案である。 
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図 7 は，政策形成段階で作成されることが望まれる「目標体系図」である。政策形成段階で

想定される，政策目標に向けたインプット（協力プログラム・事業）→アウトプット（小目標：協力

プログラムにより取り組むべき開発課題）→アウトカム（中目標：重点分野）→最終アウトカム

（大目標：最終的な支援目標）の道筋を示している。政策形成段階においては，アウトプットか

らアウトカムは期待される結果の仮説であることから，点線で結ぶこととする。評価時点では，

政策形成段階で作成される計画段階で期待された結果（仮説）に基づき，検証を行う。図8は，

評価時点で確認された，ODA政策の結果の実績を示す「ODA政策の結果の体系図」である。

インプットの実績（協力プログラムごとの実施された事業とODA実績額など），それによるアウ

トプット（日本のODAによって整備されたインフラやシステム，育成された人材などによる小目

標達成への貢献），アウトカム（政策の実施による中間目標達成への貢献），さらに最終アウト

カムへの貢献を検証する。評価分析を通じて確認されたアウトプット，アウトカムについては実

線の矢印で結び，確認されなかったアウトプット，アウトカムについては点線のままとする。そ

の際，アウトプット，アウトカムが確認されなかった理由（事業が完了していない，事業の特性

により効果の発現に時間がかかるため検証は時期尚早など）あるいは評価上の制約を明記

する。 
 
ODA 評価の実施のタイミングを考えると，例えば国別援助方針に基づく事業展開計画に示

された全ての協力プログラムは完了しておらず，また，その期待される開発効果の発現も途上

であることが想定される。その場合，ODA 評価の「結果の有効性」の検証では，可能な限り定

量的なデータの収集・分析を行い，効果が十分な根拠をもって確認できた場合には実線の矢

印で，協力プログラムによる小目標達成（アウトプット）への貢献，アウトプットからアウトカム

への貢献を示す。併せて，十分な根拠に基づく定性的な分析を加えることを提案する。 
 
また，評価時点では，ある目的のために実施された事業でも，複数の副次的な効果（波及効

果）が確認されることが一般的であり，事後評価で作成する「ODA 政策の結果の体系図」では，

波及効果も併せて示すことで，どの分野のどのような事業／協力プログラムが，ODA 政策で

掲げた目標に貢献したかを検証することが可能となる。波及効果については，例えば赤の矢

印で示し，政策形成段階での仮説との違いを示し，その要因についても分析を行い，明記する

ことで，政策あるいは協力プログラムへのフィードバックを得られるようにする。 
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図 8：目標体系図の案（政策形成時点） 

 
出所：外務省より「対ベトナム社会主義共和国 国別援助方針」及び「事業展開計画」より評価チーム作成 
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図 9：ODA政策の結果の有効性の検証のための「ODA政策の結果の体系図」の案

（評価時点） 

 
出所：外務省より「対ベトナム社会主義共和国 国別援助方針」及び「事業展開計画」より評価チーム作成 
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4－3－4 「結果の有効性」の分析の標準化 

「結果の有効性」において，政策目標の達成度としての分析が全般的に不十分であることが

確認されている。その要因として，指標の設定が十分になされておらず，支援実績として支援

内容（インプット）やアウトプットを示すにとどまっており，アウトカムやインパクトの検証がなさ

れていないことが挙げられる。「結果の有効性」の評価分析を充実させ，政策形成へのフィード

バックと説明責任の確保を強化するため，国別評価や重点課題別評価におけるケーススタ

ディにおいて，事業評価の結果も含め，利用可能なデータがある場合には，以下のような定量

的及び定性的な分析を標準化することを提案する。これにより，ODA 政策の実施の効果やそ

の貢献度を客観的に検証することが可能となり，重点分野の見直しや戦略化などに向けたよ

り有益な政策形成への提言につながることが期待される。想定される標準的な定量的・定性的

分析の例は，以下のとおり。 
 

表 8：「結果の有効性」標準的な分析の例 

 インプット/支援内容 アウトプット アウトカム 
定量的分析 対象国の当該分野の

開発予算／実績額に

対する日本の ODA
支援額（支援内容） 

対象国のインフラ整備実績に対

する日本の ODA 支援によるイン

フラ整備実績（例：対象国で整備

された道路総延長に対する日本

の支援で整備された道路総延長） 

対象国での当該セクターの開発指標

の改善状況に対する日本の ODA 支

援による当該セクターの開発指標の

改善状況（例：当該国全体の交通量

の変化に対する日本が支援を行った

地域における交通量の変化） 
定性的分析 対象国の当該分野の

開発予算／実績額に

対する日本の ODA
支援額（支援内容） 

対象国の対象分野の人材のに対

する日本のODA支援で育成され

た人材（例：対象国の農業普及員

の人数に対する日本の ODA で

育成された農業普及員の人数，

農業普及員の能力向上） 

対象国での当該セクターの開発指標

の改善状況に対する日本の ODA 支

援による当該セクターの開発指標の

改善状況（例：日本の ODA 支援で導

入された営農モデルの普及状況，灌

漑農業による作付面積の変化など） 

 
これまで目標体系図における中目標や大目標の達成度を検証することが困難であることが

指摘されているが，政策の妥当性においては，被援助国の開発計画・戦略との整合性につい

て検証されていることから，評価者は政策レベルのODA評価において被援助国の開発計画・

戦略に対する日本の協力プログラムの位置づけをロジックモデルなどにより可視化して整理

し，上記のような被援助国政府の開発目標に示される指標を活用し，効果指標として日本の

ODAの貢献度を検証することも結果の有効性の評価として有益であると考えられる。また，定

量的データが十分に収集できない場合でも，その制約を明示した上で，利用可能な範囲で定

量的な分析を行い，根拠として十分に活用できる定性的なデータ・情報により補完することが

求められる。 
 
なお，定量的分析においては，インプット及びアウトプットの分析については日本のODAの

実績との因果関係及び関連性を示すことは比較的容易であるが，アウトカムレベル以上の効

果の検証においては，他ドナーによる支援や外的要因などの影響もあることから，日本の
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ODA の貢献度を示すにあたっては，ほかの要因についても分析を行い，明示することが不可

欠である。特に，日本のODAによる支援がそれほど多くない国においては，ほかの要因の影

響が大きいことが想定されることから，当該国における日本の ODA の位置づけを明確にし，

アウトカムレベルへの貢献の分析には制約があることを明示した上で，協力プログラムレベル

での効果を中心とした検証にとどまらざるを得ないことも，留意点としてガイドラインに記載す

ることが求められる。 
 
また，分野別・重点課題別政策／イニシアティブにおいて重点支援国が明記されている場合

には，重点課題別評価においても国別評価に準じた分析が可能であると想定されるが，そうで

ない場合には，全被援助国を対象とした分析となる。その場合，政策目標の達成については，

他ドナーによる支援を含め，様々な外部要因の影響があり，日本のODAに限定した効果や貢

献度を検証することが困難である。したがって，現行の評価において行われているようにケー

ススタディ対象国を選定し，事例分析として定量的分析を試みることが適切である。その際，当

該国における日本の位置づけや定量的データなどの利用可能性についても考慮し，ケースス

タディ対象国を選定することが求められる。 
 
 

4－3－5 「外交の視点からの評価」の向上 

評価者によって内容・質にばらつきがあるため，ODA 評価ガイドラインに，標準的な評価分

析の視点，分析手法をより具体的に明記し，評価内容・質の標準化，向上につなげる。第三者

評価では評価結果は公表されることに鑑み，原則公開情報に基づく分析を行うこととする。 
 
一方で，「外交の視点からの評価」において，「外交上の重要性」については，説明責任の確

保の観点から，ODA の効果が被援助国の政府高官レベルにどのように認識されているかに

ついての検証が重要であり，政府要人などの日本の ODA への言及の状況の検証・分析を行

うことなどが求められる。要人往来のデータについては，外交青書のデータを参照することを

必須とし，また，対象国の政府高官の発言については，在外公館において適宜フォローされ，

外務省本省に報告されていることから，評価チームがこうした情報を活用できるよう体制の整

備が望まれる。 
 
波及効果については，これまでの政策レベルの ODA 評価においては，一部の受益者を対

象とするインタビューに基づいて波及効果としての分析が行われているが，その場合に波及

効果の規模が不明確であり，分析として不十分なケースが散見されている。したがって，二国

間の人材交流など定量的なデータ分析あるいはそれに類似する分析18をもって検証すること

                                            
18 例えば，囲み 1 で掲載したケニア国別評価の「外交の視点からの評価」では，ケニア政府高官の貿易投資・イン
フラ支援分野での期待に関する発言内容を時系列を追って分析しており，限られた情報の中で客観的に「外交の視
点」からの評価を行った好例と考えられる。 
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を明示する必要がある。ODA 評価の現地調査の強化（ローカルコンサルタントを活用したアン

ケート調査の実施など）とともに，外務省が実施している「海外における対日世論調査」19の結

果の活用により，波及効果の検証の充実を図ることが求められる。 
 
 

4－3－6 情報源の多様化による評価の質の向上 

政策レベルのODA評価案件の実施において，時間的，予算的制約から，JICAや多国間援

助機関の資料を中心とした分析が行われており，被援助国側の情報・データの分析が不十分

で，偏っている評価が散見される。結果の有効性やプロセスの適切性の観点から，政策形成

に役立つ提言を導くには，被援助国の情報・データの分析の充実が不可欠である。評価チー

ムによる現地調査期間は 2 週間程度であり，情報収集の範囲及び量には限界があることから，

現地事情に精通したローカルコンサルタントなどの活用による情報収集方法の多様化につい

ても検討が必要である。 
 
また，国別評価においては，ODA の管理改善，すなわち政策へのフィードバックの観点か

ら，「結果の有効性」や「プロセスの適切性」の検証において，政治動向，経済動向，周辺国と

の関係，主要国との関係（対米，対中など）がどのような影響を及ぼしたのかといった分析も重

要であり，政策が常に外部環境の影響を受けることを考えると，こうした外部要因についての

考察を深めることは説明責任の観点からも不可欠である。 
 
加えて，ODA が日本の国益にどのような影響を与えたかという外交の視点による評価につ

いて，分析を深める必要がある場合には，日本の ODA への批判も前提として，国内において

当該国の研究者へのインタビュー，現地の政治家，ジャーナリストなどへのインタビューも参

照すべき重要な情報源としてとらえ，情報収集を行い，分析を行うことも検討すべきである。 
 
 

4－4 政策レベルのODA評価による提言のフィードバック及び活用に関わる提言 

4－4－1 執務参考資料としての利便性の向上 

評価結果として作成される100ページ前後の評価報告書のみでは，時間が経つと参照性が

下がり，活用されにくくなる。中長期的に ODA 評価の結果を活用することを目的として，主な

評価結果のユーザーである，外務省国際協力局関係各課，在外公館 ODA 担当者向けに，外

務省ODA評価室において，過去の提言を中心にODA評価結果を横断的に分析し，国別援助

方針や分野別・重点課題別政策／イニシアティブの策定・改訂や実施にあたっての留意点や

                                            
19 外務省が 1960 年以来，ほぼ毎年，様々な国・地域を対象に，「海外における対日世論調査」として，日本に対す
る印象や日本と当該国・地域との関係についての調査を実施し，調査結果を外務省ホームページ
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/culture/pr/yoron.html（2016年3月現在）上で公開している。 
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グッドプラクティスを 1～2 ページ程度にまとめた執務参考資料として作成することが望まし

い。 
 
評価結果の重要なポイントをデータベース化することも一案であるが，データベースはユー

ザーがアクセスすることで初めて活用されることになるツールであるため，人事異動が頻繁な

外務省においてデータベースの存在の周知が常に必要となる。データを管理することになる

外務省 ODA 評価室は，定期的なデータのアップデートに加えて，データベースを関係者に活

用してもらうために，常にデータベースの存在を関係者に発信する必要が生じるが，そうした

発信業務の負担が大きくなることが想定される一方で，その効果は限定的と考えられる。した

がって，ODA 評価室が中心となり，定期的に執務参考資料として，関係者に直接的なフィード

バックを行う体制とすることが，より効果的であると考えられる。 
 

表 9：国別援助方針及び分野別・重点課題別政策／イニシアティブの策定・改訂，実

施にあたっての留意点・グッドプラクティスをまとめた執務参考資料案 

適用対象 【留意点】 グッドプラクティス 出所 
援助協調が行わ

れている国 
• セクター・プール・ファンドに参加し

ていない場合，当該国のセクター・

プログラム目標の達成に貢献して

いないとの誤解を与える可能性が

あるので，ノン・プール・ファンド・ド

ナーとしてどのような事業を支援

し，効果を上げているか，積極的な

発信が必要。 
• プール・ファンドに参加してなくて

も，当該国のセクター・プログラム

に協調していることを周知し，ア

ピールすることが重要。 

• なし • 平成 24 年度外務省

ODA 評価「ネパール

国別評価（第三者評

価）」報告書 

保健関連分野の効

果的な支援方針を

検討する場合 

• 感染症などの援助は即効性が高

く，MDGs 関連の指標の改善に表

れやすい。 
• 他方，日本が二国間援助において

重視している「保健政策・行政管理」

などの支援は，対象国の保健セク

ターの全般的な体質改善を目的と

するものであり，MDGs 関連指標

などに対する効果は長期的に見込

まれるものである。 

• 保健分野における深

刻な課題があり，他ド

ナーや対象国政府が

十分な資源を投入し

ていない地域に対す

る集中的な支援。 

• 平成 26 年度外務省

ODA 評価「保健関連

ミレニアム開発目標

（MDGs）達成に向け

た日本の取組の評価

（第三者評価）」報告書 

出所：平成24年度外務省ODA評価「ネパール国別評価（第三者評価）」報告書及び平成26年度外務省ODA評価

「保健関連ミレニアム開発目標（MDGs）達成に向けた日本の取組の評価（第三者評価）」報告書より，評価チーム

が作成 
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4－4－2 ODA評価室による評価結果のフィードバックセミナーの開催 

現在は，ODA 評価報告書を外務省ホームページで公開するという形で，広く一般に対する

評価結果の共有が図られているが，こうした体制も，ユーザー側のアクセスにより初めて評価

結果が活用されるものであり，受動的なものである。より効果的に評価結果を活用するために，

外務省内部のみならず，外部の ODA 関係者向けに，特にフィードバックすべき評価結果につ

いて，ODA評価室がフィードバックセミナーを開催し，評価結果の定期的（年1回程度）な共有

を図ることが求められる。併せて，評価の視点や分析手法などについても議論を行い，ODA
評価の枠組み，手法などの改善につなげ，ひいては ODA 評価の質の向上につながることが

期待される。 
 

表 10：提言のまとめ 

 提言 対応機関 タイムフレーム 重要度 
政策レベルの

ODA評価体制

への提言 

第三者としてのODA評価の目的

の重点化 
外務省大臣官房ODA評価室

及び国際協力局 
短期 ○ 

中期的な評価計画の策定・実施 
 

外務省大臣官房ODA評価室

及び国際協力局 
短期 

 
○ 

「目標体系図」の活用強化による

評価可能性及び政策へのフィー

ドバックと説明責任の向上 

外務省国際協力局（ODA 評

価室による支援） 
中期 ○ 

JICA による事業評価との連携と

評価結果の効果的な活用による

協力プログラムレベルでの検証

の充実 

外務省大臣官房ODA評価室

及び JICA 
中期 ○ 

ODA 評価ガイ

ドラインへの

提言 

政策レベルの ODA 評価の目的

の重点化に基づく評価範囲・項目

の絞り込み 

外務省大臣官房ODA評価室 短期 ○ 

第三者評価の評価者の位置づけ

の明確化及び求められる資質の

明確化 

短期  

「目標体系図」の活用に基づく「結

果の有効性」の分析の強化 
短期 ○ 

「結果の有効性」のの標準化 短期 ○ 
「外交の視点からの評価」の向上 短期 ○ 
情報源の多様化による評価の質

の向上 
短期  

政策レベルの

ODA 評価によ

る 提 言 の

フィードバック

及び活用に関

わる提言 

執務参考資料としての利便性の

向上 
外務省大臣官房ODA評価室 短期 ○ 

ODA 評価室による評価結果の

フィードバックセミナーの開催 
短期  
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補論 本評価における気づき： 
政策レベルの ODA評価と PDCAサイクル 

アドバイザー 大迫 正弘 
1. 事前評価の重視 

外務省による政策レベルのODA評価は，「ODAの管理改善」と「国民への説明責任の確保」

の二つを目的としている20。「ODA の管理改善」を目的とした評価は，ODA を所管している外

務省が自らの業務の改善のために行うものであり，内部評価（自己評価）の視点が求められる
21。一方，「国民への説明責任の確保」を目的とした評価は，広く国民に向けて行なうものであ

り，独立性・中立性22が要求されるところから，外部評価（第三者評価）の視点が求められる。

つまり，ODA 評価は，相反する二つの性格（目的）を持った評価だということになる23。本件調

査における外務省内関係者への聞き取り調査の中で，評価案件選定会議における政策担当

者とODA評価室，及び評価プロセス（検討会）における政策担当者と評価者（第三者）のコミュ

ニケーションのバランスをとるのが難しいとの指摘があった。これは，内部評価の視点を持っ

た政策担当者と外部評価の視点を持った評価担当者という，立場の異なる二者の意見を汲み

上げる際のバランスの難しさであり，ODA 評価が二つの相反する目的を有していることに起

因していると思われる。 
 
他ドナーはこの問題にどのように対応しているのか？最近の他ドナーの動向として，WB，

USAID，DFID など，本件において調査を行なった機関がいずれも，アカウンタビリティから

ラーニングへ評価の軸足を移しつつあることが本編3-1-3で報告されている。「ODAの管理改

善」は，事業の経験から学びを得ること，すなわちラーニング（学習）を目的とし，「国民への説

明責任の確保」は，アカウンタビリティを目的としていると言い換えると，他ドナーのアカウンタ

ビリティからラーニングへの移行は，説明責任から業務改善への重点の移行と見ることができ

る。過去の経験から得た学び（ラーニング）を活かして業務を改善し，パフォーマンスを上げる

ことによって，国民が納得できる事業を行なうことができる，すなわちアカウンタビリティが向

上すると考えると，ラーニングはアカウンタビリティの前提になっているといえる。そう考えると，

他ドナーの多くがラーニングにより重点を置くようになっているのは，アカウンタビリティの前

                                            
20 『ODA評価ガイドライン第9版』外務省大臣官房ODA評価室, 2015年, p.2 
21 「評価を立案し実行する場合，評価を最大限利用できる人が利害関係者としてそこに関わっていることを確認せ
よ。」Council on Foundations (1993). Evaluation for Foundations: Concepts, Cases, Guidelines, and Resources. 
San Francisco: Jossey-Bass, p.255. （『実用重視の事業評価入門』マイケル・クイン パットン，2001年，清水弘文
堂書房より） 
22 『ODA評価ガイドライン第9版』, 2015, p.3 
23 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（政策評価法）に基づいて実施する「政策評価」は，行政機関が自ら
の所管する政策の効果を把握するために行う自己評価であり，「ODA 評価」は，そのほとんどが，外部の独立した
第三者が行う第三者評価であるとされている（『ODA評価ガイドライン第9版』, 2015年）。しかし，政策評価におい
ても，政策の改善と国民への説明責任の二つが求められており，政策評価はODAの管理改善のための内部評価，
ODA評価は国民への説明責任のための外部評価と截然と切り分けられているわけではない。 
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提となるラーニングを強化することによって，アカウンタビリティも高めようという，二者の両立

を目指す動きであろうと推測される。 
 
このことから，業務改善と説明責任は，内部評価と外部評価あるいは自己評価と第三者評

価という相反する形態をとるが，両者を二者択一的に考えるのではなく，業務改善を前提とし

て説明責任を果たすという形で，両者を両立させるべきだということになる。つまり，過去の経

験から学び，学びを後の政策や事業に反映させて，政策や事業をその計画段階において改善

することがまず求められる。そして，その改善された政策や事業を実行し，評価し，評価結果を

公開することによってアカウンタビリティを確保するという流れになる。すなわち，政策策定段

階及び事業計画段階において，過去の経験から得た学びを反映させた，アカウンタブルな政

策や事業が立案され計画されていることが前提となる。したがって，ここでは，政策立案や事

業計画の際のロジックモデルの組み立てと，それに基づく事業計画とその事前評価を重視す

ることをまず提言する。なお，政策は，その時々の，政治，経済，外交などの状況を総合的に

判断して立案されるものであり，ロジックモデルの最上位に位置づけられるものであるが，政

策自体は何らかの論理に依拠して論理的に導き出されるものではないと考える。 
 

2. ロジックモデルの活用 

そのようにして立案された政策のもとで，アカウンタブルな事業を計画するということは，そ

れぞれの事業を特定の政策のもとに明確に位置づけ，かつ，個々の事業を内的に論理的に

計画するということである24。それぞれの事業を特定の政策のもとに位置づけるためには，政

策・施策・事業の階層構造が明確になっていなければならない。すなわち，政策からプロジェ

クトまでの階層構造を示すロジックモデルの作成と活用が求められる。 
 
現在，ロジックモデルに準ずるものとして，目標体系図が作られているが，これは評価の際

に評価デザインの一つとして評価者が作成することになっており25，目標体系図が計画のアカ

ウンタビリティに資するロジックモデルとして用いられているとは言い難い。そこで，ロジックモ

デルを，事業計画段階において，外務省と JICAが協働で作成し，共有することを提言する。 
政策・施策・事業はすなわち，ポリシー・プログラム・プロジェクトである。政策は，前頁で述

べたとおり，ロジックモデルの最上位に位置づけられるが，「判断」に基づいて策定されるもの

であり，論理的に導き出されるものではない。次に，プログラムであるが，プログラムに関して

は誤解が多い。まず，プログラムという事業はないということを確認しておきたい。プログラム

は，概念であり，マネジメント業務であって，プログラムが何らかの財やサービスを直接生み

出すわけではない。財やサービスを生み出すのは，プログラムの傘下にあるプロジェクトであ

                                            
24 ここでは，ある事業をどの政策のもとに位置づけるかを外的な論理性，個々の事業の上位目標・プロジェクト目
標・アウトプット・活動の目的・手段関係を論理的に計画することを内的な論理性と呼んでいる。論理は普遍的であり
客観的であるため，論理的に位置づけられ組み立てられた事業計画は，誰にとっても理解可能であり，すなわちア
カウンタブルである。 
25 『ODA評価ガイドライン第9版』, 2015, p.28 
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る。プログラムは，それら複数のプロジェクトを統合的にマネージする，マネジメント業務，す

なわち調整業務である26。プログラムの重要性はプログラム・レベルの目標管理にある。プロ

グラム目標は，プログラム傘下の個々のプロジェクト目標が統合され，相乗効果として生み出

される，政策目標に至る中間目標である。したがって，プログラムは，事業としてではなく，目

標として，ロジックモデルの中間レベルに位置づけられるものとなる。プロジェクトは，プログラ

ムを構成する要素であり，プログラム目標を達成するための，個々のプロジェクト目標（プログ

ラムにとっては中間目標）を達成するすることを使命とする，実作業を伴う有期的な事業であ

る。 
 
このポリシー・プログラム・プロジェクトの階層構造を図示したものがロジックモデルとなる。

しかし，この階層構造は，上位の目標から下位の目標に降りていく，トップダウンのロジックで

構築されるものであり，多分にボトムアップ的な事業計画や政策策定が行なわれている日本

の ODA の現状に鑑みると，導入には多少の困難が予想される。そこで，現状を踏まえた，可

能な範囲でのロジックモデルの導入として，本編4-1-3 (3)で示した，インプット・アウトプット・ア

ウトカムからなる目標体系図の事業計画段階での作成を提言する。4-1-3 (3)の図7，図8で示

したとおり，国別援助方針の大目標を最上位の政策目標とし，以下，国別援助方針の重点分野

を中間アウトカム，プロジェクト目標及びプログラム目標をアウトプット，プロジェクト・プログラ

ムをインプットと位置づけて図示するものである。 
 
この提言の要点は，目標体系図を，事業計画段階において，外務省と JICAが協働で作成し，

共有することにある。共有するというのは，目標体系図を国別援助方針に添付するとともに，

JICA が作成するプロジェクトやプログラムの計画文書に当該の政策目標を明記することであ

る。例えば，技術協力プロジェクトであれば，プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）のプロ

ジェクト目標に目標体系図のアウトプット，上位目標に中間アウトカム，スーパーゴールに最終

アウトカムを設定する27。そうすることによって，どの政策の，どの中間アウトカムにおける，ど

のアウトプットの達成を目指すプロジェクトであるかが明示される。円借款や無償資金協力で

あれば，交換公文（E/N）に同様の目標階層を明記する。こうすることによって，事業計画のア

カウンタビリティが向上する。また，評価段階においても，現状では，評価者が様々な政策文

書を収集し，案件に該当する政策目標を探し出し，事業の妥当性を評価するということをしてい

るが，PDM や交換公文（E/N）に中間アウトカムや最終アウトカムが明記されていれば，評価

者が政策目標を探し出す際の恣意性が低減され，評価のアカウンタビリティの向上にもつな

がると考える。 

                                            
26 「プログラムは，（中略）調和された方法でマネジメントされる複数の関連するプロジェクトで構成される。プログ
ラム・マネジャーは，プロジェクト間の活動を調整するが，個々のプロジェクトを直接マネジメントすることはない。」
『プログラムマネジメント標準 第2版』 Project Management Institute (PMI), 2009, p.7 
27 PDM をポリシー・プログラム・プロジェクトの階層構造に対応させると，プロジェクト目標は従来どおりのプロジェ
クト目標，上位目標がプログラム目標，スーパーゴールが政策目標となる。一つのプログラムを構成する複数のプ
ロジェクトのスーパーゴールおよび上位目標は全て共通であり，プロジェクト目標のみがそれぞれ異なることにな
る。 
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3. 長期評価計画の必要性 

ラーニングとアカウンタビリティのバランスをとることは，個々の評価案件の評価目的を明確

化することでもある。特にラーニングに関しては，どのタイミングで何を学び，その結果を何に

どう反映させるのかということを，評価に先立って明確にしておく必要がある。また，限られた

資源（予算，マンパワーなど）で評価を行なうためにも，評価目的を明確にし，評価対象案件を

厳選する必要がある。例えば，政策評価は，政策の改善のために行なわれるのであり，そう

であれば，政策の見直し時期にタイミングを合わせて評価を行なう必要がある。評価目的を明

確にし，限られた資源を有効活用するために，長期的スパンで評価計画を立て，実行すること

が望まれる。 
 
どの程度の長期にするのか，5 年計画か，10 年計画かといったことは，今後の検討課題で

あるが，いずれにせよ，長期評価計画を立て，それを基本にしつつ，社会情勢の変化に対応

するために，毎年，計画内容を確認し，必要に応じて修正するという，ローリング・プランとして

運用することが現実的であろうと思われる。 
 

4. 政策のPDCAサイクル 

最後に，具体的な提言にはならないが，政策の PDCA サ

イクルについて改めて考えてみたい。ここでは，民間企業や

非営利団体などの組織経営のアナロジーを用いて政策運営

を考える。民間企業などの組織経営戦略の一つに，ポート

フォリオ・プログラム・プロジェクトという戦略階層の考え方が

ある。ポートフォリオは，組織戦略の目標達成のためにプロ

ジェクトやプログラムを集合させたものである28。複数のプロ

ジェクトが統合されてプログラムが形成され，複数のプログラ

ムやプロジェクトが統合されてポートフォリオが形成される。

そして，それぞれのレベルに，プロジェクト目標，プログラム

目標，組織戦略目標があり，下位の目標が集合的に達成さ

れることによって，上位の目標が達成されるという構成にな

る（図1）。『ポートフォリオマネジメント標準 第2版』（PMI, 2009）を参照すると，ポートフォリオ

は図 2（次頁）のようなプロセスでマネージされる。図中のコンポーネントとは，ポートフォリオ

を形成するプログラム及びプロジェクトのことである。まず，戦略計画プロセスで組織戦略が

立てられ，整合プロセスにおいて，組織戦略を実行するためのコンポーネントを選定し，それ

らを集合したポートフォリオを形成する。ポートフォリオが形成されたら，コンポーネント・プロ

                                            
28 「ポートフォリオとは，戦略的なビジネス目標達成のために求められる効果的なマネジメントを促進するため，プ
ロジェクトまたはプログラム，および他の活動を集合したものである。ポートフォリオを構成するプロジェクトまたは
プログラムは独立したものでも，相互依存関係があってもよい。」『ポートフォリオマネジメント標準 第2版』 Project 
Management Institute (PMI), 2009, p.4 

ビジョン

ミッション

組織戦略

ポートフォリオ

プログラム

プロジェクト

組織資源

図 1：『ポートフォリオマネジメ

ント標準第2版』（PMI, 2009）
の図を簡略化して筆者作成 
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セスにおいて個々のコンポーネントすなわちプロジェクトが実行され，監視・コントロール・プロ

セスにおいて，ポートフォリオの進捗状況をモニタリング（監視）し，必要に応じて対策を講じる

（コントロール）。そして，コンポーネントの成果がポートフォリオにフィードバックされて，ポート

フォリオの見直し（レビュー）が行なわれ，戦略計画の変更の要否が検討される。変更の必要

がなければ，コンポーネントは継続して実行され，ポートフォリオの監視・コントロールを継続

する。戦略計画の変更が必要であれば，戦略計画に戻る。 
 
このポートフォリオ・マネジメント・プロセスを ODAの政策運営に当てはめてみると，図3の

ようになる。政策運営の PDCA サイクルについては，本編 2-3-1 で詳述されているので，ここ

では繰り返さないが，図 3（次頁）に示したとおり，政策立案プロセスにおいて政策・戦略が策

定され，政策実施プロセスにおいて，政策目標を達成するための事業が選定され，事業展開

計画が立てられる。事業実施プロセスでは事業が実行され，政策の監視・コントロール・評価

プロセスにおいて，事業の実施状況をモニタリングし，必要に応じて支援を行ない，ODA 評価

において政策目標の達成状況を評価する。評価の結果，政策・戦略変更の必要がなければ事

業及びその監視・コントロールは継続され，政策・戦略の変更が必要と判断されれば，政策策

定に戻る，というマネジメント・プロセスになる。この構図に PDCA を当てはめると，政策立案

プロセスがP，政策実施プロセスがD，政策の監視・コスト・評価プロセスがC，ODA評価結果

の政策立案プロセスへのフィードバックがAとなる。 
 
最後に一つ指摘しておきたいのは，プロジェクトマネジメントの実質的な世界標準を生んだ

米国のプロジェクトマネジメント協会（PMI：Project Management Institute）も，日本の経産省

がテコ入れした「P2M（プログラム＆プロジェクト・マネジメント標準）」も，プロジェクトには

PDCAサイクルを適用しているが，プログラムにもポートフォリオにもPDCAサイクルを適用し

てはいないということである。プログラムやポートフォリオをサイクルとしてマネジメントすると

いう考え方を取っていないのである。本件調査において，政策レベルの PDCA とはいかなる

ものか，どの業務が P か，D か，C か，A かという議論を重ねたが，全ての業務を整理して整

然と PDCA に当てはめることは難しいという印象を持った。上記に見たようなポートフォリオ・

マネジメントのアナロジーが政策運営に当てはまるとしたら，プログラムやポートフォリオを

PDCA サイクルで運営しないように，政策や施策を，PDCAサイクルではない，何らかの別の

プロセス，あるいは別のサイクルで運営することも，改めて考えてみる必要があるかもしれな

い。 
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図2：ポートフォリオ・マネジメント・プロセス 
『ポートフォリオマネジメント標準第2版』（PMI, 2009）の図を簡略化して筆者作成 

 
 

図3：政策運営プロセス 
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補論 日本の ODAにおける政策レベル評価 

外部有識者 山谷清志 

 
一般に，評価の目的は 3 つある。すなわちアカウンタビリティの確保，政策マネジメントの

ツールとしての活用，政策に関係する専門知の獲得と学習である。 
 

1. 評価の一般理論 

アカウンタビリティを確保することは「法の支配」と同じように国家の正統性を担保する大原

則であり29，また政策を円滑にマネジメントする活動は政府の高いパフォーマンスを維持する

上で欠かせない作業である。そして政策に関する専門知の獲得と学習は政策の質的保証につ

ながる。これら 3 つの目的は，いずれも評価を通じて得られる情報を政策作成，政策決定，政

策実施の現場にフィードバックすることによって達成可能になる。結論を先に言えば，フィード

バックが有効に機能するためには政策の作成，決定，実施に携わる人びとに，適切なタイミン

グで評価情報を出す必要がある。もちろん，これらの人びとがその情報を見て「わかる」ことも

重要である。 
 
評価についても大事な点がある。すなわち，好き嫌い，良し悪し，善悪を判断するものでは

ないという点である。この点をふまえた適正な政策レベルの評価とは何か，政策を評価する作

業に着手する場合，基本的な了解事項として確認しておく必要がある。政策のシステム，政策

を実施するプロセスとそのプロセスを導くロジック，そしてこれらシステム，プロセス，ロジック

の基礎になるアカウンタビリティである。 
 
システムとは政策体系のことで，トップダウンのスタイルでデザインされる Policy → 

Program → Project の体系を意味し，政策そのものの性格を規定し，政策を評価する場合に

重要なのはプログラムである。すなわち，プログラムは政策目標を明示し，この目標を達成す

る手段であるプロジェクト群を組み合わせ方を指定し，この政策手段群を実施する担当者・機

関，スケジュールなどを書き込んでいるからである。そのため政策評価のプロトタイプはプロ

グラム評価だと言われる。プログラム評価は1960年代から評価研究（evaluation research）と
してアメリカでその実践と研究が進み，日本では「行政機関が行う政策評価に関する法律」

（2001 年，以下「政策評価法」）の実施を検討する際に構想された 3 つの評価方式「総合評価」，

「実績評価」，「事業評価」の総合評価のことである。なお，当初「政策体系評価」と呼ばれてい

たのもこうした体系を意識したためである（【表1】はこれら 3つの特徴を説明している）。 
 
政策体系を見る総合評価では，政策体系が政策の目標と手段を正しくデザインしているか

どうかが重要になる。このデザインが政治的理由で歪められ，あるいは表の目標と裏の真の
                                            
29 Fukuyama2011, p.322 
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目標とに分離しているとき，政策体系評価はできない。他方，政策体系の基層には事業が存

在する。この事業の評価はプロジェクト評価・プロジェクト分析とも言い，日本では費用便益分

析に代表される経済的手法で有名であり，また長年の実務経験から学問的知見の蓄積も多く，

実務での信頼感が高い。 
 
日本で実績評価と呼ぶ測定活動のルーツはイギリスのサッチャー改革で実践された業績指

標（performance indicator）にあり，政府活動一般にパフォーマンス指標を付け，あらかじめ期

待する達成度を指定しておき，事後にその達成度を測定する検証作業のことを言う。測定なの

で「評価」ではない。目標管理型政策評価との名称で日本では実績測定のアウトカム指標を重

視しているが，イギリスでは行政を監視（monitor）する点ではアウトプット指標が重要だと考え

られた。なぜならアウトカム指標は政府がいくら努力しても，その努力が反映されない部分が

出てくるからである。また，外部の影響で成果が出なくなることも多く，それを政府の責任とす

ることには無理がある。 
 
4 番目の行政評価とはきわめて日本的な概念で，英語に訳しづらい。要するに地方自治体

の日常的な行政活動全般を対象にして，その効率を問うための仕掛けである。予算の単位を

対象にした場合「事務事業評価」と呼ぶ。地方自治体の予算の単位が事務事業だからである。

地方自治体は権限，財源，人間（スタッフ）が自由にならないため政策活動が制約されるが，そ

の制約下で行政活動全般の効率化，節約をめざす場合に行政評価は有益である。 
 

【表1】：日本の 4つの評価 

名称 本質・別名 定性，定量 背景の学問 
総合評価 プログラム評価，政策体系評価 定性調査 諸社会科学とその応用 
実績評価 業績測定 定量記述（数値指標） 会計学 
事業評価 プロジェクト分析 定量分析 経済学，工学 
行政評価 事務事業評価，活動全般の業績測定 いずれでもない。シート記入 特にない。行政実務 
出所：筆者作成 

 
ところで政策体系や政策デザインを対象に行う政策評価では，「ロジック」が重視される。こ

の政策評価を導くロジックとは，上述のプログラムの中で考えられている input ➝ output ➝ 
outcome ➝ impact のプロセスを導く論理のことであり，この論理のストーリーが政策に適切

に反映されているかどうか確認する調査（評価）をセオリー評価，あるいはプロセス評価と呼

ぶ。セオリー評価・プロセス評価で重要なのはフィードバックの部分である。ただしフィードバッ

クは，あらかじめ事前に，いつ，誰に，どのような内容の情報を，いかなる形でフィードバック

するのか指定しておかなければ，役にたたない。評価が役にたたないと言われるのは，この

部分が杜撰だからである。杜撰さを放置しながらフィードバックを強調すると，徒労感が増し，

制度疲労になる。 
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2. 政策レベル評価の日本型理解 

評価の研究分野と実践領域で，政策評価とは別に ODA 評価と呼ばれる専門分野があると

考えるのは，きわめて日本的な理解である。逆に OECD をはじめとする諸外国の文献では，

国内行政と国際行政とで評価の方法論を区別することはない。ドメスティックな行政分野の研

究も，国際的な行政の研究も同じであると考える前提で見ると，評価の研究は理解が進むから

である。また評価活動の基本的段取りは評価対象の選択，対象の進捗状況の時期，求める情

報（評価結果）とその評価手法の選択，報告のタイミング，定量分析・定性調査の区別などの組

み合わせにあると言う理解も，国内・国際の区別をなくする。 
 
なお，ガバナンス構造が国際社会と国内行政では違う，だから評価のスタイルも違うはずだ

と主張されることもある。例えば，アメリカの大統領制・連邦制とイギリスの議院内閣制と中央

地方関係制度が違うから，両国の政策評価（プログラム評価）の理解も違うべきだという主張

である。しかし，このように主張する評価の研究者，実務家はいない。以下ではこうした政治制

度，統治機構上のバリエーションを前提にしながらもそのバリエーションにとらわれることなく，

比較政治学，比較行政学，比較政策論，比較政策評価論（Comparative policy evaluation）的
視点で，政策評価の議論をするが，基本はあくまで評価のグローバル・スタンダードである。 

 
政策評価（Policy evaluation）の概念は 1990 年頃まで，日本ばかりでなく西欧諸国や ODA

評価の影響下の国々でも講学上の，学術専門用語として議論されていた。それが日本では政

策評価法によって制度が導入されたため一般名詞として普及され，多くの日本国民はその存

在，役割，目的について理解している「ことになっている」。ただ，政策評価とその関連概念の

理解は，日本独特の政治･行政の文化に従った理解，いわゆる日本型理解であり，国際社会，

とりわけ ODA を中心とした政策評価領域での認識とはかなり違っている（その中で基本的な

認識の違いは【表 2】に示すとおりである）。評価に関してはこのように日本的一般理解と評価

の専門・実践が食い違っているため，現場では苦労する。つまり，評価に注文を付ける側が一

般的な理解しか持たないので，現場の評価専門家が苦労する。 
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【表2】：評価関連用語の認識の違い 

用語 日本的一般理解 評価の専門実践 
評価 価値判断，良悪の判断 政策内容の事実に関する情報提供ツール。事後調査が基本。 
PDCA 評価 生産性向上・品質カイゼン運動，チェック・点検。 
政策 計画一般 政策体系の上位にある概念，理念を提示し方向性を示す。 

アカウンタビリティ 「説明する責任」 
透明性と同義 

政治責任，政策責任（プログラム責任），有効性，効率性，合法

性，合規性，円滑で効率的な業務運営の 7 つの価値からなり，

政策実施結果について相手が納得できるように説明できる能

力。外部が追求する責任。 

監査（評価との区別） 悉皆精査 特定項目に関するコンプライアンスで，行政活動一般プロセス

についての形式チェック，時に財務監査。 
事業 計画と同義 政策手段。 

評価能力 マニュアルの熟読で身

につくはず 
大学院レベルの社会科学の専門知識，現場において身につく

スキル。 
評価報告のポイント わかりやすさ ピアレビューによって判断される専門的文書。 
出所：筆者作成 
 
(1) 自己評価と客観性 
日本型理解が議論を難しくする第一は，自己評価であるにもかかわらず評価に客観性を求

めるところにある。自己評価になった理由は，自ら企画立案した政策は自分が一番詳しいはず

だという認識，政策作成者が評価を通じて自己研鑽をする性善説が考えられたからである。も

ちろん評価結果を現場にフィードバックするにも，自己評価が適切である。ただ，自己評価が

「お手盛り評価」になっていないことを証明するために特別な仕掛けが必要になる（例えば第

三者委員会や政策評価外部有識者会議）。ODA 評価担当組織を国際協力局から大臣官房に

移動する方法もその仕掛けの一つである。ただし，委員を選ぶのはその役所だから第三者性

が弱いとか，これでも「同じ外務省の中にあるのだから，客観的ではない」と言われることもあ

り得る。その場合，医学や原子力，教育，土木などの専門的な政策領域で見られるように，客

観性を専門性に置き換え，外部の専門家によるピアレビューを使う場合がある。もっとも，個々

でも「ムラ」社会批判が用意される。客観性の議論は，実務上エンドレスになる恐れがある。こ

の客観性の議論が出てくるのは，監査の発想を評価に持ち込むからである。 
 

(2) 監査型評価 
日本型政策評価の第二は，評価を監査のマインドで実施させようとする声が多いことである。

とくに評価が何であるかの議論が無いまま政策評価を導入すると，監査との区別を付けない

場面が増え，結局これが政策レベルの評価の実施を阻むことになる。実際アメリカではプログ

ラム評価を導入しようとしたとき，担当を当時の General Accounting Office に委ねたので，

‘program audit’として導入された事例が知られている30。すなわち，‘auditor’が‘evaluation’

するスタイルである。 

                                            
30 山谷1997，第2章 
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同様の事態は日本でも見られた。日本では政策評価の所管を決めたのが行政評価局にな

る前の総務庁行政監察局であったので，総務省評価（客観性担保評価，総合性確保評価，統

一性確保評価）は当初，行政監察（inspection）マインドで行われたと他省庁から指摘された。

すなわち，詳細で重畳的なプロセス･チェックである。この場合，マクロの視点で政策効果を鳥

瞰図として大きくレビューするのではなく，評価を実施するプロセスをいわゆる「虫瞰図的」にミ

クロの視点で綿密に精査する方法になる。もちろん虫瞰図的に，ミクロの視点でプロセス・

チェックすることでは，政策レベルでフィードバックできる知見は得にくい。木を見て森を見ず，

になるからである。 
 

(3) 「政策」の認識 
第 3 の日本型理解は，政策評価が対象にする政策の定義に関わる特徴である。日本の政

治や行政の文脈において，政策とは各府省が担当する方針，方策，計画，構想，基準，対策，

要領，要綱，指針，行政立法，行政行為，行政契約，行政指導，支給金等の給付，民間への助

成･誘導，普及啓発活動などを言う31が，内部管理事務（人事，会計，庶務，文書管理）は政策

ではない。 
 
ただし計画や構想，対策などは，それらをそのまま評価することは難しい。環境省の環境基

本計画（第4次2012年），文部科学省の科学技術基本計画（第5期2016年），教育振興基本

計画（第 2 次 2013 年），スポーツ基本計画（2012 年），内閣府の少子化社会対策大綱（2015
年），高齢社会対策大綱（2012年），少子化社会対策基本法（2003年），大規模地震防災・減災

対策大綱（2014 年），防衛省の防衛大綱（2014 年），そして外務省の開発協力大綱（2015 年）

などはそれぞれの府省の基本政策であると認識されるが，政策レベルよりも高度に抽象的な

理念提示の宣言なので評価の対象にならないという難点がある。 
 
プログラム概念の導入はこの難点に挑戦する。抽象度の高い政策を事後評価する際に効

果を把握できるように具体化し（operationalization），スケジュールの進捗に合わせて適切に

実施できるように運用細目を作り，現場の活動が政策目標達成に向けて進むようにコントロー

ルできるようにする，こうした役割を担うのがプログラムである。ODA で言えば，セクター別に

スキームを選択し，そのスキーム特性に合わせてプロジェクトを運営することになる。 
 
ただし，日本では ODA を除き，このプログラムに注目する評価の実例は少ない。むしろ事

業であるプロジェクトに特化することが多い。その理由は，政策評価の結果を予算に反映する

ことを経済財政諮問会議が 2003 年から求め，これが全政府的に影響を持ったからである。つ

まり予算の単位が事業（事務事業）なので，必然的に事業を対象にする事業評価が多用される

（地方自治体で見られたことと同じ）。さらに民主党政権時代に始まった事業仕分け，その後継

の行政事業レビューの影響もある。行政事業レビューが予算に注目し，行政事業レビューで使

                                            
31 行政管理研究センター2008，pp.41-44 
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う事前分析表の作成を政策評価担当課に義務づけた結果，事業の経費削減や事業のカットが

重視される。こうして予算の項目（事業）が中心になったため，政策のデザインの議論は政策

評価の対象からはずれる。要するに，「政策評価＝事業評価」「政策評価＝事業実績評価」の

認識が一般化したのであり，この点も日本型理解の特色になった。もちろん評価結果のフィー

ドバックとは，原課に効率や節約情報をフィードバックすることにほかならない。 
 

(4) アカウンタビリティと透明性 
日本型政策評価の第 4 の特徴は，アカウンタビリティに関わる。すなわち，アカウンタビリ

ティが「透明性（transparency）」とほぼ同義で使われているため，政策評価には透明性が強く

求められる。ただしその方法は，評価結果，外部の有識者会議の審議，政策評価に関わる一

連の事務作業（評価対象，評価方法など）をインターネットで公表することである。欧米で見ら

れるような，アカウンタビリティのために新しい仕組み，例えば組織を議会に作り，議会の

‘Watch-dog’として活用する，この種の取り組みはしない。したがって，講学上「政策評価は情

報公開制度と自転車の両輪である」と言われるが，日本の実務上は「インターネットの発達･普

及と自転車の両輪」であった。とくに，地方在住者にとってこの点は強く印象づけられるはずで

ある。もし仮に，昔のようにインターネットが無い場合には，政策評価結果を閲覧する方法は

無く，外務省のように冊子に製本している場合でも郵便で請求することになる。手間と時間が

かかるが，それだけではなく，政策評価そのものの存在を知らなければそうした請求ができな

い難しさがある。つまり，インターネットがなければ，ここまで政策評価は一般化，普及しな

かったであろう。 
 
こうしてインターネットの活用は政策評価と透明性にとって格段の進歩，好影響をもたらした

が，その反面，インターネットで公表すればアカウンタビリティは確保されたと言うこともできる。

これでは国民がその評価結果をどのように見ているか，いかに活用しているかはよくわから

ない（インターネットのホームページにカウンターを付けるという方法があるが，これは閲覧さ

れた回数だけがわかる）。もちろん，国民の側にも課題はある。インターネットはただ眺めてい

るだけでは駄目で，正確に政策レベルの評価を理解するために国民の側にも政策リテラシー，

評価リテラシーが必要になる。近年注目されるエンパワーメント評価がこれで，18 歳選挙権の

成否はここにある。 
 

(5) 政策評価の実務 
こうした日本型政策評価の特徴はほかに，政策評価の実務関係者にもある。実際に評価実

務に携わる人びとから「あまり良い評判を聞かない」特徴である。なぜなら新しい担当者が人

事異動で来て複雑な評価システムや手法を初歩から勉強するが，評価の導入時にはなかった

新しい要請が次々と付け加えられ（例えば評価結果を予算に反映する要請，租税特別措置に

関する評価，規制の事前評価など），この勉強の内容は年々変化する。複雑な評価システム

が，なぜ，この形で存在するのか，誰も分からないまま手探りで仕事をせざるを得ないが，仕

事の全容がおおよそ分かった頃には異動で離れるのである。 
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また，さらに以下のような日本独特の事情も特徴としてあげられるかも知れない。すなわち，

政策評価，ODA評価，そして独立行政法人評価の3つの評価が同時並行的に実施され，それ

らが無関係であれば別の世界の議論として了解できるが，実は微妙に重なるところがあると

いった事情である。すなわち，政策評価法で定められている事前評価は ODA 事業も対象にし

ており，独立行政法人通則法によれば外務大臣が独立行政法人である国際協力機構（JICA）
に指示する中期目標が政策評価の対象になっている，さらに外務省の ODA 政策の体系では

外務省の政策評価･プログラム評価と，JICA のプログラム評価･事業評価とのデマケーション

を前提とした政策連携体制があるが，そのそれぞれが実は別の部課で実施されているという

事情もある。この複雑な事情は評価担当者の作業負荷を重くするだけでなく，一般国民とその

代表には理解されていないところが，日本的な政策評価の特徴であろう。 
 

(6) PDCAサイクル 
日本型政策評価の最後の特徴は PDCA という言葉である。‘Plan～Do～Check～

Act/Action’の頭文字からなる「PDCA サイクル」は，生産管理や品質管理のツールとして考案

され，例えばトヨタの生産管理システムに代表される生産現場で重視されるアイデアになった

が，いつの間にか評価と同義で使われるようになっていた（具体的には 2000 年以降）。実務

現場に多様に存在する種々の評価概念を総称するシンボリックな概念になった PDCA は，例

えば参議院の「政策評価に関する決議」（2015 年 7 月 8 日），内閣府地方創生推進室の「地方

版総合戦略策定のための手引き（2015年1月）などにおいて多用されている。 
 
ただ，PDCA概念を使う問題はそれがおよそ全ての行政活動，本来政策評価の対象外の内

部管理事務でも，対象にしてしまうことである。あるいは目標管理型の実績評価にとって便利

な言葉であるため，政策評価の 3 つの手法，総合評価，実績評価，事業評価の実績評価ばか

りが重用される結果を招くところである。いずれにしてもPDCAは形式チェック，項目点検活動

であるため，政策現場に評価結果をフィードバックする場合に，かなり限定的な情報（点検・

チェック）しか提供できなくなる恐れがある。また PDCA は，政策，プログラム，プロジェクトの

全てを対象にできるが，実際の活動はプロジェクトとそのマネジメントに限定されがちである。

数字で表すことができるのはこのレベルだからであり，しかも政府や自治体の活動でコント

ロールできるのもこの部分に限られるからである。かくして，政策評価に PDCA 概念を導入す

ると，現場の事業活動の点検中心になるのである。 
 
このように日本型政策評価は，諸外国に例を見ないスタイルで成長，普及してきた。それを

表す言葉が「目標管理型政策評価」であるが，実は実績測定である。実績測定は情報としては

限定的であると同時に，何となく理解できたような錯覚を見るものに与える欠点がある。それ

でもこの測定手法が「評価」として誤解されて一般化した原因は，政策についての合意がない

こと，評価についても共通理解が不在なためである。繰り返すが，この方法では政策レベル評

価の情報をフィードバックするのは難しい。 
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3. 政策アカウンタビリティ 

これまで，政策評価が日本的な理解によって，政策へのフィードバックを難しくしている状況

について指摘した。これを念のため，もう一つ別方向から裏付けたい。それがアカウンタビリ

ティである。 
 
(1) 会計責任と法的責任，政治責任 
そもそも，アカウンタビリティとは歴史的概念であった。社会の歴史的発達に規定されてきた

概念だと言い換えてもよい。すなわち，そのオリジナルは会計制度にあり，古代ギリシャの時

代から中世イタリアにかけて，会計責任として知られてきた32。監査（audit）がこの会計責任を

確認するのである。それが近世になり法治国家・法治行政思想に触発され合法性観念が普及

し，法的責任が加わった。裁判がこのアカウンタビリティで重要になる。さらに絶対王政が崩れ，

議会制民主主義が登場し，議院内閣制（責任内閣制）が定着するとともに政治責任のありかた

が議論され，近代民主政における政治的正統性（political legitimacy）の発見につながる。三権

分立，権力分立の元でアカウンタビリティを議論するスタイルはここにルーツがある。 
 

(2) 経営責任 
やがて資本主義が発達するにつれて，政府活動も国営企業や政府出資法人を中心に企業

経営スタイルに似た政府活動のパフォーマンスが求められ，企業会計・経営の責任に準じたビ

ジネス社会における経営責任が公共部門で求められる。地方自治体で包括外部監査が導入さ

れたのもこの文脈であり，また日本の独立行政法人で財務諸表監査が求められるのも同じ発

想である。ここでは効率や生産性，経営上のガバナンスがアカウンタビリティの内容になる。 
 
なおこの時期，プロジェクトの開発効果を事前に確認するために採用され，世界中で普及し

たプロジェクト評価と呼ばれる手法は，費用便益分析，費用対効果分析，産業連関分析に代表

される経済学や工学が得意とする分野である。数字で合理的な議論が可能になるので，イデ

オロギー対立を回避したい時にはメリットがあり，経済成長と豊かさの追求に国民の意見がま

とまっていた 1960 年代から 70 年代の日本のように，政策目標が成長一本で合意され，意見

対立がない場合には便利なツールである。ブラジル，台湾，韓国のような権威主義体制でもこ

の方法は研究され，実践された。すなわち事業レベルの費用対便益的な規準が全てのアカウ

ンタビリティのものさしになるからであった。 
 

(3) 政策（プログラム）責任とニューパブリックマネジメント（NPM） 
20 世紀末に至り，ガバナンスの健全性が学問や実践の現場で重視される中で情報公開，

透明性（transparency），知る権利，あるいは民意の反映（responsiveness）へとアカウンタビリ

ティ概念が拡大した。その一方で，福祉の時代到来に伴い福祉プログラムの有効性が議論に

なり，専門性の高い科学技術政策の効果が問われることになる。ここにいたって福祉政策や

                                            
32 Bovens2007,p.448 
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科学技術政策におけるプログラムの有効性責任を問うプログラム評価が注目される。それは

伝統的な会計検査概念から離れたパブリック・アカウンタビリティ，プログラム・アカウンタビリ

ティが議論にのぼり，それに合わせた手法（プログラム評価）が求められ，それは社会科学の

応用（applied social sciences）という形で従来の学問体系の再編成につながる。最高会計検

査機関国際組織（International Organization of Supreme Audit Institutions: INTOSAI），世界

各国の最高会計検査機関（Supreme Audit Institution）国際会議がプログラム・レベルでの有

効性をめぐるアカウンタビリティの議論を，1980 年代から始めたのはまさにこの文脈からで

あった。もちろん，このプログラムの背景にあるプロフェッショナル知識に関する責任もこの時

期浮上した。いわゆるプロフェッショナル・アカウンタビリティであり，プロとしての資格や矜恃

を持つ人びとのアカウンタビリティがこの重要なポイントであった。 
 
なお，この流れとは別系統で，イギリスの M.サッチャーによる政府改革から登場したのが

業績測定（performance measurement）手法であり，政府のパフォーマンス，すなわち生産性

や効率を測定する手法として急速に普及する。それは市場の活用，民間の経営マネジメントの

応用，政府サービスの民間との競争，手続志向から結果志向への転換を併せて NPM（New 
Public Management）とよぶ運動として先進国に広がる。もちろんODAを通じて開発援助を受

ける側の国々でも普及する。NPM 運動は過激で革命的であるが，責任（アカウンタビリティ）

概念としては一時代前の経営責任の亜流であるデジャブ感が強い方法であった。 
 
ただ，日本にとって残念だったのが政策評価と同じ時期にこの手法が注目され，国内で流行

したことである。それも ODA 評価を研究対象としない地方自治研究者がこの業績測定に飛び

ついたが，理由はシンプルで簡単だからである。政策評価とは目標管理型の業績測定である

と言う錯覚，そして政策評価の肝心な部分は目標指標の設定であるという素朴な思い込みは，

ここから始まる。ここで錯覚とか思い込みであると主張する理由は，それがプログラム・アカウ

ンタビリティを追及する政策評価ではないから，と言うことに尽きる。汎用性が高く，測定対象

は政策，施策プログラム，また事業，事務事業であることを問わず，場合によっては内部管理

事務・組織活動（activities）も測定可能であるためである。 
 

(4) PDCAサイクル 
他方，トヨタの生産現場工程のプロセス・カイゼンによる生産性の追求，効率性の実践的研

究から生まれた概念，PDCA（Plan～Do～Check～Act）サイクル概念は，業績測定と組み合

わせると強力な業務改善ツールになる。コスト削減に向けた現場活動の見直し（形式面）が得

意分野で，またそのカイゼン対象は現場の活動，事業活動に最も有効であるが，まさにその

長所が短所になる。価値観が多様な場における政策の実質的内容の見直し，政策の質的側

面の再検討にも触れる必要がある場合には，役にたたない。 
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4. 結論 

このようにアカウンタビリティ概念が錯綜する中で，政策レベルの評価に求めるものはなん

であろう。常に耳にするのは評価結果のフィードバックであるが，そうであるとすれば政策内

容を見直すことになじむ評価でなければ役にたたない。そこで注目したいのが【図 1】である。

この【図1】はこれまでの議論を基に日本の評価をカテゴリー別に分類している。 
 

 
 
【図 1】の①は政治評価によって，政治的な情報獲得のために行う「政治的アカウンタビリ

ティ」である。選挙や住民投票がその代表的な方法であるが，マニフェストや選挙公約といった

仕掛けが不可欠である。他方，⑥は行政の日常的な活動全般を対象とする行政評価である。

あらゆる活動を対象にできるため汎用性が高く，また予算単位である事務事業を対象に評価

する事務事業評価であるため，その行き着く先は公会計制度の導入につながる。もちろん事

務事業評価は政策内容に関する評価，調査を行わないので効率や節約の会計情報が主にな

る。 
 
政策レベルの評価，すなわち政策内容を見る評価は②である。その代表はプログラム評価

であるが，実際に用いる方法は社会学，政治学，経済学，心理学，統計学などの社会科学の

知見に基づいた調査手法の応用である。セオリー評価，アウトカム評価，あるいは長期に及ぶ

インパクトの評価である。同時に，それぞれの分野の専門家が長年行ってきた調査，リサーチ

であることが少なくない。もちろん，これらの専門家が行うリサーチは教育プログラムであれ

ば教育学者，医療プログラムであれば医師や看護師などの専門職（professional）の知見を動

員して行われる。この専門家が専門的知見を得るために行う評価をとくに「プロフェッショナル

① policy evaluation 
(political review)

② program evaluation
Logic model
impact evaluation

outcome evaluation
theory evaluation 

③ outcome  
measurement

④ output   
measurement,
performance
measurement

⑤ project  analysis

policy

program

project

⑥administrative evaluation  ：
management by objective, total quality 
management, performance management, 
management review PDCA

図１ 日本の評価
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評価」と呼ぶが，事例としてはそれぞれのプロの世界に多く存在する。ここでの②評価を行う

ためには事前にデータがそろっていることが大事で，それが無ければ予算と時間をかけて

データを収集し，分析するところからはじめる必要がある。なお，プログラムが長年実施され，

何度も繰り返されている場合には，これらのプログラムを基にした目標達成度の測定も可能で

ある。時系列データや統計をふまえた経年変化測定，類似プログラム比較にもとづく数値指標

のモニターである。それが③のアウトカム測定である。欧米の評価専門文献に出てくる測定と

評価の役割分担ができるようになり，‘Measurement and Evaluation’と呼ぶ②と③の分業体

制が出来上がる。 
 
なお，プログラムのアウトカムが発現するまで待てない場合，プロジェクト活動のアウトプッ

トで代用することも見られる。すなわち④である。毎年度の予算査定に使いたいという場合に

は④を使わざるを得ない。これはインプットでアウトプットを購入するイメージである。 
こうしてみると結局，政策レベル評価として有用な情報源は②と③に関連するものが中心で

ある。②と③の情報をふまえて，政策判断者が何らかの決断を下す，政策実施の現場にある

課題を探るのである。ただし，何も無いところで政策判断ができるわけではなく，政策を作るプ

ロセスに携わった人びとの議論のプロセスを明確にする議事録や会議録が必要になる。これ

が政策文書である。これがないままに議論をすると，主観的で偏った議論を誘発することに

なってしまう。これらの人びとが関わって行う評価をステークホルダー評価と呼ぶ。利害関係

者が一堂に会して様々な視点で政策ドキュメントを解釈し，あるいはプログラム評価結果を参

考に次の政策の反省を行う評価である。この場合の評価担当者の役割は「触媒」になる。 
 
重畳的に評価が存在し，評価の重複と手間の多さに評価担当者の負担感が募っているが，

求められるアカウンタビリティが多様である限り，こうした重畳的な評価の実施は避けられな

い。つまり，政策レベルの評価が果たすフィードバックで重要なのは，誰が，どんな政策情報

を，どのタイミングで求めているのかである。フィードバックのための制度設計がないまま政策

レベルの評価を行っても，受け皿がないまま情報を垂れ流すだけであろう。 
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